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連絡先
松浦美由　mmatsuura@u-gifu-ms.ac.jp

要　　　　　旨

【目的】更年期女性の健康に対する身体運動に関する研究の動向を整理し，先行研究によって残された研究課題を

明確化し，更年期症状をかかえた女性の対処能力向上に向けた支援への活用に向けて基礎的資料とすることを目

的に文献レビューを実施した。

【方法】2019年から2024年までに発表された，更年期の身体運動に関する314件の文献のうち，対象文献の選定基

準にあった論文35件について文献検討を行った。

【結果】更年期女性の健康に対する身体運動について，「生活習慣および運動習慣」「身体面と運動」「精神・社会

面と運動」「運動プログラム」の 4つのカテゴリーが生成された。

【考察】身体運動が身体・精神・社会面に良い影響を及ぼす可能性が見出せた。各更年期症状に着目した文献はあっ

たが，身体・精神・社会面の複合的な症状に対して調査した文献はなかった。身体運動が身体・精神・社会面に

与える複合的な影響を明確にし，それらの効果を最大限に引き出すための運動プログラムの開発が重要である。

Key words：更年期，身体運動

Abstract

Objective: A literature review was conducted to summarize trends in research on physical exercise for menopausal 

women's health， to identify unresolved research questions in previous studies， and to provide basic data to assist 

women with menopausal symptoms in improving their coping skills.

Methods: A literature review was conducted on 35 of the 314 articles on physical exercise in menopause published 

from 2019 to 2024 that met the inclusion selection criteria.

Results: Four categories were created for physical exercise during menopause: lifestyle and exercise habits， body 

and exercise， psychosocial and exercise， and exercise programs.

Discussion: We found that exercise may have a positive effect on physical, mental, and social aspects. Although 

there was literature focusing on each menopausal symptom, there was no literature investigating the combined 

physical, psycho-social, and social symptoms. It is important to clarify the combined effects of exercise on physical, 

psycho-social, and social aspects, and to develop exercise programs to maximize these effects.

Miyu MATSUURA,  Eri IDO,  Ai YAMAGUCHI,  Yumie NAGATA,  Motoko WADA, 
Megumi WAKABAYASHI,  Saori MIZUTANI,  Chikako MICHIBAYASHI

Department of Nursing， Gifu University of Medical Science
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Ⅰ．序論

　本邦において，更年期とは閉経前の 5年間と閉
経後の 5年間とを併せた10年間の期間である1）。
閉経年齢は49 ～ 50歳がピークであり，50歳まで
に半数が閉経を迎えている2）。更年期にはエスト
ロゲンの減少により，さまざまな症状の出現が認
められることがあり，これらを総称して更年期障
害と呼ぶ。更年期障害の主な症状について，血管
運動神経症状には，ほてり，のぼせ，ホットフラッ
シュ，発汗などがみられ，身体症状では，めまい，
動悸，胸が締め付けられるような感じ，頭痛，肩
こり，腰や背中の痛み，関節の痛み，冷え，しび
れ，疲れやすさがある。また，精神症状には，気
分の落ち込み，意欲の低下，イライラ，情緒不安
定，不眠などが挙げられる1）。
　更年期症状・障害に関する意識調査3）によると，
なんらかの更年期症状を抱えている女性は，40歳
代で28.3％，50歳代で38.3％の割合で，それにより，
家事，外出，育児，介護，仕事など，生活に影響
を与えていると思っている女性も更年期世代の約
3割にみられる。特に，仕事と更年期に関する意
識調査では，更年期症状を現在経験中の女性の有
業率と正社員比率は低くなる傾向にあり，症状が
出始めた時期と現在の就業状態を比較すると，50
代女性の 2割強に雇用劣化（降格，非正規化，無
業化のいずれ）がみられ，特に多くみられる変化
は無業化であった4）。更年期症状に伴う女性の社
会的影響により，推計46万人が離職に至り，経済
損失は4200億円にのぼるとの報告がある5）。この
ような動向を踏まえ，厚生労働省は，女性のあら
ゆるライフステージにおけるヘルスケア支援の一
環として，女性を雇用する企業が更年期症状に対
し特別休暇を設けるよう働きかけを開始してお
り6），社会の担い手として必要な更年期女性への
健康支援は整いつつある。
　次に更年期の治療については，十分な問診，食
事療法や運動療法などの生活指導，カウンセリン
グによる心理療法，薬物療法（ホルモン補充療法，
漢方薬治療，抗精神薬の使用など）があるとされ
ている。しかし，現状では診療時間の短縮による

影響から，問診や生活指導，心理療法は簡略化さ
れており，薬物療法が中心となることが多い。こ
の治療は，筋骨格系に効果が薄く，セルフケアの
重要性が報告されている7）。一方，40・50歳代女
性の更年期症状による受診行動は，「受診してい
ない」と回答した人が，約 8 ～ 9割，「更年期障
害と診断されたことがある人」は，40歳代で3.6％，
50歳代で9.1％と 1割にも満たない3）。特に，自身
の更年期症状が受診を推奨される程度であると知
らないことが，更年期症状で婦人科受診にいたら
ない理由であることも報告されている8）。これら
のことから，更年期症状からの産婦人科受診が浸
透していない現状や，更年期症状を我慢して生活
している女性が多くいることが伺える。よって，
更年期を迎えた女性が自ら自身の健康についてセ
ルフケアを行えるような対処能力向上に向けた支
援が必要であると考える。
　対処能力向上の支援の一つに身体運動が挙げら
れる。近年報告された，成人の筋力と抑うつ症状
との関係について調査したシステマティックレ
ビューの結果では，筋力は抑うつ症状リスクの低
下に寄与することが示唆されている。さらに，筋
力の向上を目的とした介入は，メンタルヘルスを
改善し抑うつ予防になることやメンタルヘルスの
改善に筋力の評価と向上を用いることが可能と報
告されている9）。この背景として，更年期の女性
は，エストロゲンの分泌の低下が顕著になり，特
に45歳以降の女性の筋肉量は大幅に減少すること
が関連している10）。また，更年期症状と生活習慣
における先行研究では，喫煙，飲酒，食事などの
生活習慣の改善とともに運動による更年期症状の
重症化を予防できる可能性が示唆されている11）。
このことから，更年期の女性の筋力の向上は更年
期症状にも有効なのではないかと考えた。
　そこで本研究では，更年期女性の健康に対する
身体運動に関する研究の動向を整理し，先行研究
によって残された研究課題を明確化し，更年期症
状をかかえた女性の対処能力向上に向けた支援へ
の活用に向けて基礎的資料とすることを目的に文
献レビューを実施した。

Key words：menopause， exercise
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Ⅱ．方法

1 ．研究デザイン
　文献検討

2 ．文献の抽出
　2019年から2024年までに「医学中央雑誌Web

版」および「PubMed」に公開された原著論文を
対象とした。医学中央雑誌では，# 1 「更年期」，
# 2 「身体運動」および # 1 「menopause」or # 2
「exercise」で検索を行った。PubMedでは，# 1
「menopause」or # 2 「exercise」で検索を行った。
　質的研究および量的研究の両方を対象とした。
加えて，原著論文を分析，検討しているレビュー
論文も対象とした。尺度開発を目的とした文献お
よび解説は除外した。
　文献の採用条件は本研究目的に照らし合わせ，
以下の 3点とした。
　 1）　更年期女性と運動に関連する内容のもの
　 2）　更年期症状と運動に関連する内容のもの
　 3）　更年期女性の運動プログラムの実践報告

3 ．文献の選択
　検索の結果，314件が抽出された。抽出された
314件の中で，重複文献 5件を除いた309件の内，
論文タイトルと内容から判断し274件が除外対象
となった。対象文献の選定基準として，研究目的
の記述の明確さ，データ収集及び分析方法の適切
さ，研究結果の適切な提示，倫理的配慮について
精査を行った。その結果，量的研究18件（表 1），
文献レビュー 17件（表 2），合計35件を分析対象
とした。以上のプロセスを図 1に示す。

4 ．分析方法
　分析は以下の手順で行った。
1） 文献ごとにレビューシートを作成し，著者，
研究デザイン，研究対象，分析方法，主な結
果を分析項目とし，整理した。

2） 研究結果を精読し，更年期の運動や運動プロ
グラム関する部分を抽出してコード化し，
コードの共通性を分析し，抽象度を高めカテ
ゴリー化した。

3） 分析する過程において，質的研究者よりスー
パーバイズを受け分析内容の信頼性，妥当性

図 本研究における文献レビューのプロセス

医中誌 Web 

および PubMed 

の検索結果 

n=314 

重複文献の除外 n=5 

論文のタイトルと内容 

研究目的の記述の明確さ 

データ収集及び分析方法の適切さ 

研究結果の適切な提示 

倫理的配慮について精査 

n=309 

レビュー対象文献 n=35 

文献の除外 n=274 

量的研究 

n=18 

文献レビュー 

n=17 

図 1 　本研究における文献レビューのプロセス
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の確保に努め，適宜修正を行った。

5 ．用語の定義
　本研究において，更年期とは閉経前の 5年間と
閉経後の 5年間とを併せた10年間の期間を指す。
また，身体運動は有酸素運動，レジスタンス運動，
ストレッチ等の運動を含み強度に制限はつけな
い。

Ⅲ．結果

1 ．更年期への身体運動に関する研究動向
　研究デザイン毎に整理したレビューシートを表
1，表 2（全35件）に示す。35件中，量的研究は
18件であり，用いられていた研究方法は，横断研
究 7件，ランダム化比較試験 8件，介入研究 2件，
実態調査 1件であった。 その他の17件はレビュー
文献であり，システマティックレビュー 10件，
ナラティブレビュー 2 件，メタ分析 3 件，
Rayyanアプリケーションによるレビュー 1件，
スコーピングレビュー 1件であった。

2 ．�更年期への身体運動に関する研究のカテゴ
リー化

　分析の結果，更年期の身体運動に関する教育内
容として， 4個のカテゴリーと14個のサブカテゴ
リーが作成された。表 3に示す。【　】はカテゴ
リー，〈　〉はサブカテゴリーとして，記述する。

1）【生活習慣・運動習慣】について
　本カテゴリーは更年期に関連した生活習慣およ
び運動習慣についてカテゴリー化された。文献は
8件であった。内，生活習慣に触れている文献は
2件であった。
　巽は，健康講座に参加した女性を対象とした自
記式質問紙調査を実施した。歩くことやストレッ
チなどの手軽に取り入れられる運動に取り組んで
いた女性が多く，自分の経験から自分に合った対
処方法を見出していると報告している12）。竹中ら
は，現在の運動習慣を持たない対象者は持つ対象
者と比較し，閉経，肥満，そして運動習慣と更年
期症状に関連が認められたと報告している13）。宮
下らは，50歳代は，家事・仕事のストレスが弱い
と，有意に生活習慣病予防認識が高まり予防行動

を実践していたと報告している14）。Haoらは，集
中的な健康教育，個別の食事指導，集中的なレジ
スタンス運動により，閉経期前後の女性が経験す
る更年期症状が改善したと報告している15）。
Garcíaらは，16 週間の多機能運動プログラムは，
45 歳から 60 歳の女性において，特に夫婦関係へ
の影響，心理状態等，更年期関連症状にプラスの
効果を示したと報告している16）。外村らは，就学
年数が短い，子どもなし，未婚，運動習慣がない，
飲酒量が多い，血圧や血糖が高い，そして肥満で
ある女性は更年期障害指数スコアが高い傾向を示
したと報告している17）。Hulteenらは，身体活動
と運動は閉経周辺期から閉経後にかけて減少する
と述べている。また，身体活動が睡眠や気分の改
善など，身体的および心理的症状に与える有意な
影響は，中年女性の研究全体で一貫して認められ
たと報告している18）。Faustoらは，身体運動によ
る介入は生活習慣に比べてより効果的であること
が証明されたが，運動に関する研究は少なく，見
つかった研究は有酸素トレーニングに限定されて
おり，強度，量，頻度に関するデータが十分では
なかったと報告している19）。

2 ）【身体面と運動】について
　本カテゴリーは更年期に関連した身体面の症状
と運動の関連についてカテゴリー化された。

　（ 1） 筋肉量について
　〈筋肉量〉に関する文献は， 3件であった。早
川らは，中高年女性に効果的な運動プログラムを
提供するには，筋量と筋力を同時に計測する必要
があると報告している20）。Isenmannらは，フリー
ウェイトレジスタンストレーニングが中年女性に
とって一般的に安全かつ効果的であると述べてい
る21）。また，週 2回のフリーウェイト，中程度の
レジスタンス運動は，閉経前中年女性の筋肉量の
増加と脂肪量の減少につながると報告している。
加えて，閉経後の女性は， 1週間に 2回以上のト
レーニングセッションと上肢や下肢の各筋肉群に
つき 6 ～ 8 セット以上のトレーニングが必要で
あるとも報告している。Diasらは，閉経期女性
では，最低限の筋肉抵抗トレーニングのプロトコ
ルにより筋力が改善し，自律神経系および血行動
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果

巽
夕
起
（
20
21
）1
2）

A
市
の
「
女
性
の
健
康
フ
ェ

ス
テ
ィ
バ
ル
」
に
参
加
し
た

女
性
19
8名
に
協
力
を
依
頼
し

同
意
を
得
ら
れ
た
14
6名
の
う

ち
欠
損
値
が
多
か
っ
た
デ
ー

タ
を
除
い
た
14
3名

尺
度
使
用
な
し

実
態
調
査

・
 女
性
の
健
康
支
援
は
，
妊
娠
出
産
や
更
年
期
な
ど
女
性
特
有
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
や
，
心
理
・
社
会
的
な
背
景
を
考
慮
し
た
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
る
。

本
研
究
は
，
女
性
自
身
が
気
に
な
っ
て
い
る
身
体
の
不
調
と
そ
の
不
調
の
解
消
方
法
に
つ
い
て
，
一
般
の
住
民
の
現
状
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
。

A
市
の
「
女
性
の
健
康
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
」
の
中
で
行
わ
れ
た
健
康
講
座
に
参
加
し
た
女
性
を
対
象
と
し
，
自
記
式
質
問
紙
調
査
を
実

施
し
た
。

・
 対
象
者
の
約
9
割
の
方
は
，
体
調
や
健
康
状
態
が
良
い
と
回
答
し
た
。
自
覚
症
状
で
多
か
っ
た
の
は
，
肩
こ
り
，
目
の
疲
れ
，
腰
の
痛
み
で
あ
っ
た
。

多
く
の
方
が
健
康
の
た
め
に
日
常
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
が
あ
っ
た
。
特
に
多
か
っ
た
の
は
歩
く
こ
と
や
ス
ト
レ
ッ
チ
な
ど
の
運
動
で
あ
っ
た
。

体
調
で
気
に
な
っ
て
い
る
こ
と
は
便
秘
，
肩
こ
り
が
多
く
，
体
調
が
悪
い
と
感
じ
た
時
の
セ
ル
フ
ケ
ア
の
方
法
は
多
岐
に
渡
っ
て
い
た
。
自
分
の
経

験
か
ら
自
分
に
合
っ
た
対
処
方
法
を
見
出
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
た
。

竹
中
加
奈
枝
，

酒
井
ひ
ろ
子
（
20
22
）1
3）
特
定
健
康
診
査
の
受
診
目
的

で
来
院
し
た
更
年
期
女
性（
範

囲
：
45
～
60
歳
）
19
1名

14
-i

te
m

 H
ea

lth
L

ite
ra

cy
 S

ca
le
（

H
L

S-
14
），
：

ク
ッ
パ
ー
マ
ン
更
年
期
障
害

指
数

 安
部
変
法
（

K
K

SI
），

C
E

S-
D

横
断
研
究

・
運
動
習
慣
を
持
た
な
い
対
象
者
は
75

.3
%
で
あ
っ
た
。

・
 更
年
期
症
状
を
検
討
し
た
結
果
，
閉
経
し
て
い
る
対
象
者
は
し
て
な
い
対
象
者
と
比
較
し
，

A
O

R
 2

.4
30
倍
（
95

%
 信
頼
区
間
：
1.
12
2-
5.
26
3）
，

B
M

I 
25
以
上
の
肥
満
の
あ
る
対
象
者
は
な
い
対
象
者
と
比
較
し
，

A
O

R
 4

.1
87
倍
（
95

%
信
頼
区
間
：
1.
52
3-
11

.5
11
），
現
在
の
運
動
習
慣
を
持
た

な
い
対
象
者
は
持
つ
対
象
者
と
比
較
し
，

A
O

R
 2

.9
55

 倍
（
95

%
 信
頼
区
間
：
1.
14
1-
7.
65
0）
と
な
り
，
閉
経
，
肥
満
，
そ
し
て
運
動
習
慣
と
更
年

期
症
状
に
関
連
が
認
め
ら
れ
た
。

・
 ヘ
ル
ス
リ
テ
ラ
シ
ー
な
ら
び
に
健
康
の
社
会
的
決
定
要
因
が
更
年
期
女
性
の
喫
煙
習
慣
や
更
年
期
症
状
，
抑
う
つ
に
関
連
し
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ

た
。

宮
下
ル
リ
子
，
高
知
恵
，

飯
田
忠
行
，
他

（
20
21
）1
4）

埼
玉
県
在
住
の
特
定
健
康
診

査
を
受
診
し
た
40
～
74
歳
の

女
性

SM
I

横
断
研
究

・
 具
体
的
な
生
活
習
慣
病
予
防
の
支
援
プ
ラ
ン
構
築
を
目
的
に
，
埼
玉
県
在
住
の
特
定
健
康
診
査
を
受
診
し
た
40
～
74
歳
の
女
性
に
，
無
記
名
自
記
式

質
問
紙
法
を
実
施
し
た
。

・
 平
均
年
齢
は
65

.4
±
7.
1歳
，
家
事
・
仕
事
の
ス
ト
レ
ス
が
「
中
等
度
～
強
い
」
は
40
歳
代
72

.6
%
，

B
M

I2
5.
0以
上
は
50
歳
代
20

.6
%
が
最
も
多
か
っ
た
。

睡
眠
に
「
満
足
し
て
い
な
い
」
は
40
歳
代
は
36

.4
%
，
運
動
習
慣
「
2
～
3
回

/週
以
上
」
は
40
歳
代
が
22

.7
%
で
最
も
少
な
か
っ
た
。
40
歳
代
は
，

就
寝
前
の
夕
食
（
22

.7
%
）
や
夕
食
後
の
間
食
（
18

.1
%
）
が
最
も
多
く
，
腹
囲
は
，
70
歳
代
で
は
40
歳
代
か
ら
約
5c

m
増
加
を
認
め
，
結
果
78

.1
±
7.
3

に
な
っ
た
。
20
歳
か
ら
10

kg
以
上
体
重
が
増
加
し
た
50
歳
代
32

.4
%
，近
年
体
重
が
増
加
し
た
40
歳
代
31

.8
%
が
最
も
多
か
っ
た
。
50
歳
代
は
，家
事
・

仕
事
の
ス
ト
レ
ス
が
弱
い
と
，
有
意
に
生
活
習
慣
病
予
防
認
識
が
高
ま
り
予
防
行
動
を
実
践
し
て
い
た
（

p<
0.
03
2，

p<
0.
04
6）
。
ま
た
，
60
歳
代
は

M
et

S，
更
年
期
に
関
す
る
知
識
が
あ
る
と
，有
意
に
生
活
習
慣
病
予
防
認
識
が
高
ま
り
予
防
行
動
を
実
践
し
て
い
た
（

p<
0.
00
0，

p<
0.
00
1）
。
さ
ら
に
，

70
歳
代
は
更
年
期
に
関
す
る
知
識
が
あ
る
と
，
生
活
習
慣
病
予
防
認
識
の
あ
る
も
の
が
有
意
に
多
か
っ
た
（

p<
0.
00
1）
。

・
 年
代
が
高
い
ほ
ど
生
活
習
慣
病
予
防
に
関
す
る
認
識
が
高
く
，
予
防
行
動
が
実
践
で
き
て
い
た
。
さ
ら
に
，
若
い
世
代
は
，
家
事
や
仕
事
の
ス
ト
レ

ス
が
行
動
変
容
を
妨
げ
る
要
因
で
あ
る
こ
と
も
明
ら
か
に
な
っ
た
。
よ
っ
て
，
若
い
世
代
で
は
ス
ト
レ
ス
の
軽
減
や
過
度
な
体
重
増
加
の
予
防
と
正

し
い
知
識
提
供
，
加
齢
に
伴
う
生
活
習
慣
病
の
悪
化
を
予
防
す
る
よ
う
個
々
に
合
っ
た
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
を
構
築
し
て
い
く
必
要
が
示
唆
さ
れ
た
。

H
ao

 S
, T

an
 S

, L
i J

, 
et

 a
l. （
20
22
）1
5）

78
名
の
更
年
期
症
状
が
あ
る

女
性

尺
度
使
用
な
し

ラ
ン
ダ
ム
化

比
較
試
験

・
 介
入
前
の
食
事
摂
取
ス
コ
ア
と
合
計
ス
コ
ア
に
は
グ
ル
ー
プ
間
で
差
が
な
か
っ
た
。
介
入
後
，
グ
ル
ー
プ

C
の
合
計
食
事
ス
コ
ア
は
グ
ル
ー
プ

A
お

よ
び

B
よ
り
も
高
く
，
赤
身
肉
ス
コ
ア
は
有
意
に
減
少
し
た
（

p<
0.
05
）。
介
入
後
，
グ
ル
ー
プ

B
の
1
週
間
あ
た
り
の
レ
ジ
ス
タ
ン
ス
運
動
回
数

は
有
意
に
増
加
し
た
。
グ
ル
ー
プ

C
の
1
週
間
あ
た
り
の
有
酸
素
運
動
お
よ
び
レ
ジ
ス
タ
ン
ス
運
動
回
数
も
有
意
に
増
加
し
た
（

p<
0.
05
）。
3
つ
の

グ
ル
ー
プ
の
更
年
期
症
状
の
合
計
ス
コ
ア
は
介
入
前
後
で
有
意
に
減
少
し
（

p<
0.
05
），
グ
ル
ー
プ

A
の
不
眠
症
お
よ
び
性
障
害
の
ス
コ
ア
は
有
意
に

減
少
し
た
（

p<
0.
01
）。
グ
ル
ー
プ

B
で
は
，
中
等
度
お
よ
び
重
度
の
更
年
期
障
害
症
状
の
改
善
に
有
意
な
効
果
が
認
め
ら
れ
（

p<
0.
01
），
そ
の
他

の
7
つ
の
一
般
的
な
症
状
（
ほ
て
り
，
発
汗
，
イ
ラ
イ
ラ
，
抑
う
つ
，
猜
疑
心
，
疲
労
，
関
節
痛
，
筋
肉
痛
，
動
悸
，
性
機
能
障
害
）
の
ス
コ
ア
も

有
意
に
減
少
し
た
（

p<
0.
05
）。

・
 集
中
的
な
健
康
教
育
，
個
別
の
食
事
指
導
，
集
中
的
な
レ
ジ
ス
タ
ン
ス
運
動
に
よ
り
，
閉
経
期
前
後
の
女
性
が
経
験
す
る
更
年
期
症
状
が
改
善
し
た
。

こ
の
改
善
の
最
も
顕
著
な
変
化
は
，
健
康
教
育
と
個
別
の
食
事
指
導
を
組
み
合
わ
せ
た
場
合
に
得
ら
れ
た
。

G
ar

cí
a 

L
, A

le
m

an
y 

M
, 

Ji
m

én
ez

 N
, 

et
 a

l. （
20
22
）1
6）

合
計
11
2人
の
中
年
女
性
（
平

均
年
齢
52
±
4
歳
，
年
齢
範

囲
45
～
60
歳
）

15
項
目
の

C
er

va
nt

es
更
年
期

お
よ
び
健
康
サ
ブ
ス
ケ
ー
ル

ラ
ン
ダ
ム
化

比
較
試
験

・
 16
週
間
の
多
機
能
運
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
，
45
歳
か
ら
60
歳
の
女
性
に
お
い
て
，
特
に
夫
婦
関
係
へ
の
影
響
，
心
理
状
態
，

V
M

S
に
お
け
る
更
年
期
関

連
症
状
に
プ
ラ
ス
の
効
果
を
示
し
た
。

外
村
晴
美
，

酒
井
ひ
ろ
子
（
20
20
）1
7）
45
歳
～
55
歳
の
16
9名
の
女

性
尺
度
使
用
な
し

横
断
研
究

・
 生
活
背
景
と
習
慣
に
関
す
る
質
問
紙
調
査
な
ら
び
に
生
活
習
慣
病
に
関
す
る
検
査
結
果
と
更
年
期
障
害
指
数
の
関
連
を
検
討
し
た
。

・
 平
均
年
齢
は
49

.6
±
3.
0歳
，
58

.6
%
の
女
性
が
更
年
期
症
状
を
経
験
し
，

K
K

SI
中
等
症
以
上
の
女
性
は
19

.5
%
で
あ
っ
た
。
就
学
年
数
が
短
い
，
子

ど
も
な
し
，
未
婚
，
運
動
習
慣
が
な
い
，
飲
酒
量
が
多
い
，
血
圧
や
血
糖
が
高
い
，
そ
し
て
肥
満
で
あ
る
女
性
は

K
K

SI
ス
コ
ア
が
高
い
傾
向
を
示

し
た
。
統
計
学
的
有
意
に
喫
煙
習
慣
を
も
つ
女
性
に

K
K

SI
中
等
症
以
上
の
リ
ス
ク
が
高
か
っ
た
。

・
 更
年
期
症
状
を
自
覚
し
な
が
ら
も
対
処
行
動
が
と
れ
な
い
女
性
が
約
2
割
い
た
。
更
年
期
症
状
と
生
活
習
慣
，
さ
ら
に
生
活
習
慣
病
発
症
リ
ス
ク
と

の
関
連
が
明
ら
か
に
な
り
，
喫
煙
，
飲
酒
，
運
動
，
食
事
な
ど
の
生
活
習
慣
の
改
善
に
よ
り
更
年
期
症
状
の
重
症
化
を
予
防
で
き
る
可
能
性
が
示
唆

さ
れ
た
。

表
1

　
量

的
研

究
の

文
献

レ
ビ

ュ
ー
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6

早
川
庫
輔
，
川
崎
翼

（
20
23
）2
0）

40
歳
～
60
歳
の
中
高
年
女
性
尺
度
使
用
な
し

横
断
研
究

・
 %

M
V
と

W
B

I
に
正
の
相
関
関
係
（

r=
0.
65
，

P<
0.
00
1）
が
み
ら
れ
た
。
ま
た
，
参
加
者
27
名
中
23
名
（
85

.2
%
）
が

%
M

V
に
お
け
る

W
B

I
が
健

常
人
の
基
準
値
よ
り
下
回
っ
て
い
た
。健
常
人
の
基
準
値
に
比
し
た
低
下
率
10

%
未
満
の
者
が
2
名（
8.
7%
），
低
下
率
10

-1
9%
の
者
が
6
名（
26

.1
%
），

低
下
率
20

-2
9%
の
者
が
4
名
（
17

.4
%
），
低
下
率
30
-3
9%
の
者
が
5
名
（
21

.7
%
），
低
下
率
40
-4
9%
の
者
が
5
名
（
21

.7
%
），
低
下
率
50

%
以

上
の
者
が
1
名
（
4.
3%
）
と
な
っ
た
。

・
 中
高
年
女
性
に
効
果
的
な
運
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
提
供
す
る
に
は
，
筋
量
と
筋
力
を
同
時
に
計
測
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。

Is
en

m
an

n 
E

, K
al

uz
a 

D
, 

H
av

er
s 

T
, 

et
 a

l. （
20
23
）2
1）

41
人
の
健
康
な
女
性
（
52

.0
±
3.
6歳
）

尺
度
使
用
な
し

介
入
研
究

・
 フ
リ
ー
ウ
ェ
イ
ト
レ
ジ
ス
タ
ン
ス
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
が
中
年
女
性
に
と
っ
て
一
般
的
に
安
全
か
つ
効
果
的
で
あ
る
。
週
2
回
の
フ
リ
ー
ウ
ェ
イ
ト
，
中

程
度
の

R
T
は
，
1R

M
ス
ク
ワ
ッ
ト
と
ベ
ン
チ
プ
レ
ス
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
向
上
，
な
ら
び
に
閉
経
前
中
年
女
性
の
筋
肉
量
の
増
加
と
脂
肪
量
の

減
少
に
つ
な
が
る
。
抵
抗
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
な
ど
の
無
酸
素
運
動
に
関
す
る
一
般
的
な
推
奨
事
項
は
，
閉
経
後
女
性
の
筋
肉
量
の
増
加
と
脂
肪
量
の
減

少
に
は
つ
な
が
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

・
 閉
経
後
の
女
性
は
，
1
週
間
に
2
回
以
上
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
セ
ッ
シ
ョ
ン
と
，
上
肢
や
下
肢
の
各
筋
肉
群
に
つ
き
6
～
8
セ
ッ
ト
以
上
の
ト
レ
ー
ニ

ン
グ
が
必
要
で
あ
り
，
ま
た
，
1R

M
の
50
％
を
超
え
る
強
度
で
体
組
成
の
変
化
を
引
き
起
こ
す
。

D
ia

s 
R

, P
en

na
 E

, 
N

or
on

ha
 A

, 
et

 a
l. （
20
24
）2
2）

26
人
の
女
性
が
ト
レ
ー
ニ
ン

グ
群
（

T
G
：
63

.2
 ±
9.
3歳
）

ま
た
は
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
群

（
C

G
：
59

.3
±
7.
6歳
）
に
無

作
為
に
割
り
当
て
ら
れ
た
。

尺
度
使
用
な
し

ラ
ン
ダ
ム
化

比
較
試
験

・
 最
小
限
の
抵
抗
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
（

R
T
）
が
，
生
理
学
的
お
よ
び
心
理
学
的
側
面
を
含
む
健
康
上
の
利
点
を
引
き
出
す
と
い
う
提
案
が
注
目
を
集
め
て

い
る
。

・
 閉
経
期
女
性
で
は
，
最
低
限
の
抵
抗
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
プ
ロ
ト
コ
ル
に
よ
り
筋
力
が
改
善
し
，
自
律
神
経
系
お
よ
び
血
行
動
態
変
数
，
な
ら
び
に
機

能
能
力
は
4
週
間
に
わ
た
っ
て
安
定
し
て
い
た
。

K
ob

ay
as

hi
 R

, A
sa

ki
 K

, 
H

as
hi

gu
ch

i T
, 

et
 a

l. （
20
22
）2
3）

健
康
な
閉
経
後
女
性
45
名

健
康
な
中
高
年
女
性
45
名

尺
度
使
用
な
し

ラ
ン
ダ
ム
化

比
較
試
験

・
 本
研
究
で
は
，
閉
経
後
女
性
に
お
い
て
有
酸
素
運
動
訓
練
の
頻
度
が
動
脈
硬
化
度
に
与
え
る
影
響
を
調
べ
た
。

・
 健
康
な
中
高
年
女
性
45
名
を
3
群
に
割
り
付
け
た
。（
健
康
と
は
，
本
研
究
で
は
日
本
の
基
準
で
の
正
常
血
圧
14
0/
90

m
m

H
g
未
満
，
非
喫
煙
者
，
心

電
図
や
そ
の
他
の
診
断
結
果
で
明
ら
か
な
疾
患
が
な
い
こ
と
，
身
体
活
動
に
関
す
る
質
問
票
に
よ
る
と
研
究
前
に
運
動
習
慣
が
な
か
っ
た
こ
と
な
ど

の
基
準
を
満
た
し
た
者
と
定
義
さ
れ
て
い
る
）。
対
照
群
（
平
均
60

.9
±
3.
9歳
）
で
は
有
酸
素
運
動
訓
練
を
施
行
せ
ず
，
低
頻
度
群
（
平
均
62

.5
±
2.
8

歳
）
で
は
同
訓
練
を
週
に
2
回
，
高
頻
度
群
（
平
均
62

.9
±
1.
9歳
）
で
は
週
に
4
回
施
行
し
た
。
介
入
期
間
は
8
週
間
と
し
，
こ
の
期
間
の
直
前
と

直
後
で
指
標
を
評
価
し
た
。
低
頻
度
群
で
は
，
頸
動
脈

-
大
腿
動
脈
間
脈
波
伝
播
速
度
（

cf
PW

V
）
と
，

ar
te

ri
al

 v
el

oc
ity

 p
ul

se
 i

nd
ex
（

A
V

I）
は

介
入
前
後
で
低
下
し
，

cf
PW

V
低
下
の
差
は
統
計
学
的
に
有
意
と
検
出
さ
れ
た
。
高
頻
度
群
で
は
，
評
価
し
た
5
指
標
，
す
な
わ
ち

cf
PW

V
，
上
腕

-
足
首
間
脈
波
伝
播
速
度
，
心
臓
-
足
関
節
間
脈
波
伝
播
速
度
，

A
V

I，
ar

te
ri

al
 p

re
ss

ur
e-

vo
lu

m
e 

in
de

x
が
全
て
有
意
に
低
下
し
た
。
対
照
群
で
は

有
意
に
変
化
し
た
指
標
は
無
か
っ
た
。

・
 低
頻
度
群
と
高
頻
度
群
で
は

cf
PW

V
が
共
通
し
て
低
下
し
て
い
た
こ
と
か
ら
，
閉
経
後
年
齢
の
女
性
が
有
酸
素
運
動
訓
練
を
行
え
ば
，
そ
の
実
施
頻

度
に
か
か
わ
ら
ず
動
脈
硬
化
の
予
防
に
有
益
な
効
果
が
得
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
た
。

茂
木
順
子
，
河
村
孝
彦
，

中
山
卓
也
，

他
（
20
19
）2
4）

41
～
64
歳
の
女
性
83
名

国
際
標
準
身
体
活
動
質
問
票

を
基
に
し
た
身
体
活
動
量

（
M

E
T
・
分

/週
），
簡
略
更

年
期
指
数
1

横
断
研
究

・
 閉
経
後
は
閉
経
前
に
比
べ
，
運
動
習
慣
が
あ
る
（
31

vs
8%
），
歩
く
速
度
が
速
い
（
54

vs
28

%
）
な
ど
身
体
活
動
が
高
く
，
指
導
に
よ
り
閉
経
後
で
歩

く
速
度
の
速
い
割
合
が
増
加
，
全
体
で
も
生
活
習
慣
の
改
善
に
取
り
組
む
割
合
が
増
加
し
て
い
た
（
14

vs
31

%
，

p<
0.
05
）。
ま
た
歩
く
速
度
は
身
体

活
動
量
や
生
活
習
慣
改
善
の
取
組
と
関
連
し
て
い
た
。

・
 生
活
習
慣
改
善
の
取
組
が
無
い
群
で
は
体
重
，
体
脂
肪
量
，

C
A

V
I
の
増
加
と

IG
F-
1
の
低
下
が
，
取
組
群
で
は
筋
肉
量
や
筋
力
の
増
加
傾
向
が
見

ら
れ
た
。
ま
た
こ
の
関
係
は
主
に
閉
経
前
で
見
ら
れ
て
い
た
。

・
 閉
経
後
女
性
の

FS
H
や

L
H
は
空
腹
時
血
糖
や
足
関
節
背
屈
筋
力
と
，

E
2は

H
bA
1c
と
関
連
し
て
い
た
。

　
一
方
，

D
H

E
A
-S
は
筋
肉
量
と
，
テ
ス
ト
ス
テ
ロ
ン
は
筋
力
や
イ
ン
ス
リ
ン
抵
抗
性
と
関
連
し
て
い
た
。

・
 身
体
活
動
量
の
少
な
い
閉
経
前
女
性
で
は
体
脂
肪
量
，
イ
ン
ス
リ
ン
抵
抗
性
，
動
脈
壁
硬
化
な
ど
の
悪
化
が
見
ら
れ
た
が
，
身
体
活
動
が
維
持
さ
れ

た
閉
経
後
女
性
で
は
こ
の
変
化
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。
ま
た
，
指
導
に
よ
り
行
動
変
容
を
促
す
こ
と
は
体
組
成
や
身
体
機
能
の
維
持
ば
か
り
か
動
脈

硬
化
の
進
行
予
防
に
も
つ
な
が
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
，
特
に
閉
経
前
女
性
へ
の
介
入
が
必
要
と
思
わ
れ
た
。

長
谷
川
秀
隆
，

長
谷
川
結
香
，

松
木
秀
明
，

他
（
20
24
）2
5）

20
～
50
歳
代
女
性
55
名

尺
度
使
用
な
し

横
断
研
究

・
 20
～
50
歳
代
で
あ
る
分
析
対
象
者
の
年
齢
と
骨
代
謝
マ
ー
カ
ー
，
骨
代
謝
，
骨
密
度
の
関
連
性
に
つ
い
て
，
年
齢
と

B
A

P，
骨
形
成
・
骨
吸
収
バ

ラ
ン
ス
，
骨
代
謝
回
転
レ
ベ
ル
と

SO
S
と
に
負
の
相
関
関
係
を
示
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
加
齢
と
と
も
に
骨
形
成
と
骨
代
謝
が
低
下
し
，
骨
密
度
が

低
下
し
て
い
る
こ
と
が
推
察
さ
れ
る
。
運
動
習
慣
と
骨
密
度
に
つ
い
て
は
，
運
動
習
慣
あ
り
の
群
が

SO
S，

T
I，

O
SI
の
骨
密
度
測
定
値
が
有
意
に

高
値
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
，
運
動
が
骨
密
度
を
高
め
る
1
つ
の
要
因
と
考
え
ら
れ
る
。

　
 ピ
ー
ク
ボ
ー
ン
マ
ス
に
達
す
る
年
齢
以
降
も
，
習
慣
的
な
運
動
に
よ
る
骨
負
荷
が
骨
量
維
持
に
重
要
で
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た
。

　
 象
限

I 
ff
と
象
限

II
I 

sr
間
に
年
齢
，
体
重
に
有
意
差
を
認
め
，
加
齢
や
体
重
が
関
与
し
て
い
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た
。
そ
の
背
景
に
は
，
加
齢
に
よ

る
エ
ス
ト
ロ
ゲ
ン
分
泌
低
下
や
低
体
重
に
よ
る
メ
カ
ニ
カ
ル
ス
ト
レ
ス
不
足
が
推
察
さ
れ
た
．
ピ
ー
ク
ボ
ー
ン
マ
ス
か
ら
骨
量
が
低
下
す
る
年
代
に

お
い
て
，
加
齢
に
よ
る
骨
代
謝
と
骨
密
度
の
低
下
を
予
防
す
る
た
め
に
は
，
痩
せ
に
な
ら
な
い
よ
う
適
正
体
重
の
維
持
と
運
動
習
慣
に
よ
る
適
度
な

メ
カ
ニ
カ
ル
ス
ト
レ
ス
負
荷
の
重
要
性
が
示
唆
さ
れ
た
。

M
oh

r 
M

, S
jú

rð
ar

so
n 

T
, 

Sk
or

ad
al

 M
, 

et
 a

l. （
20
24
）2
8）

軽
度
か
ら
中
等
度
の
高
血
圧

症
を
有
す
る
座
り
が
ち
な
中

年
女
性
25
名

尺
度
使
用
な
し

ラ
ン
ダ
ム
化

比
較
試
験

・
 定
期
的
か
つ
一
貫

Sa
ra

h
し
た
多
機
能
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
実
施
し
た
中
年
の
高
血
圧
女
性
は
，
閉
経
期
移
行
期
に
血
圧
が
改
善
し
，
心
臓
代
謝
の
健

康
状
態
を
示
す
一
連
の
マ
ー
カ
ー
が
維
持
さ
れ
た
こ
と
が
実
証
さ
れ
た
。
健
康
状
態
が
全
体
的
に
低
下
し
た
対
照
群
の
参
加
者
と
は
著
し
く
異
な
っ

て
い
た
。

・
定
期
的
な
多
機
能
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
は
，
高
血
圧
女
性
に
対
す
る
閉
経
期
移
行
期
の
有
害
な
影
響
を
完
全
に
打
ち
消
す
可
能
性
が
あ
る
。
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甲
斐
裕
子
，
永
松
俊
哉
，

北
畠
義
典
，

他
（
20
20
）3
7）

40
歳
～
61
歳
の
女
性
40
名

（
平
均
年
齢
，
51

.1
±
7.
3歳
）
簡
略
更
年
期
指
数
，
自
記
式

抑
う
つ
評
価
尺
度

ラ
ン
ダ
ム
化

比
較
試
験

・
 参
加
者
は
ス
ト
レ
ッ
チ
群
あ
る
い
は
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
群
に
無
作
為
に
割
り
当
て
ら
れ
た
。
ス
ト
レ
ッ
チ
群
（

n 
= 
20
）
は
毎
日
就
寝
直
前
に
行
う
10
分

間
の
ス
ト
レ
ッ
チ
を
含
む
3
週
間
の
介
入
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加
し
た
。
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
群
（

n 
= 
20
）
は
待
機
リ
ス
ト
に
割
り
当
て
ら
れ
た
。
更
年
期

症
状
は
，血
管
運
動
神
経
系
症
状
，精
神
神
経
系
症
状
と
運
動
神
経
系
症
状
を
測
定
す
る
簡
略
更
年
期
指
数
を
用
い
て
評
価
さ
れ
た
。
抑
う
つ
症
状
は
，

自
記
式
抑
う
つ
評
価
尺
度
を
用
い
て
評
価
さ
れ
た
。

・
 3
週
間
の
介
入
期
間
の
遵
守
率
は
75

.8
％
で
あ
っ
た
。
ス
ト
レ
ッ
チ
群
に
お
け
る
血
管
運
動
神
経
系
症
状
，
精
神
神
経
系
症
状
，
運
動
神
経
系
症
状
，

簡
略
更
年
期
指
数
の
合
計
得
点
，
お
よ
び
自
記
式
抑
う
つ
評
価
尺
度
得
点
は
，
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
群
と
比
較
し
て
有
意
に
低
下
し
た
。
研
究
期
間
を
通

し
て
，
参
加
者
か
ら
，
ホ
ッ
ト
フ
ラ
ッ
シ
ュ
の
増
加
な
ど
の
有
害
事
象
は
報
告
さ
れ
な
か
っ
た
。

・
 こ
れ
ら
の
知
見
か
ら
，
就
寝
前
の
10
分
間
の
ス
ト
レ
ッ
チ
は
日
本
の
中
年
女
性
に
お
け
る
更
年
期
症
状
お
よ
び
抑
う
つ
症
状
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
が

示
唆
さ
れ
た
。

M
ar

tín
ez

 M
, R

om
án

 F
, 

C
ád

iz
 M

, 
et

 a
l. （
20
22
）3
8）

40
歳
か
ら
70
歳
ま
で
の
女
性
，

ま
た
は
早
期
閉
経
と
診
断
さ

れ
た
40
歳
未
満
の
女
性

SF
 3
6 
質
問
票

介
入
研
究

・
 有
酸
素
運
動
の
状
態
，
柔
軟
性
，
バ
ラ
ン
ス
，
筋
力
を
そ
れ
ぞ
れ
1
マ
イ
ル
，
フ
ラ
メ
ン
コ
，
柔
軟
性
ボ
ッ
ク
ス

 テ
ス
ト
，
メ
デ
ィ
シ
ン

 ボ
ー
ル
投

げ
で
測
定
し
た
。
身
体
活
動
レ
ベ
ル
は

G
PP

A
Q
質
問
票
で
測
定
し
た
。

・
 介
入
群
で
は
対
照
群
と
比
較
し
て
，「
体
の
痛
み
」
の
項
目
を
除
い
て
生
活
の
質
が
向
上
し
た
（

p 
= 
0.
41
2）
。
グ
ル
ー
プ
内
レ
ベ
ル
で
は
，「
身
体
機
能
」

（
p 

= 
0.
26
3）
と
「
体
の
痛
み
」（

p 
= 
0.
13
6）
を
除
く
す
べ
て
の
項
目
で
有
意
な
改
善
が
見
ら
れ
た
。
最
も
効
果
が
あ
っ
た
身
体
能
力
は
，
有
酸
素

運
動
能
力
，
筋
力
，
バ
ラ
ン
ス
で
あ
っ
た
。

D
ha

ri
tr

i S
, P

ra
na

ti 
N

, 
H

ru
sh

ik
es

h 
D

（
20
21
）3
9）

更
年
期
症
状
を
有
す
る
40
～

50
歳
の
女
性
80
例

M
E

N
Q

O
L
尺
度

ラ
ン
ダ
ム
化

比
較
試
験

・
 更
年
期
症
状
，
生
活
の
質
，
更
年
期
女
性
の
ホ
ル
モ
ン
レ
ベ
ル
の
変
化
に
対
す
る
ヨ
ガ
の
実
践
の
効
果
を
評
価
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
。
単
盲
検

無
作
為
化
比
較
試
験
を
実
施
し
，
ヨ
ガ
が
更
年
期
症
状
，

Q
O

L
，
ホ
ル
モ
ン
レ
ベ
ル
の
変
化
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
検
討
し
た
。

・
 被
験
者
を
ヨ
ガ
介
入
群
40
例
（

Su
da

rs
ha

n 
K

ri
ya

 Y
og

a
セ
ッ
シ
ョ
ン
を
1
年
間
，
週
3
回
，
45
～
60
分
），
早
歩
き
介
入
群
40
例
（
1
年
間
，
毎
日
，

30
～
40
分
）
に
無
作
為
に
割
り
付
け
た
。
評
価
項
目
は
介
入
前
後
の

M
E

N
Q

O
L
（
血
管
運
動
性
，
心
理
社
会
性
，
身
体
症
状
，
性
機
能
），
ホ
ル
モ

ン
値
（
卵
胞
刺
激
ホ
ル
モ
ン
［

FS
H
］，
デ
ヒ
ド
ロ
エ
ピ
ア
ン
ド
ロ
ス
テ
ロ
ン
サ
ル
フ
ェ
ー
ト
［

D
H

E
A

-S
］）
，
抗
酸
化
酵
素
（
ス
ー
パ
ー
オ
キ
シ
ド

ジ
ス
ム
タ
ー
ゼ
［

SO
D
］，
グ
ル
タ
チ
オ
ン
ペ
ル
オ
キ
シ
ダ
ー
ゼ
［

G
PX
］
な
ど
と
し
た
。

・
 更
年
期
特
有
の

Q
O

L
（
血
管
運
動
性
，
心
理
社
会
性
，
身
体
症
状
）
の
有
意
な
改
善
が
認
め
ら
れ
た
（

p<
0.
05
）。
ま
た
，
ヨ
ガ
介
入
群
で
は
早
歩

き
介
入
群
と
比
較
し
て
，

SO
D
お
よ
び

G
PX
の
有
意
な
上
昇
が
認
め
ら
れ
た
（

p<
0.
05
）。

FS
H
，

D
H

E
A

-S
に
有
意
な
改
善
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

ま
た
，
ヨ
ガ
や
早
歩
き
に
よ
る
有
害
事
象
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。
以
上
か
ら
，
1
年
間
の

Su
da

rs
ha

n 
K

ri
ya

 Y
og

a
は
，
更
年
期
女
性
の
全
体
的

な
Q

O
L
を
改
善
す
る
た
め
の
好
ま
し
い
非
ホ
ル
モ
ン
系
，
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
修
正
レ
ジ
メ
ン
の
一
つ
に
な
り
う
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

L
u 

X
, L

iu
 L

, Y
ua

n 
R

（
20
20
）4
0）

実
験
群
：
合
計
52
人
の
女
性
，

対
照
群
：

 4
人
の
女
性
を
選

定

ク
ッ
パ
ー
マ
ン
更
年
期
症
状

ス
ト
レ
ス
尺
度
，
自
己
評
価

う
つ
病
尺
度
（

SD
S）
，
自
己

評
価
不
安
尺
度
（

SA
S）
，ピ
ッ

ツ
バ
ー
グ
睡
眠
品
質
指
数

（
PS

Q
I）

ラ
ン
ダ
ム
化

比
較
試
験

・
 ヨ
ガ
の
運
動
と
組
み
合
わ
せ
た
情
報
サ
ポ
ー
ト
法
は
，
更
年
期
女
性
の
う
つ
病
や
不
安
を
軽
減
し
，
睡
眠
の
質
を
改
善
し
，
更
年
期
障
害
の
症
状
を

軽
減
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

坪
田
明
子
，

礒
山
あ
け
み
（
20
20
）4
2）

A
大
学
専
任
教
員
40
～
50
歳

代
　
11
名

健
康
感
に
関
す
る
尺
度

SM
I

M
C

L
-S

.1

横
断
研
究

・
 更
年
期
に
関
す
る
文
献
検
討
お
よ
び
更
年
期
外
来
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
か
ら
研
修
内
容
を
検
討
し
，
2
回
シ
リ
ー
ズ
の
健
康
教
室
と
し
て
実
施
。
各
教
室

の
前
後
に
健
康
感
に
関
す
る
13
項
目
，
更
年
期
指
数
10
項
目
，
気
分
評
価
8
項
目
と
研
修
内
容
の
評
価
，
1
ヵ
月
後
に
対
処
行
動
実
施
状
況
に
つ
い

て
調
査
し
た
。

・
 有
効
回
答
数
は
第
1
回
12
名
，
第
2
回
11
名
，
平
均
年
齢
42

.6
歳
で
あ
っ
た
。
分
析
の
結
果
，
第
1
回
の
リ
ラ
ッ
ク
ス
感
に
有
意
な
改
善
（

p<
.0
5）

が
み
ら
れ
た
。
ま
た
，
更
年
期
症
状
お
よ
び
快
感
情
に
つ
い
て
は
，
改
善
の
傾
向
が
認
め
ら
れ
た
（

p<
.1
0）
。
実
施
内
容
す
べ
て
の
項
目
で
「
役
立
っ

た
」「
や
や
役
立
っ
た
」
と
い
う
結
果
で
あ
っ
た
。
教
室
終
了
1
ヵ
月
後
の
対
処
行
動
は
，
リ
ラ
ク
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施
が
最
も
肯
定
的
な
評
価
（
平

均
値
3.
8±
1.
2）
で
あ
っ
た
。

・
 教
室
前
後
の
評
価
か
ら
，
対
象
者
に
と
っ
て
健
康
教
室
が
有
意
義
な
時
間
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
た
。
一
方
1
ヵ
月
後
の
対
処
法
実
施
状
況
は
高
く

な
か
っ
た
。健
康
へ
の
意
識
を
高
め
行
動
変
容
す
る
た
め
に
は
，参
加
し
や
す
い
日
時
で
定
期
的
に
開
催
し
定
着
を
促
す
な
ど
の
工
夫
が
必
要
で
あ
る
。
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著
者
・
発
行
年
・

文
献
番
号

対
　
　
象

方
　
　
法

結
　
　
果

H
ul

te
en

 M
, M

ar
la

tt 
L

, 
A

lle
rt

on
 D

, 
et

 a
l. （
20
23
）1
8）

11
2件
の
文
献

ナ
ラ
テ
ィ
ブ

レ
ビ
ュ
ー

・
 身
体
活
動
が
睡
眠
や
気
分
の
改
善
な
ど
，
身
体
的
お
よ
び
心
理
的
症
状
に
与
え
る
有
意
な
影
響
は
，
中
年
女
性
の
研
究
全
体
で
一
貫
し
て
認
め
ら
れ
た
。
身
体
活
動
の
利

点
は
十
分
に
研
究
さ
れ
て
い
る
た
め
，
閉
経
前
後
の
女
性
と
閉
経
後
の
女
性
の
身
体
活
動
を
促
進
し
，
維
持
す
る
た
め
に
は
，
個
人
に
合
わ
せ
た
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
用
す

る
必
要
が
あ
る
。
女
性
に
は
，
身
体
活
動
が
症
状
緩
和
に
及
ぼ
す
潜
在
的
な
利
点
（
気
分
や
睡
眠
の
改
善
な
ど
）
に
つ
い
て
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
行
う
必
要
が
あ
り
，
定

期
的
な
身
体
活
動
と
運
動
が
も
た
ら
す
広
範
囲
か
つ
生
涯
に
わ
た
る
利
点
を
伝
え
る
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。

・
 身
体
活
動
と
運
動
は
閉
経
周
辺
期
か
ら
閉
経
後
に
か
け
て
減
少
す
る
。

Fa
us

to
 D

, M
ar

tin
s 

J,
 

M
or

at
el

li 
J,

 
et

 a
l. （
20
23
）1
9）

7
件
の
文
献

メ
タ
分
析

・
 性
機
能
を
評
価
す
る
手
段
は
異
な
っ
て
い
た
。
介
入
に
は
，
マ
イ
ン
ド
フ
ル
ネ
ス
，
リ
ラ
ク
ゼ
ー
シ
ョ
ン
催
眠
，
ケ
ー
ゲ
ル
体
操
，
ヨ
ガ
，
有
酸
素
運
動
が
含
ま
れ
，
一

般
的
に
12
週
間
続
い
た
。

・
 身
体
運
動
に
よ
る
介
入
は
生
活
習
慣
に
比
べ
て
よ
り
効
果
的
で
あ
る
こ
と
が
証
明
さ
れ
た
が
，
身
体
運
動
に
関
す
る
研
究
は
少
な
く
，
見
つ
か
っ
た
研
究
は
有
酸
素
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
に
限
定
さ
れ
て
お
り
，
強
度
，
量
，
頻
度
に
関
す
る
デ
ー
タ
が
十
分
で
は
な
か
っ
た
。
性
機
能
症
状
の
治
療
に
お
け
る

 身
体
運
動
の
効
果
を
よ
り
包
括
的
に
説
明

す
る
に
は
，
さ
ら
な
る
研
究
が
必
要
で
あ
る
。

Fa
us

to
 D

, M
ar

tin
s 

J,
 

M
ac

ha
do

 A
, 

et
 a

l. （
20
23
）2
6）

44
件
の
文
献

R
ay

ya
n
ア
プ

リ
ケ
ー
シ
ョ

ン
に
よ
る
レ

ビ
ュ
ー

・
 低
強
度
の
ジ
ャ
ン
プ
運
動
を
長
時
間
行
う
と
股
関
節
に
効
果
的
で
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
。

・
 水
泳
は
異
質
性
が
高
い
た
め
，
さ
ら
な
る
調
査
が
必
要
で
あ
る
。

・
 有
酸
素
運
動
と
レ
ジ
ス
タ
ン
ス
運
動
は
結
果
に
一
貫
性
が
な
か
っ
た
た
め
，
こ
れ
ら
の

PE
様
式
を
用
い
た
さ
ら
な
る
研
究
が
必
要
で
あ
る
。

・
 同
時
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
で
は
，
腰
椎
，
大
腿
骨
頸
部
，
ウ
ォ
ー
ド
三
角
，
転
子
に
改
善
が
見
ら
れ
た
。

M
oh

am
m

ad
i A

, 
M

og
ha

da
m

 Z
, 

G
he

lic
hk

ha
ni

 F
, 

et
 a

l. （
20
22
）2
7）

28
件
の
文
献

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 運
動
ま
た
は
身
体
活
動
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
（

n 
= 
15
），
教
育
セ
ッ
シ
ョ
ン
（

n 
= 
11
），
お
よ
び
そ
の
他
の
介
入
（

n 
= 
2
）
の

 3
 つ
の
主
な
カ
テ
ゴ
リ
に
分
類
さ
れ
た
。

・
 運
動
と
身
体
活
動
は
，
若
年
期
の
骨
密
度
の
増
加
と
中
年
期
の
骨
量
減
少
の
予
防
の
た
め
の
非
薬
理
学
的
介
入
と
し
て
推
奨
さ
れ
て
い
る
。
高
齢
者
の
場
合
，
運
動
は
骨

密
度
の
増
加
，
転
倒
の
予
防
，
骨
折
の
予
防
に
も
重
要
な
役
割
を
果
た
す
。

・
 ほ
と
ん
ど
の
研
究
結
果
で
は
，
身
体
活
動
や
教
育
介
入
な
ど
の
非
薬
理
学
的
介
入
が
更
年
期
女
性
の
骨
粗
鬆
症
予
防
に
適
切
な
行
動
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
お
り
，
こ
れ

ら
の
方
法
を
実
施
す
る
こ
と
は
，
ホ
ル
モ
ン
療
法
等
治
療
的
処
置
が
禁
忌
の
女
性
に
と
っ
て
良
い
代
替
手
段
と
な
り
得
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

B
et

an
cu

r 
A

, M
ed

ra
no

 I
, 

L
óp

ez
 V

, 
et

 a
l. （
20
21
）2
9）

18
9件
の
文
献

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 対
照
群
と
比
較
し
て
，
運
動
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
に
よ
り
，

SB
P（

M
D

 -
3.
43

 m
m

H
g，
95

%
 C

I，
-5

.1
6，
-1

.7
1，

P 
< 
0.
00
01
），

D
B

P（
M

D
，
-2

.2
5 

m
m

H
g，
95

%
 C

I，
-3

.4
0，
-1

.1
1，

P 
= 
0.
00
01
），

M
A

P（
M

D
，
-3

.4
8 

m
m

H
g，
95

%
 C

I，
-5

.8
4，
-1

.1
1，

P 
= 
0.
00
4）
の
臨
床
的
に
有
意
な
低
下
が
認
め
ら
れ
た
。

・
 有
酸
素
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
（

A
T
）
で
は
，

SB
P，

D
B

P，
M

A
P
に
有
意
な
低
下
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
（

P 
>0

.0
5）
。
複
合
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
（

C
T
）
で
は
，
よ
り
大
き
な
低
下

が
み
ら
れ
た
。

・
 運
動
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
で
は
，
65
歳
未
満
ま
た
は
65
歳
以
上
の
，
高
血
圧
前
症
ま
た
は
高
血
圧
の
閉
経
期
お
よ
び
閉
経
後
女
性
に
お
い
て
，

SB
P，

D
B

P，
M

A
P
が
わ
ず
か

な
が
ら
臨
床
的
意
義
の
あ
る
低
下
を
示
し
た
。

K
ha

la
fi 

M
, 

M
al

an
di

sh
 A

, 
R

os
en

kr
an

z 
S,

 
et

 a
l. （
20
21
）3
0）

32
件
の
文
献

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 有
酸
素
運
動
，
レ
ジ
ス
タ
ン
ス
運
動
，
複
合
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
は
，
対
照
群
と
比
較
し
て
，

IL
-
6
，

T
N

F-
α
，

C
R

P
を
有
意
に
低
下
さ
せ
た
（

p 
< 
0.
05
）
こ
と
が
示
唆
さ

れ
た
（

p 
<

 0
.0
5）
。
運
動
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
は
，
若
年
者
（
年
齢

<6
4歳
）
と
高
齢
者
（
年
齢

≥6
4歳
）
の
両
方
で
，

IL
-
6
，

T
N

F-
α
，

C
R

P
を
改
善
し
た
（

p 
< 
0.
05
）。

・
 こ
れ
ら
の
結
果
は
，
運
動
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
が
閉
経
後
女
性
の
炎
症
誘
発
マ
ー
カ
ー
を
減
ら
し
，
ア
デ
ィ
ポ
ネ
ク
チ
ン
を
増
加
さ
せ
る
効
果
的
な
介
入
で
あ
る
可
能
性
が
あ

る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。

W
itk

ow
sk

i S
, E

va
rd

 R
, 

R
ic

ks
on

 J
, 

et
 a

l. （
20
23
）3
1）

23
件
の
文
献

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 運
動
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
含
む
ラ
ン
ダ
ム
化
比
較
試
験
介
入
，
急
性
運
動
の
効
果
を
評
価
す
る
研
究
，
身
体
活
動
を
評
価
す
る
研
究
か
ら
入
手
可
能
な
デ
ー
タ
を
分
析
し
た

結
果
，
1
） 
中
程
度
の
運
動
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
は
ホ
ッ
ト
フ
ラ
ッ
シ
ュ
の
自
覚
症
状
を
減
ら
す
こ
と
が
で
き
る
，
2
） 
中
程
度
の
急
性
運
動
は
客
観
的
に
測
定
さ
れ
た
ホ
ッ
ト

フ
ラ
ッ
シ
ュ
お
よ
び
自
覚
症
状
の
あ
る
ホ
ッ
ト
フ
ラ
ッ
シ
ュ
を
減
ら
す
こ
と
が
で
き
る
，
3
） 
習
慣
的
な
身
体
活
動
を
行
う
こ
と
は
う
つ
病
の
女
性
に
お
け
る
ホ
ッ
ト
フ

ラ
ッ
シ
ュ
の
症
状
を
軽
減
す
る
方
法
で
あ
る
可
能
性
が
あ
る
，
と
い
う
こ
と
が
わ
か
っ
た
。

・
 ホ
ッ
ト
フ
ラ
ッ
シ
ュ
を
経
験
す
る
人
に
と
っ
て
，
中
程
度
の
身
体
活
動
を
定
期
的
に
行
う
こ
と
は
ホ
ッ
ト
フ
ラ
ッ
シ
ュ
を
減
ら
す
可
能
性
が
あ
る
。
習
慣
的
な
身
体
活
動

が
心
血
管
の
健
康
に
与
え
る
既
知
の
健
康
効
果
，
健
康
的
な
老
化
と
健
康
に
と
っ
て
の
そ
の
重
要
性
，
さ
ら
に
分
析
か
ら
の
結
論
を
考
慮
す
る
と
，
ホ
ッ
ト
フ
ラ
ッ
シ
ュ

を
経
験
す
る
中
年
女
性
に
は
定
期
的
な
中
程
度
の
運
動
の
利
点
に
つ
い
て
助
言
す
る
必
要
が
あ
る
。

W
al

sh
 G

, D
el

ex
tr

at
 A

, 
B

ib
be

y 
A

, 
et

 a
l. （
20
23
）3
2）

26
件
の
文
献

メ
タ
分
析

・
 本
レ
ビ
ュ
ー
は
，
閉
経
周
辺
期
お
よ
び
閉
経
後
早
期
の
女
性
に
お
け
る
バ
ラ
ン
ス
能
力
に
対
す
る
運
動
介
入
の
効
果
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
に
し
た
。

・
 レ
ジ
ス
タ
ン
ス
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
と
バ
ラ
ン
ス
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
両
方
で

 B
B

S 
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
が
向
上
し
，
レ
ジ
ス
タ
ン
ス
ト
レ
ー
ニ
ン
グ

 +
 有
酸
素
運
動

 +
 バ
ラ
ン
ス

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
組
み
合
わ
せ
で

 O
L

S 
が
向
上
し
た
。
バ
ラ
ン
ス
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
変
化
は
，
身
体
的
要
因
と
心
理
的
要
因
の
複
雑
な
相
互
作
用
の
結
果
で
あ
る
可
能

性
が
高
い
。

Z
ha

o 
M

, S
un

 M
, 

Z
ha

o 
R

, e
t a

l. （
20
23
）3
3）
12
件
の
文
献

メ
タ
分
析

・
 運
動
介
入
項
目
に
は
，
ヨ
ガ
，
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
，
フ
ィ
ッ
ト
ネ
ス
気
功
，
有
酸
素
運
動
が
含
ま
れ
て
い
た
。
メ
タ
分
析
で
は
，
運
動
は
更
年
期
周
辺
女
性
の
睡
眠
を
効
果

的
に
改
善
し
（

SM
D

 =
 -
0.
44
，
95

%
C

I（
-0

.6
6，
-0

.2
2）
，

P 
< 
0.
00
00
1）
，
更
年
期
周
辺
女
性
の
睡
眠
の
質
と
不
眠
症
の
症
状
に
有
意
な
効
果
が
あ
っ
た
こ
と
が
示
さ

れ
た
。

・
 サ
ブ
グ
ル
ー
プ
分
析
で
は
，
10
～
12
週
間
の
期
間
，
週
3
回
以
上
の
頻
度
，
1
回
あ
た
り
30
～
60
分
の
フ
ィ
ッ
ト
ネ
ス
気
功
が
睡
眠
の
改
善
に
最
も
効
果
的
で
あ
る
こ

と
が
示
さ
れ
た
。

表
2

　
レ

ビ
ュ

ー
論

文
の

文
献

レ
ビ

ュ
ー
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Si
m

m
on

s 
N

, R
ui

z 
M

, 
R

on
ca

 F
 （
20
24
）3
4）

14
件
の
文
献

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 hu
ら
は
，中
等
度
お
よ
び
高
活
動
グ
ル
ー
プ
で
は
，低
活
動
グ
ル
ー
プ
と
比
較
し
て
，家
庭
で
の
身
体
活
動
と
認
知
症
の
間
に
逆
相
関
関
係
が
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。

　
認
知
症
リ
ス
ク
の
有
意
な
低
減
に
は
余
暇
時
間
の
身
体
活
動
が
約

 1
0 

M
E

T
 時
間

/週
必
要
で
あ
っ
た
。

・
 閉
経
期
周
辺
の
身
体
活
動
を
促
進
す
る
こ
と
が
閉
経
後
の
認
知
機
能
低
下
の
リ
ス
ク
を
軽
減
す
る
重
要
な
ツ
ー
ル
と
し
て
機
能
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
た
。

K
ea

w
te

p 
P,

 
W

ic
ha

ya
nr

at
 W

, 
B

or
ip

un
ta

ku
l S

, 
et

 a
l. （
20
22
）3
5）

98
件
の
文
献

ナ
ラ
テ
ィ
ブ

レ
ビ
ュ
ー

・
 肥
満
，
特
に
更
年
期
障
害
の
あ
る
人
の
認
知
能
力
に
対
す
る
身
体
運
動
，
身
体
認
知
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
，
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
に
基
づ
く
介
入
の
効
果
と
，
こ
れ
ら
の
介
入
が
神

経
認
知
の
健
康
に
及
ぼ
す
潜
在
的
な
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
ま
と
め
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
。

・
 臨
床
的
に
は
，
身
体
運
動
と
身
体
認
知
機
能
を
組
み
合
わ
せ
た
運
動
は
，
閉
経
後
障
害
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
肥
満
者
の
認
知
機
能
を
維
持
ま
た
は
改
善
す
る
た
め
の
効

果
的
な
非
薬
理
学
的
ア
プ
ロ
ー
チ
と
見
な
す
こ
と
が
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
。

・
 身
体
運
動
と
身
体
認
知
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
が
生
理
的
お
よ
び
行
動
的
レ
ベ
ル
で
認
知
能
力
に
与
え
る
影
響
を
調
査
す
る
さ
ら
な
る
研
究
が
必
要
で
あ
る
。

H
yb

ho
lt 

M
 （
20
22
）3
6）

特
定
の
検
索
文
字
列
を
使
用
し
て

 9
 つ

の
電
子
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
と

 1
0 
の
主
要

ジ
ャ
ー
ナ
ル
を
検
索
し
た
。
25
か
国
67

件
の
研
究
を
代
表
す
る
査
読
済
み
論
文

80
件
が
含
ま
れ
た
。（
19
94
年
～
20
21
年
）

ス
コ
ー
ピ
ン

グ
レ
ビ
ュ
ー

・
 ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
や
ヨ
ガ
は
，
時
間
の
経
過
と
と
も
に
， 

B
M

I
の
低
下
が
な
く
て
も
，
身
体
的
自
尊
心
の
特
定
の
側
面
を
改
善
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

・
 更
年
期
移
行
期
に
あ
る
女
性
で
，
運
動
量
を
増
や
し
身
体
活
動
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
満
た
し
て
い
る
人
は
，
体
重
の
値
，
ほ
て
り
，
更
年
期
の
状
態
と
は
無
関
係
に
，
ス

ト
レ
ス
ス
コ
ア
が
低
い
こ
と
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
，
身
体
活
動
の
強
度
が
効
果
に
影
響
す
る
と
報
告
さ
れ
て
お
り
，
軽
度
ま
た
は
中
等
度
の
身
体
活
動
は
知
覚

ス
ト
レ
ス
に
有
意
な
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
の
に
対
し
，
週
に
十
分
な
激
し
い
運
動
を
す
る
と
最
初
の
数
年
間
は
知
覚
ス
ト
レ
ス
が
軽
減
さ
れ
る
も
の
の
，
長
期
的
に
は
必

ず
し
も
そ
う
で
は
な
い
。

R
od

ri
go

 C
, S

eb
ir

e 
E

, 
B

ha
tta

ch
ar

ya
 S

, 
et

 a
l. （
20
23
）4
1）

2
件
の
ラ
ン
ダ
ム
化
比
較
試
験
と
3
件

の
量
的
研
究

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 本
シ
ス
テ
マ
テ
ィ
ッ
ク
レ
ビ
ュ
ー
の
目
的
は
，
更
年
期
移
行
期
の
女
性
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
職
場
で
の
介
入
の
範
囲
と
有
効
性
を
説
明
し
，
将
来
の
介
入
に
関
す
る
推
奨
事

項
を
作
成
す
る
こ
と
で
あ
る
。

・
 働
く
女
性
の
更
年
期
障
害
の
症
状
を
緩
和
す
る
ラ
ー
ジ
ャ
ヨ
ガ
の
有
効
性
を
確
認
し
た
。
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
ヨ
ガ
や
そ
の
他
の
呼
吸
法
に
基
づ
く
エ
ク
サ
サ
イ
ズ

に
よ
る
心
身
療
法
介
入
で
は
，
更
年
期
障
害
の
症
状
と
睡
眠
に
同
様
の
改
善
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。

M
on

ey
 A

, 
M

ac
K

en
zi

e 
A

, 
N

or
m

an
 G

, 
et

 a
l. （
20
24
）4
3）

80
件
の
文
献

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 ヨ
ガ
と
，
軽
度
の
有
酸
素
運
動
の
両
方
が
更
年
期
障
害
の
症
状
に
効
果
が
あ
る
と
い
う
文
献
は
い
く
つ
か
あ
る
が
，
特
定
の
症
状
の
管
理
に
特
定
の
運
動
を
推
奨
す
る
に

は
エ
ビ
デ
ン
ス
が
不
十
分
で
あ
る
。

・
 運
動
が
一
般
的
な
健
康
に
与
え
る
効
果
は
十
分
に
検
討
さ
れ
て
お
り
，
有
酸
素
運
動
と
筋
力
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
両
方
が
一
般
的
に
推
奨
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
推
奨
事

項
は
，
女
性
の
個
人
的
な
好
み
と
相
ま
っ
て
，
現
在
，
運
動
の
選
択
と
臨
床
処
方
を
導
く
上
で
最
も
重
要
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

Sy
do

ra
 B

, T
ur

ne
r 

C
, 

M
al

le
y 

A
, 

et
 a

l. （
20
20
）4
4）

更
年
期
と
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
に
関
連
す
る

キ
ー
ワ
ー
ド
を
使
用
し
て
，
20
17
年
6

月
1
日
ま
で
に
公
開
さ
れ
た
論
文
を
生

物
医
学
お
よ
び
運
動
関
連
の
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
で
検
索
し
た
。
6
つ
の
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
か
ら
合
計
32
44
件
の
論
文
が
抽

出
さ
れ
，
除
外
基
準
を
適
応
し
た
96
件

の
論
文
を
採
用
し
た
。

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 更
年
期
障
害
お
よ
び
更
年
期
障
害
以
降
の
女
性
に
と
っ
て
健
康
維
持
の
選
択
肢
と
し
て
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
有
益
で
あ
る
可
能
性
が
示
さ
れ
た
。

・
 更
年
期
障
害
の
さ
ま
ざ
ま
な
段
階
に
お
け
る
典
型
的
な
更
年
期
障
害
症
状
に
特
に
重
点
を
置
い
た
女
性
向
け
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
治
療
的
価
値
を
確
立
す
る
た

め
に
，
さ
ら
な
る
研
究
が
推
奨
さ
れ
る
。

K
ni

gh
t M

, A
ne

kw
e 

C
, 

W
as

hi
ng

to
n 

K
, 

et
 a

l. （
20
21
）4
5）

Pu
bM

ed
を
介
し
て

M
E

D
L

IN
E
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
の
生
命
科
学
お
よ
び
生
物
医
学

ト
ピ
ッ
ク
に
関
す
る
記
事
を
検
索
し
た
。

20
00
年
～
20
20
年

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 Pu

bM
ed

 検
索
で
使
用
さ
れ
た
検
索
用
語
に
は
，
女
性
，
肥
満
，
更
年
期
，
老
化
，
中
年
女
性
，
代
謝
，
体
重
増
加
，
肥
満
の
治
療
，
減
量
，
肥
満
手
術
，
減
量
薬
，
食
事
，

身
体
活
動
，
行
動
修
正
な
ど
が
含
ま
れ
る
。

・
 有
酸
素
運
動
と
筋
力
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
両
方
を
含
む
身
体
活
動
も
，
体
重
維
持
に
必
要
で
あ
る
。

・
 運
動
療
法
を
検
討
す
る
際
に
は
，
患
者
の
好
み
，
ア
ク
セ
ス
の
問
題
，
身
体
的
制
限
が
重
要
な
考
慮
事
項
と
な
る
。
選
択
肢
と
し
て
は
，
水
中
エ
ア
ロ
ビ
ク
ス
，
ダ
ン
ス
，

レ
ジ
ス
タ
ン
ス
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
，
理
学
療
法
，
心
肺
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
，
非
運
動
活
動
熱
産
生
（

N
E

A
T
）
な
ど
が
あ
る
。

A
lS

w
ay

ie
d 

G
, G

uo
 H

, 
R

oo
ke

s 
T

, 
et

 a
l. （
20
22
）4
6）

12
件
の
文
献

シ
ス
テ
マ

テ
ィ
ッ
ク
レ

ビ
ュ
ー

・
 歩
数
カ
ウ
ン
ト
は
モ
バ
イ
ル
ア
プ
リ
や
活
動
量
計
で
最
も
好
ま
れ
る
機
能
で
あ
り
，
モ
バ
イ
ル
ア
プ
リ
や

W
A

T
の
他
の
高
度
な
機
能
は
ほ
と
ん
ど
使
用
さ
れ
て
い
な
か
っ

た
。

・
 中
年
女
性
は
，
忙
し
い
生
活
の
中
で
更
年
期
障
害
の
症
状
を
最
小
限
に
抑
え
る
た
め
に
，
目
標
設
定
と
毎
日
の
歩
数
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
可
能
に
す
る
身
体
活
動
ア
プ
リ
を

使
用
し
て
行
動
を
変
え
た
い
と
希
望
し
て
い
た
。

・
 身
体
活
動
ア
プ
リ
と

W
A

T
は
，
介
入
な
し
，
ま
た
は
モ
バ
イ
ル
技
術
要
素
の
な
い
従
来
の
歩
数
計
ベ
ー
ス
の
介
入
と
比
較
し
て
効
果
的
で
あ
る
傾
向
が
あ
る
。
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態変数，ならびに機能能力は 4  週間にわたって
安定していたと報告している22）。

　（ 2）動脈硬化について
　 〈動脈硬化〉に関する文献は， 2件であった。
Kobayashiらは，閉経後年齢の女性が有酸素運動
訓練を行えば，その実施頻度にかかわらず動脈硬
化予防に有益な効果が得られると報告してい
る23）。茂木らは，身体活動量の少ない閉経前女性
では体脂肪量，インスリン抵抗性，動脈壁硬化な
どの悪化が見られたが，身体活動が維持された閉
経後女性ではこの変化は見られなかったと報告し
ている。また，指導により行動変容を促すことは
体組成や身体機能の維持ばかりか動脈硬化の進行
予防にもつながることが示唆され，特に閉経前女
性への介入が必要と思われるとも報告してい
る24）。

　（ 3）骨量について 

　〈骨量〉に関する文献は， 3件であった。長谷
川らは，運動習慣と骨密度については，運動習慣
ありの群は骨密度測定値が有意に高値であったこ
とから，運動が骨密度を高める 1つの要因と考え
られると述べている。また，加齢による骨代謝と
骨密度の低下を予防するためには，痩せにならな
いよう適正体重の維持と運動習慣による適度なメ
カニカルストレス負荷の重要性が示唆されたとも
述べている25）。Faustoは，低強度のジャンプ運動
を長時間行うと股関節に効果的であること，ト
レーニングでは，腰椎，大腿骨頸部の骨量に改善
が見られたと報告している26）。Mohammadiらは，
運動と身体活動は，若年期の骨密度の増加と中年
期の骨量減少の予防のための非薬理学的介入とし
て推奨されていることを報告している。また，身
体活動や教育介入などの非薬理学的介入が更年期
女性の骨粗鬆症予防に適切な行動であると考えら

カテゴリー サブカテゴリー カテゴリーに関連した文献

生活習慣・運動習慣（ 8）

竹中加奈枝，酒井ひろ子（2022）a

宮下ルリ子，高知恵，飯田忠行，他（2021）a

巽夕起（2021）a

Hao S, Tan S, Li J, et al. （2022）a

García L, Alemany M, Jiménez N, et al. （2022）a

外村晴美， 酒井ひろ子（2020）a

Hulteen M, Marlatt L, Allerton D, et al. （2023）b

Fausto D, Martins J, Moratelli J, et al. （2023）b

身体面と運動（16）

筋肉量
早川庫輔，川崎翼（2023）a

Isenmann E, Kaluza D, Havers T, et al. （2023）a

Dias R, Penna E, Noronha A, et al. （2024）a

動脈硬化 Kobayashi R, Asaki K, Hashiguchi T, et al. （2022）a

茂木順子，河村孝彦，中山卓也，他（2019）a

骨量
長谷川秀隆，長谷川結香，松木秀明，他（2024）a 
Fausto D, Martins J, Machado A, et al. （2023）b，
Mohammadi A, Moghadam Z, Ghelichkhani F, et al. （2022）b

高血圧 Mohr M, Sjúrðarson T, Skoradal M, et al. （2024）a

Betancur A, Medrano I, López V, et al. （2021）b

炎症マーカー Khalafi M, Malandish A, Rosenkranz S, et al. （2021）b

ホットフラッシュ Witkowski S, Evard R, Rickson J, et al. （2023）b

バランス能力 Walsh G, Delextrat A, Bibbey A, et al. （2023）b

睡眠 Zhao M, Sun M, Zhao R, et al. （2023）b

認知機能 Simmons N, Ruiz M, Ronca F （2024）b

Keawtep P, Wichayanrat W, Boripuntakul S, et al. （2022）b

精神・社会面と運動（ 1） Maria Hybholt （2022）b

運動プログラム（10）

ストレッチ 甲斐裕子，永松俊哉，北畠義典，他（2020）a

Martínez M, Román F, Cádiz M, et al. （2022）a

ヨガ・瞑想

Dharitri S, Pranati N, Hrushikesh D （2021）a

Lu X, Liu L, Yuan R （2020）a

Rodrigo C, Sebire E, Bhattacharya S, et al. （2023）b

坪田明子，礒山あけみ（2020）a

Money A, MacKenzie A, Norman G, et al. （2024）b

エアロビクス・ダンス Knight M, Anekwe C, Washington K, et al. （2021）b

ウォーキング Knight M, Anekwe C, Washington K, et al. （2021）b 
Sydora B,Turner C,Malley A,et al. （2020）b

モバイルアプリの活用 AlSwayied G, Guo H, Rookes T, et al. （2022）b

［注］a量的研究　bレビュー論文

表 3 　更年期と運動や運動習慣に関する研究内容
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れており，これらの方法を実施することは，ホル
モン療法等治療的処置が禁忌の女性にとって良い
代替手段となり得ることが示されたとも報告して
いる27）。

　（ 4）高血圧について 

　〈高血圧〉に関する文献は， 2 件であった。
Mohrらは，定期的かつ一貫した多機能トレーニ
ングを実施した中年の高血圧女性は，閉経移行期
に血圧が改善し，心臓代謝の健康状態を示す一連
のマーカーが維持されたと報告している28）。
Betancurらは，運動トレーニングで，65歳未満ま
たは65歳以上の，高血圧前症または高血圧の閉経
期および閉経後女性において，わずかながら臨床
的意義のある血圧の低下を示したと報告してい
る29）。

　（ 5）炎症マーカーについて
　 〈炎症マーカー〉に関する文献は， 1件であっ
た。Khalafiらは，運動トレーニングが閉経後女
性の炎症誘発マーカーを減らし，アディポネクチ
ンを増加させる効果的な介入である可能性がある
ことを示唆していると報告している30）。

　（ 5）ホットフラッシュについて
　 〈ホットフラッシュ〉に関する文献は， 1件で
あった。Witkowskiらは，中程度の運動トレーニ
ングはホットフラッシュの自覚症状を減らすこと
ができ，習慣的な身体活動を行うことはうつ病の
女性におけるホットフラッシュの症状を軽減する
可能性があると報告している。加えて，ホットフ
ラッシュを経験する中年女性には定期的な中程度
の運動の利点について助言する必要があるとも述
べている31）。

　（ 6）バランス能力について 

　〈バランス能力〉に関する文献は，1件であった。
Walshらは，レジスタンストレーニングとバラン
ストレーニングの両方でパフォーマンスが向上し
たと報告している。特にバランスパフォーマンス
の変化は，身体的要因と心理的要因の複雑な相互
作用の結果である可能性が高いとも報告してい
る32）。

　（ 7）睡眠について 

　〈睡眠〉に関する文献は， 1件であった。Zhao

らは，運動は更年期周辺女性の睡眠を効果的に改
善し，更年期周辺女性の睡眠の質と不眠症の症状
に有意な効果があったことが示されたと報告して
いる33）。

　（ 8） 認知機能について
　〈認知機能〉に関する文献は， 2件であった。
Simmonsらは，閉経期周辺の身体活動を促進する
ことが閉経後の認知機能低下のリスクを軽減する
重要なツールとして機能する可能性があることが
示唆されたと報告している34）。Keawtepらは，身
体運動と身体認知トレーニングを組み合わせた運
動は，閉経後障害の有無にかかわらず肥満者の認
知機能を維持または改善するための効果的な非薬
理学的アプローチと見なすことができる可能性が
あると報告している35）。

3 ）【精神・社会面と運動】について
　本カテゴリーは更年期に関連した精神・社会面
と運動の関連についてカテゴリー化された。文献
は 1件であった。Hybholtは，更年期移行期にあ
る女性で，運動量を増やし身体活動のガイドライ
ンを満たしている人は，体重の値，ほてり，更年
期の状態とは無関係に，ストレススコアが低いと
述べている。さらに，身体活動の強度が効果に影
響すると報告されており，軽度または中等度の身
体活動は知覚ストレスに有意な影響を及ぼさない
のに対し，週に十分な激しい運動をすると最初の
数年間は知覚ストレスが軽減されるものの，長期
的には必ずしもそうではないとも報告されてい
る36）。

4 ） 【運動プログラム】について
　本カテゴリーは更年期における運動プログラム
についてカテゴリー化された。

　（ 1）ストレッチについて
　〈ストレッチ〉に関する文献は， 2件であった。
甲斐らは，就寝前の10分間のストレッチは日本の
中年女性における更年期症状および抑うつ症状を
低下させることが示唆されたと報告している37）。
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Martínezらは，ストレッチ運動介入群では対照群
と比較して，「体の痛み」の項目を除いて生活の
質が向上したと報告している38）。

　（ 2）ヨガ・瞑想について
　〈ヨガ・瞑想〉に関する文献は， 5件であった。
Dharitriらは，ヨガ介入群は，更年期特有のQOL（血
管運動性，心理社会性，身体症状）の有意な改善
が認められたと報告している。加えて， 1年間の
ヨガ活動は，更年期女性の全体的な QOLを改善
するための好ましい非ホルモン系，ライフスタイ
ル修正レジメンの一つになりうることが示された
とも報告している39）。Luらは，ヨガの運動と組
み合わせた情報サポートは，更年期女性のうつ病
や不安を軽減し，睡眠の質を改善し，更年期障害
の症状を軽減することができたと報告してい
る40）。Rodrigoらは，働く女性の更年期障害の症
状を緩和するラージャヨガの有効性を検討した。
ヨガやその他の呼吸法に基づくエクササイズによ
る心身療法介入では，更年期障害の症状と睡眠に
同様の改善が認められたと報告している41）。坪田
らは，更年期にある対象への健康教室を実施した。
教室終了 1ヵ月後の対処行動は，リラクゼーショ
ンの実施が最も肯定的な評価であったと報告して
いる42）。Moneyらは，ヨガと，軽度の有酸素運動
の両方が更年期障害の症状に効果があるという文
献はいくつかあるが，特定の症状の管理に特定の
運動を推奨するにはエビデンスが不十分であると
報告している43）。

　（ 3） ウォーキングとエアロビクス・ダンスに
ついて

　〈ウォーキング〉に関する文献は， 2件であっ
た44,45）。その内、〈ウォーキング〉に〈エアロビク
ス・ダンス〉を含む 1件が含まれていた。Knight

らは，有酸素運動と筋力トレーニングの両方を含
む身体活動も，体重維持に必要であること，運動
療法を検討する際には，対象の好み，アクセスの
問題，身体的制限が重要な考慮事項となると報告
している。トレーニングの選択肢としては，水中
エアロビクス，ダンス，レジスタンストレーニン
グ，理学療法等があると報告している45）。

　（ 4）モバイルアプリの活用について
　〈モバイルアプリの活用〉に関する文献は， 1
件であった。AlSwayiedらは，中年女性は，忙し
い生活の中で更年期障害の症状を最小限に抑える
ために，目標設定と毎日の歩数モニタリングを可
能にする身体活動アプリを使用して行動を変えた
いと希望していたと報告している。また，身体活
動アプリは，介入なし，またはモバイル技術要素
のない従来の歩数計ベースの介入と比較して効果
的であると報告している46）。

Ⅳ．考察

　更年期女性の身体運動に関する研究の動向を整
理した結果，【生活習慣・運動習慣】，【身体面と
運動】，【精神・社会面と運動】，【運動プログラム】，
の 4つのカテゴリーが生成された。本カテゴリー
を考察し，今後の研究課題について検討する。こ
れまでの先行研究における総合的な特徴と本文献
レビューで整理された 4つのカテゴリーの内容に
ついて考察し，今後の研究課題について検討する。

1 ．先行研究における総合的な特徴
　Keyword検索の結果，抽出された314件の中で， 
274件（重複文献 5件を含む）が除外対象となった。
このことは，Keywordとして用いた「更年期」，「身
体運動」および「menopause」「exercise」の内，
「menopause」には，更年期という意味の他に，閉
経・閉経後の意味も含んでいることが要因と考え
られる。そのため，日本における更年期と言われ
ている閉経前の 5年間と閉経後の 5年間とを併せ
た10年間の期間1）以外に，60歳代以降の女性を対
象者とした論文が多く含まれ，それらを除外する
こととなった。これにより，これまで注目されて
いた世代は向老期（60歳前後から65歳前後）やそ
れ以降の老年期の女性に向けての運動プログラム
の開発などが多く，改めて更年期の女性の健康と
運動について，着目した研究は少ない現状が明ら
かになった。

2 ．更年期女性の生活・運動習慣の現状
　本文献レビューにおいて，運動習慣を持つ更年
期女性や，生活習慣改善行動は更年期症状の軽減
に関連していることが示されていた。しかし，更
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年期の女性が，どのくらいどのような方法で運動
をすると，どのような効果があるかについては，
それぞれが報告した運動習慣について，強度，量，
頻度に関する十分なデータが不足していた。また，
着目した評価項目にもばらつきがあり，例えば運
動と睡眠のように調査が行われていることから，
同じ対象者の更年期症状に複合的にどのような関
連があったかなど詳細を示した研究は少なかっ
た。運動習慣については，特に有酸素運動につい
ての報告が多く，筋力の向上を期待できるレジス
タンス運動については，海外の研究において，閉
経期前後の女性が経験する更年期症状が改善した
と報告されていたが 1件のみであった21）。このこ
とから，運動習慣に取り入れる知識として，更年
期の女性にレジスタンス運動の知見や方法は広
がっておらず，新しい情報として知識を提供する
ためにも，効果の検証が必要であると考えた。更
年期女性は育児，家事，仕事，介護など多くの役
割を持つ世代と言える。役割が過多となり精神的
なストレスを抱えている女性への支援を厚生労働
省は求めている47）。しかし，多くの役割を持つ更
年期世代の女性が運動や生活習慣改善に取り組め
るのは限られた時間であると考えられる。有効に
時間を活用し，日常生活の中に取り入れることが
可能で効果的な運動プログラムを考案する必要が
あると考える。

3 ．�更年期女性の運動が身体面・精神面・社会面
に及ぼす影響

　更年期女性の運動が身体面・精神面・社会面に
なんらかの効果を示したことを検証した研究につ
いては，身体面として，重度の肥満は更年期症状
との関連があることが報告されており48），継続的
な運動は中高年期の肥満予防にも良い影響を与え
ることが期待できることは明らかであり，本レ
ビューにおいても，中程度のレジスタンス運動は，
閉経前中年女性の筋肉量の増加と脂肪量の減少に
つながると報告されていた。また，閉経後の女性
の筋肉量の増加には， 1週間に 2回以上のトレー
ニングや， 6 ～ 8 セット以上のトレーニングが
必要であるとも報告されていたが，更年期症状な
どとの関連はあきらかになっていなかった。また，
更年期を迎えた女性は，エストロゲンの減少に伴

い，骨粗鬆症が起こりやすくなることから49），運
動と骨密度の着眼した研究が複数みられ，更年期
女性の運動により骨密度の維持ができることが示
された。特にエストロゲン分泌低下が顕著となる，
45歳以降女性の筋肉量は大幅に減少すると報告さ
れており10），このことは今回対象者が高齢者で
あったため除外した，高齢女性のバランス能力と
下肢筋力に正の相関があったという報告にも影響
を及ぼしていることが推測された50）。我が国の65
歳以上の人の介護が必要になる原因について，特
に女性においては，認知症についで骨折・転倒が
2番目に多いと報告されている51）。このことから
も向老期・老年期を迎えてからの運動ではなく，
更年期から生活に運動を取り入れ，将来の骨折・
転倒予防のためにも下肢筋力を維持する必要性が
あると考える。そのほか，動脈硬化，高血圧，炎
症マーカー，ホットフラッシュ，睡眠，認知機能，
バランス能力に関する文献などが報告されていた
が各項目についての論文本数が少なく，全般的に
更年期の女性と運動についての効果の検証には十
分ではないことが分かった。
　精神・社会面における影響については，「更年
期うつ」の他にも，空の巣症候群，介護負担，更
年期の夫婦関係など，更年期を迎えた女性の社会
的背景も関係し，これらのストレスから閉経周辺
期の女性は，より高い率の抑うつ症状が発生する
可能性がある。抑うつの原因となるストレスを取
り除くことはできないが，身体運動によるリフ
レッシュが更年期女性のメンタルヘルスに良い影
響を及ぼす可能性が示された。抑うつの予防は更
年期女性のヘルスプロモーションに向けて重要な
視点であると考えられる。精神・社会面に着目し
た文献数が少なかった理由としては前述した通
り，精神面における更年期症状の治療は向精神薬
等の薬物療法が主であることが要因と考えられ
る。
　以上の結果より，運動が身体・精神・社会面に
良い影響を及ぼす可能性が見出せた。各更年期症
状に着目した文献はあったが，身体・精神・社会
面の複合的な症状に対して調査した文献はなかっ
た。これらのことから，運動介入における多側面
からの効果を評価する必要あることが示された。
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4 ．運動プログラムの検討
　本研究の文献レビューにおいて，運動プログラ
ムとして多く取り上げられていたのは，ヨガやス
トレッチなどの静的運動であった。更年期症状の
発生には，エストロゲンの低下が主たる要因であ
ることは広く認識されているが，自律神経系の不
調も重要な役割を果たすとされており，特に交感
神経と副交感神経のバランスが崩れることが，
ホットフラッシュや不安感，睡眠障害などの症状
を引き起こすと考えられている1）。この点におい
て，ヨガやストレッチがもたらすリラクゼーショ
ン効果は，精神的なストレスを軽減し，副交感神
経の活性化を促進するため，更年期症状の緩和に
有効である可能性が高いと考えられる。
　一方で，有酸素運動に着目した研究も多く，特
にダンスやエアロビクス，ウォーキングなどが更
年期症状に有効であることが複数の文献から示さ
れた。これらの運動は，心肺機能を改善し，血行
を促進することによって，全身の健康を支えると
ともに，疲労感や不安感を軽減する効果が期待で
きる52）。更年期女性は，ホルモンの変動による身
体的・精神的な変化に直面するため，心身の調和
を保つことが重要であることから，有酸素運動の
導入が，更年期症状の緩和に一定の効果があった
ことが分かった。更年期の女性に必要な運動プロ
グラムについて，有酸素運動と筋力トレーニング
の両方を含む身体活動も，体重維持に必要である
ことや運動療法を検討する際には，対象の好み，
アクセスの問題，身体的制限が重要な考慮事項と
なると報告されていたが，具体的に筋力の向上・
増加に着目した運動プログラムの開発は報告され
ていなかった。

5 ．�更年期女性の健康に対する身体運動に関する
研究の動向から見えた課題

　更年期女性における運動の効果については，身
体面・精神面にどのような効果をもたらしたのか
包括的に検討した文献は少ないのが現状であっ
た。特に，筋力トレーニングが更年期女性の身体
的および精神的な健康にどのように寄与するのか
について，さらなる研究が必要である。これまで
多く報告されていた有酸素運動では，心肺機能の
向上，脂肪燃焼，レジスタンス運動では，筋肉量

と筋力の維持または増加が期待できると言われて
おり，その運動の目的や効果には異なりがある。
筋力の向上は，更年期に伴う骨密度の低下を予防
することや腰痛予防，バランス感覚の維持・向上，
精神的ストレス耐性を高めること，抑うつ予防へ
の効果が示唆されており，身体的症状・精神的症
状が複合的に表れる更年期症状の緩和に同様な効
果があるのかを検証することが必要である。
　また，レビューにおいては海外論文も取り上げ
たが，更年期症状は人種や文化的背景によっても
異なるため53），特に日本における更年期女性に特
化した運動プログラムの開発が急務である。日本
において，更年期女性の多くは身体的な活動量が
少ないという現状がある54）。したがって，運動プ
ログラムは，生活習慣や社会文化に適応した内容
でなければならない。例えば，日本において，仕
事・家事・育児・介護など多重に担う更年期の女
性には，家庭で手軽にできる運動や，低負荷から
始められる運動が推奨されるべきであり，これら
を取り入れることで，より多くの更年期女性が運
動を継続しやすくなると考えらえる。
　更年期女性の健康に対する身体運動に関する研
究の動向から，更年期を迎えた女性の健康課題と
して，現状における身体的・精神的症状が複合的
に表れる更年期症状の緩和が期待できる運動プロ
グラムの開発が必須であることが分かった。同時
にこれから向老期・老年期を迎える前の段階とし
て健康の維持・増進ができるような運動プログラ
ムであることがのぞましい。また，厚生労働省は
更年期女性に対し， 3メッツ以上の強度の身体活
動を毎日60分行うことを推奨している55）。しかし，
実際には更年期女性の身体活動量は十分でなく，
この推奨を実現するためには，運動の習慣化を支
援するための取り組みが必要である。
　今後の研究においては，運動が身体面および精
神面に与える複合的な影響を明確にし，更年期女
性の健康に対する身体運動の効果を最大限に引き
出すための運動プログラムの開発を進めていくこ
とが必要である。特に，プログラム開発で重視す
べき点は，更年期女性が日常生活の中に運動を取
り入れやすい環境を整えることであり， 具体的に
は，時間，コスト，難易度，継続性について吟味
した取り組みやすい筋力トレーニングを開発する
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ことで，効果的な健康促進が期待できると同時に，
運動に対する精神的な障壁を低減させることがで
きる可能性がある。また，日本人女性の生活習慣
や文化的背景を考慮した運動プログラムの普及
は，更年期症状の改善に寄与し，生活の質の向上
に繋がる重要な要素であると考える。

Ⅴ．結論

1 ． 身体運動が身体・精神・社会面に良い影響を
及ぼす可能性が見出せた。各更年期症状に着
目した文献はあったが，身体・精神・社会面
の複合的な症状に対して調査した文献はな
かった。

2． 今後の研究においては，身体運動が身体・精
神・社会面に与える複合的な影響を明確にし，
それらの効果を最大限に引き出すための運動
プログラムの開発が重要である。

　なお，本研究に関して開示すべき利益相反関連
事項はない。
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要　　　　　旨

【目的】居宅介護支援事業所介護支援専門員の職務能力における自己評価の実態を明らかにすることを目的とした。

【方法】全国の居宅介護支援事業所から無作為抽出した₉₁₅事業所の介護支援専門員₂,₅₁₅名を対象に，無記名自記

式質問紙による横断調査を実施し，₇₀₈名（回収率₂₈.₂%）から返信された。介護支援専門員の自己評価チェック

リストは因子分析を行い，抽出された ₅因子（アセスメント・プランニング，多職種連携，信頼関係構築，ポジショ

ニング，合意形成）の平均得点を求め，属性による違いをノンパラメトリック検定で調べた。

【結果】自己評価は「合意形成」「多職種連携」で低く，経験年数が短いほど低かったが，社会福祉士や看護師資

格がある介護支援専門員では有意に高かった。

【考察】介護支援専門員の職務上の困難感や基礎資格の教育課程，経験により自己評価に差があり，介護支援専門

員への教育的支援の必要性が示唆された。

Key words：介護支援専門員，自己評価，自己評価チェックリスト，居宅介護支援事業所

Abstract

Objective: The purpose of this study was to clarify the actual state of self-evaluation of the work ability of care 

managers at home care support offices.

Methods: A cross-sectional survey using an anonymous self-administered questionnaire was conducted for each of 3 
care managers at 915 offices randomly selected from home care support offices nationwide, and 708 people 

（recovery rate 28.2%） responded. The self-evaluation checklist of care managers performs factor analysis to find the 

average score of the extracted 5 factors （assessment planning, multidisciplinary collaboration, trust building, 

positioning, consensus building）, and non-parametric differences by attribute.

Results: The self-evaluation was low for ［consensus building］ and ［multi-occupational collaboration］, and was 

lower for shorter years of experience, but was significantly higher for care managers with social welfare and nurse 

qualifications.

Discussion: There were differences in self-evaluation depending on the difficulties care managers felt in their work, 

the educational course for basic qualifications, and their experience, suggesting the need for educational support for 

care managers.
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Ⅰ．序論

　介護支援専門員は，保健・医療・福祉の多職種
や行政をはじめ，保険外サービス等と連携・協働
しながら要介護高齢者を支援するため，様々な価
値観に基づく期待を背負い₁），不安や困難を感じ
ながら業務を遂行している。ケアマネジメントの
場面での困難についての調査では，「困難」と感
じるケースがあると回答した介護支援専門員は
₉₈.₆%で，総担当ケース約₁₄%を占めており₂），
介護支援専門員は介護保険制度の説明・契約，利
用者の課題の明確化，ケアプラン作成，モニタリ
ング，利用者・家族との関係，サービスチームの
調整，利用者・家族の生活支援，社会資源の活用
などケアマネジメントの過程のほとんどで困難に
直面していた₃）。₂₀₁₇年に行われた調査₄）では，
介護支援専門員の ₄割が「自分の能力や資質に不
安がある」と報告されている。介護支援専門員の
業務遂行への自信のなさは「コミュニケーション
についての悩み」「ケアプランの作成についての
悩み」「制度の知識についての悩み」などと関連
しており，業務に自信のない介護支援専門員は，
自信をもつに十分な資質を備えていないと感じて
いる可能性が指摘されている₅）。これら多くの先
行研究から，介護支援専門員は自らの能力や資質
に自信がない者が多く，不安や困難感を抱えてい
ることが明らかにされており，低い自己効力感は
不安を生む₆）ことから，介護支援専門員は自己効
力感が低いのではないかと推測できる。
　自己効力感は，Banduraが提唱した社会的学習
理論において展開されてきた概念であり，ある状
況を変化させる手段を遂行することに対する自己
評価で，遂行できるという確信の程度と定義され，
環境を変化させる手段に対して，どれほど自信が
あるかを示したものである₇）。自己効力感は職業
上の興味や関心を発展，促進して，職業の遂行に
寄与し，自己効力感の高い者は，自分の能力をう
まく働かせて困難に立ち向かい，さらに一層努力
するようになる₈）。この自己効力感についてはい
くつかの研究がなされており，職種別では看護師
の離職問題を背景に看護師を対象とした研究が最

も多く，年齢や経験年数，人生経験の豊かさ等が
自己効力感が高い要因とされ，達成感を認識でき
るような目標設定や上司からの承認が自己効力感
を高める可能性があると示唆されている。
　介護支援専門員の自己評価については，困難感
に注目した調査が多く，介護支援専門員が職務能
力における「できる」という自己評価の実態につ
いては明らかになっていない。
　本研究の目的は，介護支援専門員が求められて
いる職務能力における自己評価の実態を自己肯定
感の側面に即して明らかにすることである。それ
により，介護支援専門員の職務の達成やさらなる
能力向上のための努力等の資質の向上のための一
助となることが期待される。

Ⅱ．方法

1 ． 研究デザイン：無記名自記式質問紙調査によ
る横断研究 

2 ． 調査対象：日本医師会の地域医療情報システ
ムに掲載されている居宅介護支援事業所を各
都道府県から無作為に₂₀事業所ずつ抽出した
₉₄₀事業所のうち，廃止や調査の受け取りを
拒否した₂₅事業所を除いた₉₁₅事業所の介護
支援専門員 ₃名以内としたが、事業所によっ
て ₁－ ₃ 名となった結果，計₂,₅₁₅名が対象
となった。

3 ． 調査方法：調査は₂₀₂₀年 ₁ 月から ₄月に実施
し，無記名自記式質問紙を用いた郵送法で
行った。なお，対象者の選定は各事業所管理
者に一任した。質問紙は，対象者本人が返信
用封筒に厳封し，調査期間中に郵送にて返送
することとした。 

4 ．調査内容：
　 ₁） 対象者の概要は性別，年齢，経験年数，勤

務形態，主任介護支援専門員資格の有無，
管理者か否か，保有資格，所属事業所の規
模，介護支援専門員の職務を遂行するにあ
たってのサポートの有無，主観的健康感（ ₄
段階）で尋ねた。

　 ₂） 介護支援専門員が一般的に求められている
能力の自己評価（以下，自己評価とする）は，
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井上が作成した介護支援専門員が一般的に
求められている能力の自己評価「介護支援
専門員自己評価チェックリスト」₉）を使用
した。「介護支援専門員自己評価チェック
リスト」は介護支援専門員が求められる職
務能力にはどんなものがあるか，現場の介
護支援専門員の声を集めたもので，井上が
制度の改正や現場実践のニーズに合わせて
項目を追加・修正し，研修の現場で活用さ
れてきた₅₀項目で，回答は「～できる」等
の肯定的な項目に対する自己評価で「 ₁点：
そうではない」，「 ₂点：あまりそうではな
い」，「 ₃点：ややそのとおり」，「 ₄点：そ
のとおり」の ₄件法で求め，得点が高いほ
ど自己評価が高いことを示す。「介護支援
専門員自己評価チェックリスト」の使用に
あたっては井上に研究の目的，分析方法に
ついて文書で説明し，使用について同意を
得ている。

5 ． 統計解析：属性，主観的健康感について記述
統計量を算出した。主観的健康感は「とても
健康」と「まあまあ健康」を健康群，「あま
り健康ではない」と「健康ではない」を健康
でない群とした。「介護支援専門員自己評価
チェックリスト」は構成要素を明らかにする
ため，探索的因子分析（プロマックス回転を
伴う一般化最小二乗法）を行い，最終的に各
因子の Cronbachα係数（内的一貫性）を算
出して因子数を確定し， ₅因子とした。介護
支援専門員の自己評価の実態については，探
索的因子分析で得られた ₅因子の平均得点
（因子項目の合計得点／項目数）を算出し，
属性による違いは，Mann-WhitneyU検定，
Kruskal-Wallis検定を用いて調べた。 統計学
的有意水準は ₅% とし，解析には SPSS 

Statistics Ver.₂₆を使用した。
6 ． 倫理的配慮：対象者には調査の目的及び方法，
参加は自由意思であること，参加の有無に
よって不利益を受けないこと，個人は特定さ
れないことを文書にて説明し，質問紙の返信
をもって同意とした。回答内容は数字や記号
で統計的な処理のみで行うため個人や事業所
が特定されない匿名性としたプライバシーの

遵守，厳重な回答データの保管と管理，研究
目的以外で利用しないことを明記した。また，
ヘルシンキ宣言（₁₉₆₄年）及びその後の改訂
に記載されている医学研究の倫理原則に従っ
て実施した。なお，本研究は岐阜医療科学大
学研究倫理委員会の承諾を得ている（承認番
号₂₀₁₉-₁₁,承認日₂₀₂₀.₁.₁₄）。

Ⅲ．結果

　₂,₅₁₅名中₇₀₈名（回収率₂₈.₂%）から回答が得
られた．そのうち回答に欠損値があった₁₅₅名を
除外し，有効回答数₅₅₃名（有効回答率₇₈.₁%）
を分析対象とした。
1 ．対象者の概要（表 ₁）
　₇₈.₁%が女性で平均年齢₄₉.₁±₉.₂₉歳，介護支
援専門員の平均経験年数は₈.₅±₅.₂₆年であった。
主任介護支援専門員の資格がある者は₄₇.₆%，管
理者は₃₇.₆%であった。保有資格は介護福祉士が
最も多く₆₈.₅%であった。主観的健康観は健康が
₈₈.₈%であった。
2 ． 介護支援専門員自己評価チェックリストの因
子分析結果（表 ₂）

　因子分析の結果，因子負荷量が₀.₄以上を採用
し，解釈可能な ₅因子₃₈項目が抽出された。因子
の名称は，第 ₁因子（₁₅項目）は，「収集した情
報を分析・統合し，置かれている問題状況を正確
につかめる」などの因子負荷量が高かったため【ア
セスメント】，第 ₂因子（ ₉項目）は，「幅広い領
域に密接な関係を築いている」などの因子負荷量
が高かったため【多職種連携】，第 ₃因子（ ₇項目）
は，「訴えを傾聴できる」などの因子負荷量が高
かったため【信頼関係構築】，第 ₄因子（ ₄項目）
は，「所属する組織の特性，能力を知っている」
などの因子負荷量が高かったため【ポジショニン
グ】，第 ₅因子（ ₃項目）は，「プレゼンテーショ
ン能力，説得力，合意形成がある」などの因子負
荷量が高かったため【合意形成】とした。介護支
援専門員の自己評価チェックリスト全体の
Cronbachのα係数は .₉₆，第 ₁ 因子は .₉₄，第 ₂
因子は .₉₀，第 ₃ 因子は .₉₁，第 ₄ 因子は .₇₅，第
₅ 因子は .₈₂であり，内的整合性による信頼性が
確認された。
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3 ． 各因子の平均得点，属性カテゴリー間の各因
子平均得点の比較の結果（表 ₃）

　介護支援専門員自己評価チェックリストの回答
は「～できる」の項目に対する自己評価で「 ₁点：
そうではない」～「 ₄点：そのとおり」の ₄件法
で求めているため，平均得点が ₃点未満が「でき
ない」という自己評価となる。【アセスメント】【多
職種連携】【合意形成】は平均得点が ₃未満であり，
介護支援専門員が「できない」と自己評価してい
る。【信頼関係構築】【ポジショニング】は平均得
点が ₃以上であり，介護支援専門員は「できる」
と自己評価している。平均得点は【合意形成】が
最も低く₂.₃₁，次いで【多職種連携】₂.₄₄であった。
　属性カテゴリー間の各因子平均得点の比較を
行った結果，経験年数が短いほど自己評価因子平

均得点が有意に低く，特に ₃年未満は ₅年以上群
と比較してすべての因子で平均得点が低かった。
看護師は【ポジショニング】以外のすべての因子
で，看護師の資格なしものより有意に平均得点が
高かった。社会福祉士は【多職種連携】【合意形成】
で社会福祉士の資格なしのものより有意に得点が
高かった。

Ⅳ．考察

　介護支援専門員が求められる職務能力₅₀項目の
「介護支援専門員の自己評価チェックリスト」を
探索的因子分析の結果得られた ₅因子は，岡本
ら₁₀）がクラスター分析によって提示したケアマネ
ジメント専門性の構造の ₅つのクラスター「基本
能力」「対象支援過程」「支援機能評価」「組織機

表 １ 　対象者の概要

人数 ％
性別

女性 ₄₃₂ ₇₈.₁
男性 ₁₂₁ ₂₁.₉

年齢
平均年齢（SD） ₄₉.₁ （₉.₂₉）
₃₉歳以下 ₉₂ ₁₆.₆
₄₀ ～ ₄₉歳 ₁₉₆ ₃₅.₄
₅₀ ～ ₅₉歳 ₁₈₆ ₃₃.₆
₆₀歳以上 ₇₉ ₁₄.₃

経験年数
平均経験年数（SD） ₈.₅ （₅.₂₆）
₃ 年未満 ₇₈ ₁₄.₁
₃ ～ ₅ 年未満 ₆₇ ₁₂.₁
₅ ～ ₇ 年未満 ₇₈ ₁₄.₁
₇ ～ ₁₀年未満 ₉₁ ₁₆.₅
₁₀年以上 ₂₃₉ ₄₃.₂

勤務形態
常勤 ₅₂₆ ₉₅.₁
非常勤 ₂₇ ₄.₉

主任介護支援専門員資格の有無
あり ₂₆₃ ₄₇.₆
なし ₂₉₀ ₅₂.₄

管理者
管理者 ₂₀₈ ₃₇.₆
管理者以外 ₃₄₅ ₆₂.₄

保有資格※
介護福祉士 ₃₇₉ ₆₈.₅
社会福祉士 ₈₅ ₁₅.₄
看護師（准看護師含む） ₅₀ ₉.₀
その他 ₃₉ ₇.₁

所属事業所の規模
₁人 ₅₅ ₉.₉
₂ 人以上 ₄₉₈ ₉₀.₁

介護支援専門員の職務遂行にするにあたってのサポート
あり ₄₅₆ ₈₂.₅
なし ₉₇ ₁₇.₅

主観的健康観
健康群 ₄₉₁ ₈₈.₈
健康でない群 ₆₂ ₁₁.₂

※ 複数回答を求めた保有資格については，複数回答を求めたが、複数もつ資格の中で看護師の
資格を持つものは看護師に分類し，次に社会福祉士の資格を持つものは社会福祉士に分類し，
さらに介護福祉士の資格を持つものは介護福祉士に分類し，それ以外をその他と分類した。

n＝ ₅₅₃
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表
2

　
介

護
支

援
専

門
員

自
己

評
価

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
の

因
子

分
析

結
果

因
子
名

項
目
構
成

第
₁
因
子

第
₂
因
子

第
₃
因
子

第
₄
因
子

第
₅
因
子

共
通
性

ア セ ス メ ン ト

収
集
し
た
情
報
を
分
析
・
統
合
し
、
置
か
れ
て
い
る
問
題
状
況
を
的
確
に
つ
か
め
る

₀.
₈₁

 
₀.
₆₉

ア
セ
ス
メ
ン
ト
過
程
で
行
っ
た
類
推
を
相
手
に
確
認
で
き
る
、
相
手
と
問
題
状
況
を
共
有
で
き
る

₀.
₇₆

 
₀.
₆₈

利
用
者
の
力
、
家
族
の
力
を
正
当
に
評
価
で
き
る

₀.
₇₄

 
₀.
₆₇

ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト
だ
け
に
頼
ら
ず
、
必
要
と
判
断
し
た
固
有
の
情
報
を
聴
取
で
き
る

₀.
₇₂

 
₀.
₆₇

適
切
に
選
択
肢
を
提
示
で
き
る

₀.
₇₁

 
₀.
₇₀

相
手
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
を

IC
F
の
枠
組
み
の
観
点
か
ら
ト
ー
タ
ル
に
理
解
で
き
る

₀.
₆₉

 
₀.
₅₅

複
数
の
情
報
を
つ
な
い
で
状
況
を
類
推
で
き
る

₀.
₆₅

 
₀.
₆₈

相
手
の
希
望
や
価
値
観
を
尊
重
し
、
強
み
を
引
き
出
し
た
り
、
発
見
で
き
る

₀.
₆₅

 
₀.
₆₅

意
欲
を
引
き
出
し
、
自
己
決
定
を
サ
ポ
ー
ト
で
き
る

₀.
₆₄

 
₀.
₆₉

予
防
や
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
視
点
を
も
っ
て
い
る

₀.
₅₉

 
₀.
₆₃

介
護
者
や
家
族
の
理
解
、
協
力
を
促
し
た
り
、
家
族
の
支
援
を
視
野
に
入
れ
た
計
画
が
作
成
で
き
る

₀.
₅₈

 
₀.
₆₁

将
来
起
こ
り
う
る
で
あ
ろ
う
事
態
を
予
測
で
き
る

₀.
₅₈

 
₀.
₆₀

基
本
情
報
を
確
実
に
収
集
で
き
る

₀.
₅₆

 
₀.
₅₁

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
視
点
に
立
っ
て
ニ
ー
ズ
を
捉
え
、
利
用
者
の
自
立
を
支
援
で
き
る
計
画
立
案
が
作
成
で
き
る

₀.
₅₄

 
₀.
₆₃

相
手
が
自
分
の
思
い
や
考
え
を
明
確
に
で
き
る
よ
う
に
サ
ポ
ー
ト
で
き
る

₀.
₄₆

 
₀.
₇₂

多 職 種 連 携

幅
広
い
領
域
に
密
接
な
関
係
を
築
い
て
い
る
（
事
業
所
、
医
療
機
関
、
行
政
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
） 

₀.
₇₂

 
₀.
₆₉

イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
支
援
や
資
源
を
計
画
に
導
入
、
活
用
で
き
る

₀.
₆₉

 
₀.
₆₈

介
護
保
険
以
外
の
制
度
や
施
策
に
精
通
し
、
活
用
で
き
る

₀.
₆₇

 
₀.
₆₆

緊
急
時
に
活
用
で
き
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
あ
る

₀.
₆₄

 
₀.
₆₂

正
確
な
社
会
資
源
情
報
を
豊
富
に
も
っ
て
い
る

₀.
₆₄

 
₀.
₆₁

個
別
の
問
題
を
地
域
の
問
題
と
し
て
問
題
提
起
で
き
る

₀.
₆₃

 
₀.
₅₈

他
機
関
の
良
さ
や
問
題
点
を
伝
え
ら
れ
る

₀.
₅₅

 
₀.
₅₅

他
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
や
機
関
と
連
携
プ
レ
ー
や
資
質
を
高
め
あ
う
関
係
を
作
れ
る

₀.
₄₉

 
₀.
₆₀

虐
待
、
認
知
症
独
居
等
の
問
題
ケ
ー
ス
に
適
切
に
対
処
で
き
る

₀.
₄₃

 
₀.
₅₈

信 頼 関 係 構 築

訴
え
を
傾
聴
で
き
る

₀.
₉₉

 
₀.
₈₁

思
い
を
受
け
と
め
、
共
感
で
き
る

₀.
₉₅

 
₀.
₇₇

く
つ
ろ
ぎ
、
安
心
で
き
る
雰
囲
気
が
つ
く
れ
る

₀.
₇₁

 
₀.
₇₅

相
手
に
合
わ
せ
た
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
と
れ
る

₀.
₅₈

 
₀.
₆₈

利
用
者
が
自
己
主
張
で
き
る
関
係
を
つ
く
れ
る

₀.
₅₃

 
₀.
₇₀

信
頼
関
係
を
早
期
に
築
き
、
維
持
で
き
る

₀.
₅₀

 
₀.
₇₅

各
人
個
人
の
生
活
や
価
値
観
を
理
解
で
き
る

₀.
₄₈

 
₀.
₆₈

ポ ジ シ ョ ニ ン グ

所
属
す
る
組
織
の
特
性
、
能
力
を
知
っ
て
い
る

₀.
₆₈

 
₀.
₆₃

自
分
の
能
力
（
の
限
界
）
を
知
っ
て
い
る

₀.
₆₀

 
₀.
₅₀

そ
れ
ぞ
れ
の
状
況
で
自
分
が
何
を
す
る
人
間
な
の
か
（
役
割
）
を
意
識
で
き
る

₀.
₅₆

 
₀.
₅₂

業
務
の
中
で
優
先
順
位
を
つ
け
ら
れ
る

₀.
₄₆

 
₀.
₅₄

合 意 形 成

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
能
力
、
説
得
力
、
交
渉
力
が
あ
る

₀.
₈₄

 
₀.
₇₈

代
弁
能
力
が
あ
る

₀.
₆₆

 
₀.
₇₄

チ
ー
ム
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
や
人
材
育
成
、
ス
ー
パ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
が
で
き
る

₀.
₅₃

 
₀.
₆₁

　
　
　
　
　
回
転
後
の
累
積
％

 
₄₁

.₈
₉ 

₄₇
.₆
₉ 

₅₀
.₉
₂ 

₅₃
.₅
₁ 

₅₅
.₈
₉

　
　
　
　
　
信
頼
性
係
数
α

 
₀.
₉₄

 
₀.
₉₀

 
₀.
₉₁

 
₀.
₇₅

 
₀.
₈₂

因
子
間
相
関
行
列

第
₁
因
子
　
ア
セ
ス
メ
ン
ト

―
第
₂
因
子
　
多
職
種
連
携

₀.
₆₅

 
―

第
₃
因
子
　
信
頼
関
係
構
築

₀.
₆₉

 
₀.
₄₀

 ―
第
₄
因
子
　
ポ
ジ
シ
ョ
ニ
ン
グ

₀.
₄₄

 
₀.
₄₂

 
₀.
₃₀

 ―
第
₅
因
子
　
合
意
形
成

₀.
₇₁

 
₀.
₅₃

 
₀.
₅₆

 
₀.
₂₉

 ―
全
体
の
信
頼
性
係
数
α
　
₀.
₉₆

n
＝

 ₅
₅₃
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表
3

　
各

因
子

の
平

均
得

点
、

属
性

カ
テ

ゴ
リ

ー
間

の
各

因
子

平
均

得
点

の
比

較

第
₁
因
子

【
ア
セ
ス
メ
ン
ト
】

第
₂
因
子

【
多
職
種
連
携
】

第
₃
因
子

【
信
頼
関
係
構
築
】

第
₄
因
子

【ポ
ジシ
ョニ
ング
】

第
₅
因
子

【
合
意
形
成
】

N
=
₅₅
₃ 
平
均
得
点
標
準
偏
差

p 
値

平
均
得
点
標
準
偏
差

p 
値

平
均
得
点
標
準
偏
差

p 
値

平
均
得
点
標
準
偏
差

p 
値

平
均
得
点
標
準
偏
差

p 
値

全
体

₅₅
₃ 

₂.
₅₄

 
₀.
₄₂

 
₂.
₄₃

 
₀.
₅₀

 
₃.
₀₉

 
₀.
₄₇

 
₃.
₁₀

 
₀.
₅₀

 
₂.
₃₁

 
₀.
₆₄

性
別
　

a
女
性

₄₃
₂

₂.
₅₆

₀.
₃₉

₀.
₀₂
₈

₂.
₄₅

₀.
₄₈

₀.
₁₅
₃

₃.
₁₃

₀.
₄₅

₀.
₀₀
₁

₃.
₁₁

₀.
₄₈

₀.
₂₄
₅

₂.
₃₀

₀.
₆₂

₀.
₃₁
₇

男
性

₁₂
₁

₂.
₄₇

₀.
₅₁

₂.
₃₈

₀.
₅₅

₂.
₉₇

₀.
₅₄

₃.
₀₄

₀.
₅₅

₂.
₃₅

₀.
₆₉

年
齢
　

b
₃₉
歳
以
下

₉₂
₂.
₄₃

₀.
₄₃

₀.
₀₀
₁

₂.
₃₀

₀.
₄₃

₀.
₀₀
₃

₂.
₉₅

₀.
₄₈

＜
₀.
₀₀
₁

₂.
₉₉

₀.
₅₁

＜
₀.
₀₀
₁

₂.
₁₂

₀.
₅₄

＜
₀.
₀₀
₁

₄₀
～
₄₉
歳

₁₉
₆

₂.
₅₀

₀.
₃₉

₂.
₄₀

₀.
₄₉

₃.
₀₄

₀.
₄₂

₃.
₀₀

₀.
₄₈

₂.
₂₅

₀.
₆₃

₅₀
～
₅₉
歳

₁₈
₆

₂.
₆₀

₀.
₄₃

₂.
₅₀

₀.
₅₃

₃.
₁₈

₀.
₄₉

₃.
₁₉

₀.
₅₂

₂.
₄₃

₀.
₆₆

₆₀
歳
以
上

₇₉
₂.
₆₃

₀.
₄₁

₂.
₅₄

₀.
₄₈

₃.
₂₀

₀.
₄₈

₃.
₂₅

₀.
₄₀

₂.
₃₈

₀.
₆₅

経
験
年
数
　

b
₃
年
未
満

₇₈
₂.
₂₈

₀.
₃₉

＜
₀.
₀₀
₁

₂.
₀₈

₀.
₄₅

＜
₀.
₀₀
₁

₂.
₉₁

₀.
₄₄

＜
₀.
₀₀
₁

₂.
₇₇

₀.
₄₉

＜
₀.
₀₀
₁

₁.
₉₅

₀.
₅₄

＜
₀.
₀₀
₁

₃
～
₅
年
未
満

₆₇
₂.
₄₃

₀.
₃₉

₂.
₂₈

₀.
₄₁

₃.
₀₄

₀.
₄₇

₂.
₉₀

₀.
₅₂

₂.
₁₄

₀.
₅₉

₅
～
₇
年
未
満

₇₈
₂.
₅₃

₀.
₃₉

₂.
₄₂

₀.
₄₀

₃.
₀₇

₀.
₄₇

₃.
₀₉

₀.
₄₂

₂.
₂₄

₀.
₅₃

₇
～
₁₀
年
未
満

₉₁
₂.
₆₁

₀.
₃₄

₂.
₅₂

₀.
₄₅

₃.
₀₇

₀.
₄₀

₃.
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能評価」「運営管理」比較すると，【アセスメント】
【合意形成】は「対象支援過程」，【多職種連携】
は「支援機能評価」，【信頼関係構築】は「基本能
力」，【ポジショニング】は「組織機能評価」「運
営管理」と内容的に重なる部分が多く共通性が認
められ，項目構成に大きな偏りはないと考えられ
る。
　介護支援専門員の求められる職務能力における
自己評価では，【合意形成】【多職種連携】が低かっ
た。介護支援専門員は利用者やその家族の希望及
び利用者についてのアセスメント結果に基づき介
護支援サービスの提供を行わなければならな
い₁₁）。そのため，提供される介護支援サービスに
利用者の思いや意見が尊重され利用者が納得する
だけでなく，介護支援専門員自身も専門職として
納得できるサービスの合意を目指し，合意形成を
重視した援助をしなければならない₁₂）。双方が受
け入れることができる諸条件を導き出し合意形成
するには，利害関係が生じている中で，合意点を
得るために対話，議論，取引などの交渉が必要で
ある₁₃）。しかし，介護支援専門員は利用者やサー
ビス関係者に対し，介護保険制度や自らの役割の
限界等を説明することやサービス関係者の合意形
成をしていくことに困難を感じているという報
告₃）がある。これらが，自己評価の【合意形成】
が低い理由と推測できる。また，多職種間でのお
互いの専門性や用語の理解の難しさ₁₄），社会資源
の把握不足₁₅），医療関係者との連携やインフォー
マルサービスの活用に苦手意識がある₁₆）といった
報告から，自己評価の【多職種連携】が低かった
ことが推測できる。
　介護支援専門員の求められる職務能力における
自己評価は，保有資格や経験年数で有意な差を認
めた。看護師で【ポジショニング】以外のすべて
の因子で，社会福祉士は【多職種連携】【合意形成】
で資格なしより有意に平均得点が高く，経験年数
が短いほど平均得点が有意に低く，特に ₃年未満
は ₅年以上群と比較してすべての因子で平均得点
が低かった。また，全体では【合意形成】が平均
得点が最も低くかった。この得られた結果につい
て考察する。
　介護支援専門員は保有資格によりそれぞれが異
なった教育課程を修了し，最低 ₅年の職場経験に

基づき業務を行っている。介護支援専門員におけ
る看護師，社会福祉士の資格保有群の【合意形成】
【多職種連携】が高かったことは，看護師はおよ
そ₂₀年前より多職種が連携し，患者を中心として
問題解決のために協働するチーム医療を意識した
教育が行われている₁₇）。社会福祉士は福祉サービ
スを提供する者，医師，保健医療サービスを提供
する者との連絡及び調整，援助を行うことを業と
している₁₈）専門職である。これらが，看護師，社
会福祉士の資格保有群で自己評価の【合意形成】
と【多職種連携】が高かった理由であると推測で
きる。
　経験年数が長い介護支援専門員が，すべての因
子で自己評価が高い理由としては，介護支援専門
員は居宅サービス計画作成において相談援助の経
験年数が長いほど達成度が高く₁₉），ケアマネジメ
ント業務の経験を蓄積することで職業的に熟達し
業務への困難感が軽減する₂₀）ため，自己評価が高
くなったと考えられる。なお，本研究の限界とし
て，調査対象が抽出した一部の居宅介護支援事業
所の介護支援専門員であり一般化には及んでいな
い。今後，調査対象を拡大していく必要がある。

Ⅴ．結論

　介護支援専門員の求められている職務能力にお
ける自己評価の実態として，介護保険制度の理念
である利用者主体を実現し，地域包括ケアの中核
としてケアマネジメントを適切に行うのに重要な
【合意形成】【多職種連携】の自己評価が低いこと
が明らかになった。介護支援専門員の質を向上さ
せるためには，【合意形成】【多職種連携】を身に
つける教育的支援が必要であることが示唆され
た。なお，本研究に関して開示すべき利益相反関
連事項はない。
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Abstract

Objective: This study explored the impact of short-term study abroad （SA） programmes on the motivation of 

Japanese students to learn and speak English, and focused on whether their experiences sustained their motivation 

over time. It examined overall trends and individual reasons for changes in motivation.

Methods: A mixed-methods approach was employed, using the Motivational Factors Questionnaire （Ryan, 2008, 
2009） and interviews. The questionnaires were administered before, immediately after, and 1 year post-SA to 33, 30, 
and 24 participants, respectively; interviews were conducted with five of the participants. 

Results: One-way ANOVA results showed a significant increase in willingness to communicate in Japanese （WTCJ） 
during SA, followed by a decline after 1 year. Interviews indicated that shared cultural identity during SA played a 

large role. However, changes in social contexts post-SA such as increased job-hunting focus and fewer authentic 

interactions with SA friends influenced the decline in WTCJ.

Discussion: This study highlights the influence of social and individual factors on language communication 

sustainability, showing that while SA temporarily boosts WTCJ, maintaining it long-term is challenging owing to 

evolving contexts.

Keywords: study abroad, motivation, Willingness to Communicate in Japanese （WTCJ） 

Department of Pharmacy, Faculty of Pharmacy, Gifu University of Medical Science

Asami NAKAYAMA

Exploring Willingness to Communicate in Japanese 
During and After Study Abroad Programmes

　研　究　

Ⅰ．INTRODUCTION

　Japanese society has experienced globalisation in a 

way that appears to blur the boundaries between 

nations. In response, Japan’s Ministry of Education, 

Culture, Sports, Science and Technology （MEXT） 
introduced various policies as part of its global strategy 

to promote the exchange of both human and material 

resources with other countries. One notable initiative 

was the “300,000 International Students Plan,” which 

aimed to attract 300,000 international students to Japan 

by 2020. MEXT also hoped this initiative would create 

a ripple effect, encouraging Japanese students to study 

abroad through interactions with international students, 

the internationalisation of universities, and the 

development of globally minded individuals. This, in 

turn ,  was  expected to  broaden internat ional 

understanding and knowledge, while fostering a cross-

border network of personal connections. By May 

2019 ,  t h e  t a rg e t  h a d  b e e n  s u r p a s s e d ,  w i t h 

approximately 310,000 international students studying 

in Japan1）.

　Additionally, the government provided financial 

support to Japanese students, offering scholarships for 

study abroad （SA） programmes to advance its 

internationalisation goals. The “Tobitate! （Leap for 

Tomorrow） Study Abroad Initiative”2） targets a wide 

range of students, including those in high school, 

vocational schools, university, and postgraduate levels. 

As a result of MEXT’s dedicated efforts, the number of 

Japanese students studying abroad steadily increased 

from 2009 until the outbreak of the COVID-19 
pandemic in 2019. According to the Organisation for 

Economic Co-operation and Development （OECD）3）, 

the total number of Japanese students studying abroad 

in 2018 rose from 105,301 to 115,146, compared with 
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the previous year.  The duration of stays was 

categorised as follows: 2,034 for more than 1 year, 

13,237 for 6 months to 1 year, 12,271 for 3 to 6 
months, 10,372 for 1 to 3 months, and 76,545 for less 

than 1 month. Notably, approximately 66 percent of 

these programmes were short-term （i.e., less than 1 
month）.  Desp i te  the  increase  in  shor t - t e rm 

programmes, the number of students undertaking long-

term SA remained almost unchanged in 2018, with a 

slight increase from 2,022 in 2017 to 2,034. This 

highlights a significant gap between the government’s 

vision of enhancing international competitiveness 

through long-term SA and the reality faced by 

Japanese students. Therefore, it raises the question of 

whether short-term SA can still achieve MEXT’s goals 

of improving international competitiveness.

　This study explores the effectiveness of short-term 

SA programmes in motivating Japanese students to 

learn and use English, and examines how such 

experiences might sustain their motivation over time. 

By analysing both overall trends and individual factors 

driving changes in motivation, this research assesses 

how short-term SA contributes to MEXT’s objectives 

of developing internationally competitive and globally 

minded individuals.

Ⅱ．METHODS

1 ．Research Design
　A mixed methodology was employed in this study, 

targeting students participating in short-term SA 

programmes in the UK. The participants, who were 

firs t- ,  second-,  and third-year s tudents  from 

departments such as Foreign Studies, Economics, and 

Commerce at a private university in the Tokai region 

of Central Japan, undertook SA programmes of 

approximately four weeks. Credits earned upon 

completing these programmes were transferable to 

their home university in Japan.

　Initially, a quantitative analysis was conducted using 

the Motivational Factors Questionnaire （MFQ）4,5） to 

examine the overall changes in participants’ motivation 

for learning English, including their willingness to 

communicate （WTC） in both English and Japanese. 

The quantitative results from the MFQs were collected 

at three key time points. Time 1: a few weeks before 

the SA course; Time 2: within 1 month after the 

course; and Time 3: 1 year after the course. The MFQ 

comprises 108 questions across 18 categories: Cultural 

Interest, Attitudes toward English, Instrumentality, 

International Contact, Interest in Foreign Languages, 

International Empathy, Fear of Assimilation, 

Ethnocentrism, Travel Orientation, English Anxiety, 

Attitudes toward Learning English, Milieu, Parental 

Encouragement, Ideal L2 Self （“L2”, or Language 2, 
refers to English）, L2 Self-Confidence, Intended 

Learning Effort, and Willingness to Communicate （in 

L1 and L2, where “L1” refers to Japanese）. Initially, 

negatively worded items were reverse-coded, and the 

average scores for each item-scale were calculated. 

Participants with missing data were excluded from the 

analysis  to  ensure  accuracy.  Ult imately,  the 

quantitative analysis included 33 participants at Time 

1, 30 participants at Time 2, and 24 participants at 

Time 3. Results from the three questionnaires, 

administered at different points in time, provided 

insights into when shifts in motivation and WTC 

occurred among participants. These temporal data are 

crucial for comprehensively understanding the 

processes of change, particularly when examining 

interview data at various stages of the students’ 
experiences. However, the quantitative approach only 

offers a general overview of significant motivational 

changes. To gain a deeper understanding of why these 

changes occurred during and after the SA programme, 

the interview data were subsequently analysed using a 

qualitative approach. This allowed for an exploration 

of the underlying reasons behind the motivational 

shifts.

Ⅲ．RESULTS

1 ．Quantitative results for three MFQs
　First, a one-way ANOVA was conducted to evaluate 

the differences in the MFQ scores across three time 

points: Time 1 （pre-course）, Time 2 （post-course）, 
and Time 3 （1 year after the course）. This analysis 

allowed us to examine changes in students’ willingness 
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to communicate in Japanese （WTCJ） over time as 

they progressed through and beyond the short-term 

study abroad （SA） programme. As a result, there was 

only one significant change in WTCJ （p = 0.016）. 
This meant that the null hypothesis, in which there is 

no statistical difference between groups, was rejected. 

This result showed that students participating in SA 

became more willing to communicate with others in 

Japanese during the course and continued to show 

willingness for at least 1 month after the course. 

However, their willingness to communicate with other 

people in Japanese diminished slightly 1 year after the 

course （see Table 1）.
　To identify the specific factors contributing to the 

observed changes, as only WTCJ yielded statistically 

significant results in the MFQ, an in-depth analysis of 

individual WTCJ questions was conducted. The results 

demonstrated that questions 24, 26, and 27 in WTCJ 

yielded low p-values of 0 .02 ,  0 .01 ,  and 0 .02 , 

respectively （see Table 2）. Participants showed a 

tendency to initiate communication with both a friend 

and friends in a small group, but they were more 

hesitant to engage in one-on-one conversations with 

acquaintances, especially while standing in line. This 

suggests a psychological barrier in their interactions 

with acquaintances compared with friends. Affective 

factors, such as language anxiety, have long been 

recognised as significant in Second Language 

Acquisition （SLA）. Previous studies6,7） highlight the 

negative impact of anxiety on language learning, and 

Matsuoka8） identifies apprehension as a key factor that 

reduces Japanese university students’ WTC in English. 

However, in this study, participants’ WTC increased 

only in the mother tongue （Japanese） during the SA 

period and decreased afterward, with no significant 

change observed in their WTC in English. Further 

analysis of motivational perspectives, communication, 

and social interactions through interviews may shed 

more light on these changes in WTCJ （see Table 2）. 

Ⅳ . DISCUSSION

　The results showed fluctuations in participants’ 
WTC, especially in Japanese, during the SA period. 

While WTCJ increased during SA, it declined after 

returning to Japan, with no significant changes in 

WTC in English. To explore these changes, qualitative 

interviews were analysed. The resulting data indicated 

that motivational perspectives, communication 

patterns, and social interactions contributed to these 

shifts. Comparisons between interactions with 

Japanese and international students highlighted how 

social dynamics abroad and post-SA conditions 

influenced the decline in WTCJ. This qualitative 

analysis complements the quantitative data, and 

ANOVA
Sum of Squares df Mean Square F Sig. （p value）

Cultural Interest Between Groups 2.84 2 1.42 1.99 0.14
Attitudes Towards L2 Community Between Groups 1.47 2 0.73 1.33 0.27
Instrumentality Between Groups 0.35 2 0.17 0.30 0.75
International Contact Between Groups 2.06 2 1.03 1.73 0.18
Interest in Foreign languages Between Groups 0.46 2 0.23 0.41 0.67
International Empathy Between Groups 0.56 2 0.28 0.38 0.69
Fear of Assimilation Between Groups 0.01 2 0 0.01 0.99
Ethnocentrism Between Groups 0.67 2 0.33 0.50 0.61
Travel Orientation Between Groups 2.03 2 1.01 1.63 0.20
English Anxiety Between Groups 1.95 2 0.97 1.10 0.34
Attitudes to Learning English Between Groups 0.45 2 0.22 0.30 0.74
Milieu Between Groups 1.51 2 0.76 1.83 0.17
Parental Encouragement Between Groups 2.31 2 1.15 1.19 0.31
Ideal L2 Self Between Groups 1.09 2 0.55 0.64 0.53
L2 Self-Confidence Between Groups 0.05 2 0.02 0.04 0.97
Intended Learning Effort Between Groups 1.20 2 0.60 0.70 0.50
WTC in Japanese Between Groups 7.20 2 3.6 4.35 0.016*
WTC in English Between Groups 1.51 2. 0.75 1.21 0.30

Table 1 ：�Results of a one-way ANOVA on MFQ comparing the means of three groups: pre-course, post-course, and one year after 
the course.
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provides a deeper understanding of WTC in both 

Japanese and English. Due to space limitations, the 

complete 

1 ．Japanese community during SA
　During the SA programme, participants appeared to 

form stronger bonds with fellow Japanese students 

than with international peers. This observation aligns 

with Ootsuka’s9） findings, which suggest that students 

tend to interact with others who share their native 

language, regardless of their English proficiency, as 

measured by the Test of English for International 

Communication （TOEIC）. 
　In a post-SA interview, one participant, Miki 

（Anonymous）, reflected on her experiences, stating 

that the most enjoyable aspect of SA was going to 

pubs and bars with other Japanese students, where they 

socialised and engaged in extensive conversations. 

While she indicated that she had made friends with 

non-Japanese students, she clearly distinguished 

between two groups: her Japanese friends, with whom 

she socialised frequently, and her international friends, 

with whom she did not spend time outside of academic 

settings. Her preference for socialising with her 

Japanese peers may have been influenced by the ease 

of communication in her native language, which 

facilitated open and comfortable conversations. The 

shared cultural identity and linguistic familiarity 

contributed to a sense of solidarity among the Japanese 

students, whereas the language and cultural barriers 

with non-Japanese peers may have created a level of 

discomfort that discouraged further social interaction 

outside the classroom.

　This example illustrates how language and cultural 

barriers can shape social interactions during SA, 

making it easier for students to connect with those who 

share a common background, while potentially 

hindering engagement with individuals from different 

cultural and linguistic backgrounds.

2 ．Interaction with Qatari students
　The cohort of Japanese students who participated in 

this study were in a class that consisted of a small 

number of Thai students and a majority of Qatari 

students. During the SA programme, many Japanese 

participants reported a sense of discomfort when 

interacting with their Qatari classmates, primarily 

because of cultural and behavioural differences. 

Japanese students, such as Hiroko （Anonymous）, 
expressed frustration with the assertive and seemingly 

undisciplined behaviour of the Qatari students, who 

frequently arrived late to class and responded to 

questions without adhering to the expected classroom 

protocols. This behaviour contrasted sharply with the 

punctuality and rule-following typical of the Japanese 

students, thereby reinforcing a stronger sense of unity 

within the Japanese group. Her response underscores a 

cultural clash, wherein the Qatari students’ direct and 

self-assured communication style, common in Arabic 

low-context cultures, conflicted with the more indirect 

One-way ANOVA
Sum of Squares df Mean Square F Sig.

Q20 Between Groups 1.59 2 0.8 0.49 0.62
Q21 Between Groups 10.08 2 5.04 2.85 0.06
Q22 Between Groups 3.39 2 1.69 1.25 0.29
Q23 Between Groups 1.52 2 0.76 0.61 0.54
Q24 Between Groups 17.15 2 8.57 4.08 0.02
Q25 Between Groups 7.31 2 3.65 2.36 0.1
Q26 Between Groups 16.48 2 8.24 4.9 0.01
Q27 Between Groups 15.24 2 7.62 4.1 0.02

Note: Questions in Willingness To Communicate in Japanese （WTCJ）.

How likely would you be to initiate communication in Japanese in the following situations?

 

20. Making a presentation in front of a large group.

21. Talking with an acquaintance while standing in line.

22. Talking with a salesperson in a store.

23. Talking in a small group of strangers.

24. Talking with a friend while standing in line.

25. Talking with a stranger while standing in line.

26. Talking in a small group of acquaintances.

27. Talking in a small group of friends.

Table 2 : Analysis of WTCJ Questions and Contributing Factors
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and  con tex t - sens i t ive  communica t ion  s ty le 

characteristic of Japanese high-context culture. These 

cultural differences contributed to a clear division 

between the two groups, impeding the formation of 

relationships between the Japanese and Qatari 

students.

　Abdelhameed10） highlights the distinction between 

Japanese and Arabic cultures through a comparative 

study of rejection from the perspectives of politeness 

and consideration. His findings indicate that Japanese 

culture, as a high-context society, relies on the 

addressee’s ability to infer implicit information, with 

rejection often conveyed euphemistically. In contrast, 

Arabic culture, classified as low-context, favours a 

more persuasive style of communication, with direct 

expressions of rejection. These cultural differences 

likely contributed to the perception of the Qatari 

students as offensive from Hiroko’s perspective. The 

experience exemplifies how cultural values shape 

behaviour in academic settings, creating barriers in 

cross-cultural interactions during SA programmes.

3 ．Environmental changes
　Upon returning to Japan from their SA programmes, 

participants resumed their everyday lives; however, 

the change in environment affected their relationships 

with  fe l low Japanese SA members .  As each 

participant’s circumstances and daily priorities shifted, 

their perspectives towards their peers, shaped during 

the SA, also transformed. These altered viewpoints 

were influenced by the different experiences and 

adjustments encountered in the post-SA environment. 

Social re-entry challenges, including adjusting to new 

roles and environments, can strain relationships 

formed abroad. These factors are often highlighted in 

discussions about reverse culture shock, where 

students may feel disconnected from those who do not 

share their post-SA changes in priorities or lifestyle11）. 

Moreover, studies show that while SA programmes 

can create strong bonds during the experience, these 

relationships may weaken upon re-entry as students 

face different realities back at home12）. The divergence 

in life paths and a lack of shared experiences after 

returning home are common reasons why these 

connections fade over time. A participant, Natsue 

（Anonymous）, who was a third-year student during 

her SA, noted that while she initially kept in touch 

with other participants and went out with them, the 

connection faded over time. She attributed this to 

differences in lifestyles, as invitations from other 

students often occurred late at night, which no longer 

fit her schedule once she became focused on job 

hunting. This shift in priorities, along with the fact that 

most other participants were first- or second-year 

students, led to a natural distancing. This change in 

personal circumstances over time contributed to the 

decrease in communication among the Japanese SA 

members, which helps explain the reduction in their 

WTCJ after returning home. The evolving social 

dynamics and individual priorities after SA provide 

insights into the broader trends observed in the 

quantitative data.

Ⅴ . CONCLUSION

　This study examined the impact of short-term SA 

programmes on Japanese learners of English and 

whether these experiences sustain motivation for 

learning and speaking English over time. Quantitative 

results showed a significant increase in WTCJ during 

the SA period, followed by a decline 1 year later. 

Qualitative interviews indicated that shared cultural 

identity among Japanese participants fostered group 

cohesion during SA, temporarily boosting WTCJ. 

However, upon returning to Japan, shifting social and 

academic priorities such as job hunting reduced this 

sense of unity and social interaction. Individual factors 

like language ability and personal preferences also 

influenced communication behaviour. The study 

highlights the challenges in maintaining long-term 

motivation for WTCJ post-SA and underscores the 

need to consider both social and individual factors 

when evaluating the short-term effectiveness of SA 

programmes. While SA boosts WTCJ temporarily, 

sustaining this improvement after returning to Japan 

proves difficult as students shift their focus to other 

priorities. These insights are essential for assessing 
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whether short-term SA programmes, as advocated by 

the Japanese government, contribute meaningfully to 

international competitiveness and long-term motivation 

to communicate in English, particularly given the 

disparity between governmental objectives for 

internationalisation and the actual experiences of 

students after participating in short-term SA 

programmes.
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要　　　　　旨

【目的】放射線治療において，マルチリーフコリメータ（MLC）を固定して二次コリメータ（Jaw）を変化した際，

MLCと Jawの静止位置の差（Offset値）の違いによる線量の変化を検討すること，また，実測値と治療計画装置

の計算値の一致度を検討することを目的とした。

【方法】高エネルギー X線を用いて，Offset値を左右方向と頭尾方向でそれぞれ変化させたときの水中10 cm深に

おける吸収線量を測定し，実測値と同条件の TPS計算値を比較し解析した。

【結果】Jaw静止位置を左右方向固定，頭尾方向固定の場合で Offset値の変化に対する傾向では線量に有意差が見

られ，実測値と TPS計算値の比較では 6  MVの頭尾方向の変化時に最大で0.35％のずれ量となった。

【考察】Offsetの方向によりMLC透過線量の機序が異なるため，方向に合わせた値が必要である。実測値と TPS

計算値はほぼ一致していたが，MLC透過線量は存在するため Offset値は小さい方が良く，MLCの leaf endの形状

を考慮すると左右方向に 8  mm，頭尾方向に 2  mmの Offset値が最適であると考える。

Key words：Offset値 , MLC transmission, leaf end transmission

Abstract

Objective: This study aimed to examine the trend in dose and the alignment between the measured and calculated values from 

the treatment planning system (TPS) due to the difference in the distance of the MLC leaf end and Jaw tip (Offset value) when 

the multileaf collimator (MLC) is fixed and secondary collimator (Jaw) is altered in radiation therapy.

Methods: High-energy X-rays measured the absorbed dose at 10 cm in water, adjusting the Offset in both left-right and 

cranial-caudal directions respectively. These results were then, compared with the measured and TPS-calculated values, 

maintaining the same conditions as the measured ones.

Results: Noticeable differences emerged in the trend of changes absorbed dose when the Jaw Offset value fixed respectively 

in both the left-right and cranial-caudal directions. A comparison between the measured and TPS calculated values indicated 

that the maximum deviation was 0.35% in the cranial-caudal direction changes for 6  MV.

Discussion: We believe the required values must be adjusted according to the direction because the MLC transmitted dose 

varies with the Offset direction. While the measured values and TPS calculations were nearly aligned, a smaller Offset value 

is preferable due to the impact of the MLC-transmitted dose. Considering the shape of the MLC leaf end, an optimal Offset 

Yuna TAKAGI, Tomohiro SHIMOZATO, Hiyori KOJIMA, Yuki TAKIMOTO

Department of Radiological Technology, Gifu University of Medical Science

Effects of different multileaf collimator and secondary collimator static positions 
on absorbed dose

岐阜医療科学大学保健科学部放射線技術学科

髙木佑菜，下郷智弘，小島久和，滝本侑希

マルチリーフコリメータと二次コリメータ静止位置の違いが
吸収線量に与える影響

　研　究　
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Ⅰ．序論

　近年多くの施設で実施されている強度変調放射
線治療（intensity modulated radiation therapy:IMRT）
や定位放射線治療（stereotactic radiotherapy:SRT）
などの高精度放射線治療ではマルチリーフコリ
メータ（multi leaf collimator:MLC）が不可欠であ
る。最近では，固定多門照射を行う IMRTから回
転照射に応用した照射技術である回転型強度変調
放 射 線 治 療（volumetric-modulated arc therapy：
VMAT）への置換が急速に進んでいる1）。VMAT

では，照射中にMLCの動きやガントリ回転速度，
線量率を変化させることで複雑な照射野の形成に
加えて短時間での治療が可能である。MLC 

transmissionおよび円弧状の leaf endからの透過に
ついて，静的 MLC（Static MLC:SMLC）のよう
に照射野境界付近または外側だけでなく，VMAT

のような動的MLC（Dynamic MLC:DMLC）での
治療においては，標的全体の線量に寄与するため
DMLCでの治療の方が問題となることが報告さ
れている2）。Varian Medical Systems社のリニアッ
クでは，MLC上流側の二次コリメータ（Jaw）で
MLC付近に照射野を形成して MLCの構造によ
り発生する透過線量の低減に寄与している。近年
では照射中，MLCの開口状態に Jawを追従させ
る Jaw trackingに関する検討で高精度放射線治療
への有用性が報告されている3, 4 ）。MLCの透過線
量 に は MLC transmission（intraleaf transmission, 

interleaf transmission）と leaf end transmissionがあ
り，両者では透過線量に違いが生じることが報告
されている2）。過去に本学の研究においてMLC

と Jawの位置関係により発生しうる透過線量に
ついて検討したことがあるが，left-right（cross）
方向と cranial-caudal（in）方向を同時に Offsetさ
せていたため，Jawの動作方向による違いが考慮
されていなかった。
　本研究の目的は，Varian Medical Systems社の
リニアックから出力される高エネルギー X線を
用いて cross方向と in方向でそれぞれ Offset値を

変化させたときの線量の変化を検討することであ
る。また，この線量が治療計画装置（treatment 

planning system:TPS）による計算値と一致する最
適な Offset値を検討することである。

Ⅱ．方法

1 ．電離箱によるMLC透過線量の測定：
　図 1には Varian Medical Systems社のリニアッ
クのヘッド内部の Jaw部分のビームズアイビュー
を示しており，矢印で記載したMLC先端と Jaw

先端部分の距離が Offset値である。電離箱 CC13
（Iba Dosimetry）を用いた実際の測定時の幾何学
的配置を図 2に示す。ファントム制御ソフトであ
る myQA Accept Ver.8.3で制御される三次元水
ファントム Blue Phantom SMARTSCAN（Iba 

Dosimetry）の10 cm深に CC13の幾何学的中心を
合わせた。リニアックは TrueBeam Ver.2.7（Varian 

Medical Systems）を使用し， 6  MVおよび10 MV

の 2 つの高エネルギー X 線100 MU（600 MU/

min）を用いた。測定値は，電位計 RAMTEC Duo 

2ch（Toyo Medic）により読みとった。今回使用
した TrueBeamに搭載されているのは，120MLC

という名称のMLCである。
　今回は Offset値の違いによるMLC透過線量の
変化を評価するために，MLCを固定して Jawを
動かした。また，Jawは cross方向と in方向の 2
層構造となっておりコリメータ反転効果の影響を
低減するためMLC照射野は10 cm×10 cmとし
た。測定の際は，cross方向，in方向での Offset

値の違いによる透過線量への影響を評価するため
に，cross方向，in方向いずれかの Jawの Offset

値を変化させたときはもう一方の Jawは固定と
した。表 1に示すように，今回は，各エネルギー
において 0， 1， 2， 3， 4， 5， 6， 8，10，
20，30，50，100 mmと Jawの Offset値を13段階
に変化させ，cross方向，in方向それぞれについ
て Jawを Offsetさせたときの電離量 [nC]を測定
した。測定はそれぞれ 3回行い，平均値を実測に
よる電離量とした。

value is 8  mm in the left-right direction and 2  mm in the cranial-caudal direction.

Key words：Offset value, MLC transmission, leaf end transmission
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　13段階の Offset値のうち， 8  mm（cross方向）
および 2  mm（in方向）は TPSの optimize Jaw 

position の default値である。今回は default値であ
る Offset値を基準として各 Offset値における電離
量を正規化し，それぞれの Offset値における相対
透過線量を算出した。ここでは透過線量という言
葉を用いているが， 8  mmまたは 2  mmの Offset

値としたときの電離量 [nC]で正規化することに
より測定値である電離量 [nC]に吸収線量の算出
の際にかかる ks，kpol，kelec，kQ，NDWを打ち消す
ことができるためである。これより，正規化によ
り算出された相対透過線量を実測値と呼ぶことに
する。

2 ．�治療計画装置（TPS）によるMLC透過線量
の計算：

　次に，表 1のように治療計画装置 Eclipse Ver.16
（Varian Medical Systems）を用いてⅡ - 1 ．と同
様の測定条件下で，実測値との一致度評価のため
透過線量の計算を行った。算出された透過線量は
Ⅱ - 1 ．と同様に，cross方向では 8  mm，in方向
では 2  mmの Offset値を基準として各 Offset値
における透過線量の正規化を行った。これより，
正規化により算出された透過線量の計算値を TPS

計算値と呼ぶことにする。
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図 1 リニアック上流側から見たコリメータの配置
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図 2 測定時の幾何学的配置

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SSD＝90 cm 

10 cm 

MLC MLC 

in 
source 

CC13 

三次元水ファントム  

エネルギー［MV］ 算出方法 Offset値［mm］
cross in cross in

6 ，10 実測値および TPS計算値

0 2 8 0
1 2 8 1
2 2 8 2
3 2 8 3
4 2 8 4
5 2 8 5
6 2 8 6
8 2 8 8
10 2 8 10
20 2 8 20
30 2 8 30
50 2 8 50
100 2 8 100

表 1 　測定条件

図 1 　リニアック上流側から見たコリメータの配置 図 2 　測定時の幾何学的配置
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3 ．�Jaw の動作方向の違いによるMLC透過線量
の比較：

　 6，10 MVそれぞれについて，実測値による
cross方向と in方向でのMLC透過線量の比較の
ために，Excel（Microsoft Co.）にてグラフを作成
し，EZR（Ver.1.68）5）にて統計学的解析を行った。
いずれのエネルギーにおいても Offset値 0 -10 
mmあたりで in方向固定，cross方向固定の場合
ではともに測定値のばらつきが見られたため，
0 -10 mmまで多項式近似を適用した。そのため，
0 -10 mmについては多項式近似適用後の実測値
を計算し，13点の Offset値における実測値の正規
化を再度行い，これを近似後の実測値とした。
　統計学的解析について，Jawの Offset値を
cross方向と in方向でそれぞれ個別に変化させた
ときのMLC透過線量の変化傾向について有意差
判定を行った6）。 6  MVについて，cross方向の
変化では Shapiro-Wilkの検定で有意差なし（正規
性），Q-Qプロットで直線性と判定された。一方
で，in方向の変化では Shapiro-Wilkの検定で有意
差あり（非正規性），Q-Qプロットで非直線性と
判定され， 2群間のうち一方で非正規性が確認さ
れたため，Mann-Whitneyの U検定を採用した。
10 MV に つ い て は，cross 方 向 と in 方 向 で
Shapiro-Wilkの検定で有意差なし（正規性），
Q-Qプロットで直線性と判定されたためWelch

の t検定を用いた。いずれも有意水準は0.05とし
た。

4 ．�実測値と TPS 計算値でのMLC 透過線量の
比較：

　 6，10 MVそれぞれについて，近似後の実測
値と TPS計算値の比較のために Excelにてグラフ
を作成し，EZRを用いて統計学的解析を行った。
TPS計算値についても実測値同様に Offset値
0 -10 mmの間において計算値のばらつきが見ら
れたため 0 -10 mmの範囲について多項式近似を
適用し，近似後の TPS計算値で再度正規化を行っ
た。また，式（ 1）を用いて実測値と TPS計算
値のずれ量［％］を求めた。
　ずれ量［％］＝［（Dmeasure－ DTPS）/DTPS］×100

･･････（ 1 ）
ここで，Dmeasureは近似後の相対透過線量の実測値，

DTPSは近似後の相対透過線量の TPS計算値であ
る。
　統計学的解析ではⅡ - 3 ．と同様に EZRを使
用した。 6  MV，10 MVともにMann-Whitneyの
U検定を用いて近似後の実測値と TPS計算値に
ついて有意差判定を行い，いずれも有意水準は
0.05とした6）。

Ⅲ．結果

1 ．�Jaw の動作方向の違いによるMLC透過線量
の比較：

　Ⅱ - 3 ．により得られた cross方向，in方向の
違いによるMLC透過線量の比較を図 3および図
4に示す。図 3と図 4より，Offset値の変化に伴
う相対透過線量は，cross方向に比べて in方向の
方が大きく，MLC透過線量が増加することがわ
かる。また，6  MVでのMann-Whitneyの U検定，
10 MVでのWelchの t検定ではともに有意差が見
られた。（p＜0.05）

2 ．�実測値と TPS 計算値でのMLC 透過線量の
比較：

　Ⅱ - 4 ．により得られた近似後の実測値と TPS
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図 3 cross， in 方向の Offset 値の変化による透過線量の実測値の比較 (6 MV) 
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図 3 　�cross，in 方向の Offset 値の変化による透過線量の実測
値の比較（ 6  MV）
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図 4 cross， in 方向の Offset 値の変化による透過線量の実測値の比較 (10 MV) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.990

0.995

1.000

1.005

1.010

1.015

1.020

1.025

0 20 40 60 80 100 120

相
対

透
過

線
量

Offset値[mm]

in

cross

図 4 　cross，in 方向の Offset 値の変化による透過線量の実測
値の比較（10 MV）
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計算値の比較を図 5および図 6に示す。図 5，図
6より，実測値と TPS計算値には大きな違いは
確認できなかったが，cross，in方向ともに Offset

値100 mmでは TPS計算値が実測値を上回る結果
となった。いずれのエネルギーにおいても Offset

値30 mmまでは比較的一致しており，30 mmを
超えたときにずれ量が大きくなり，表 2より， 6  

MVの in方向の変化時に最大で0.35％の誤差と
なった。また，Mann-Whitneyの U検定の結果，
いずれのエネルギーにおいても実測値，TPS計算
値間で MLC透過線量の値に有意差はみられな
かった。（p≧0.05）

Ⅳ．考察

1 ．�Jaw の動作方向の違いによるMLC透過線量
の比較：

　Ⅲ -1.より，Jawを cross方向，in方向でそれ
ぞれ Offset値を変化させたとき，有意差をもって
MLC透過線量に違いが確認できた。図 3，図 4
から相対透過線量は in方向に変化させたときの
ほうが cross方向に比べて値は大きくなった。こ
れは，MLCからの透過線量の発生機序が cross方
向と in方向では異なることが背景にあると考え
られる。cross方向の Offset値の変化では MLC 

transmissionによる影響を受けるが，in方向では
これらの透過線量にMLCのリーフ先端が円弧状
に な っ て い る こ と に よ り 生 じ る leaf end 

transmissionが透過線量に加わるため in方向にお
ける Offset値の変化では透過線量が増加傾向に
なったといえる。LoSassoらは，DMLCにおいて
総線量に対する透過率は MLC transmissionで 

4 - 6 ％，leaf end transmissionで10％に寄与する
と報告しており2），今回の結果からも leaf end 

transmissionの影響を受ける in方向の変化におい
て透過線量への寄与は大きくなった。また，in方
向の Jawは cross方向の Jawよりリニアック上流
側に配置されており，小照射野ではコリメータ反
転効果の影響が強くなることが予想される7）。

2 ．�実測値と TPS 計算値でのMLC 透過線量の
比較：

　今回の結果から，実測値と TPS計算値はほぼ
一致しており，米国医学物理学会 TG-142レポー
トに記載のMLC透過線量の許容値である±0.5％
以内を満たしている8）。しかし，表 2より 6  MV

の cross方向の変化時を除き，Offset値100 mmに
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図 5 cross，in 方向の Offset 値の変化による実測値と TPS 計算値における透過

線量の比較 (6 MV) 
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図 5 　cross，in 方向の Offset 値の変化による実測値と TPS
計算値における透過線量の比較（ 6  MV）
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図 6 cross，in 方向の Offset 値の変化による実測値と TPS 計算値における透過

線量の比較 (10 MV) 
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図 6 　cross，in 方向の Offset 値の変化による実測値と TPS
計算値における透過線量の比較（10 MV）

cross方向［mm］ 0 1 2 3 4 5 6 8 10 20 30 50 100

ずれ量［％］
6  MV 0.120 0.095 0.073 0.054 0.038 0.024 0.013 0 0.002 0.151 0.101 0.058 0.130

10 MV 0.147 0.132 0.115 0.098 0.081 0.062 0.042 0 0.046 0.101 0.045 0.024 0.183

in方向［mm］ 0 1 2 3 4 5 6 8 10 20 30 50 100

ずれ量［％］
6  MV 0.011 0.004 0 0.001 0.001 0.007 0.015 0.041 0.079 0.079 0.116 0.305 0.352

10 MV 0.085 0.040 0 0.034 0.064 0.088 0.107 0.129 0.131 0.118 0.120 0.163 0.251

表 2 　多項式近似後の実測値と TPS 計算値のずれ量
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おいてずれ量が最大値を示した。Offset値を大き
くするほどMLC透過線量は増加するため中心部
の線量を考慮すると，MLC透過線量をより低減
するために Offset値の設定は小さい方が良いとい
える。Varian Medical  Systems 社の Eclipse 

Algorithms Reference Guide（2011）9）では，治療
計画装置上においてMLCのリーフ先端は鋭利な
ものとしてモデル化されており，実際のリニアッ
クに搭載されているMLCのリーフ先端の形状と
異なる。また，IMRT物理技術ガイドライン
20231）で，一般的な治療計画装置では 1つの線量
計算アルゴリズムに 1つのMLCパラメータしか
登録できないことが記載されている。そのため，
MLCの円弧状のリーフ先端形状による照射野の
半影領域が考慮されず，MLC透過線量を TPS計
算値に反映するには限度があることから，結果と
して実測値とのずれが生じたと考えられる。実測
値には，MLCのリーフ先端形状による影響に加
えて，検出器の有感領域サイズも半影領域に影響
してくる10）。また，MLCおよび Jawは必ずしも
設定した位置で停止するとは限らず，静止位置精
度はわずかに変動し，透過線量の低減のために
Offset値を 0  mmなど極端に小さな値に設定する
と，JawがMLCより内側に入り込み，照射野の
一部を遮蔽してしまうといった問題が生じる。そ
のため，半影領域を考慮すると，MLCのリーフ
先端形状，検出器の有感領域サイズ，MLCと
Jawの位置精度を踏まえた Offset値の設定が必要
となる。
　今回測定に使用したのはVarian Medical Systems

社の TrueBeamであり，搭載されているMLCは
120MLCである11）。120MLCのリーフ寸法は，長
さ 8  cm，高さの平均が6.6 cmであり，これらを
用いて円弧状のリーフ先端幅を計測すると 7  mm

となった。MLCの中心部と周辺部では吸収に寄
与する厚みの部分の形状が異なるため，高さにつ
いては平均値を用いてリーフ先端幅を算出した。
また，各リーフ間における隙間（leaf gap）は0.046 
mm と な っ て お り， こ の 隙 間 が interleaf 

transmissionの発生に関係しているといえる。
　MLC位置精度の許容値は SMLCで1.0 mm，
DMLCで0.5 mm1），Jawの位置精度の許容値は対
称照射野で2.0 mm，非対称照射野で1.0 mmとなっ

ており8），MLCおよび Jawの位置精度にこれら
半影領域に与える影響を考慮すると，120MLCを
搭 載 し て い る Varian Medical Systems 社 の
TrueBeamにおいては，cross方向の Offset値は 8  

mm程度が最適であると考えられる。一方で，in

方向の Offset値は in方向に動く Jawの位置精度
を考慮して 2  mm程度が適しているといえる。こ
のことから，今回基準とした default値の Offset

値は最適な値であるといえる。本研究の限界とし
て，今回はMLC透過線量の測定で軸外線量比（off 

axis ratio:OAR）の測定を行っていない。そのため，
本研究では半影領域の影響をMLCのリーフ先端
形状のみでしか考慮しておらず，半影領域にどの
程度の影響が現れるかの把握はできていない。今
後は，MLC透過線量測定に加えて OARの測定を
追加することで半影領域にどの程度の影響を及ぼ
すかの把握を行うことが検討課題になると考え
る。

Ⅴ．結論

　Jawの動作方向の違いによるMLC透過線量の
比較では，統計学的解析により有意差がみられた。
一方で，実測値と TPS計算値でのMLC透過線量
の比較では，統計学的解析により有意差はみられ
なかったが，Offset値を大きくするとMLC透過
線量は増加し，TPS計算値との乖離傾向があった。
今 回 使 用 し た120MLC 搭 載 の Varian Medical 

Systems社の TrueBeamの場合，リーフ先端の半
影領域を考慮すると Offset値は cross方向で 8  

mm，in方向で 2  mmが最適であると考えられる。

謝辞

　本研究を進めるにあたり，実験のご協力をいた
だきました JA岐阜厚生連中濃厚生病院の診療放
射線技師の方々に深く感謝申し上げます。

付記

　本論文の内容の一部は，第16回中部放射線医療
技術学術大会において発表したものである。

　なお，本研究に関して開示すべき利益相反関連
事項はない。



髙木佑菜：マルチリーフコリメータと二次コリメータ静止位置の違いが吸収線量に与える影響

39

文献

1 ）黒岡将彦　監修（2023）：強度変調放射線治療におけ
る物理技術ガイドライン2023，公益社団法人日本医
学物理学会，公益社団法人日本放射線技術学会，公
益社団法人日本放射線腫瘍学会， 1 -60.

2 ）LoSasso T, Chui CS, Ling CC（1998）：Physical and 

dosimetric aspects of a multileaf collimation system used 

in the dynamic mode for implementing intensity modulated 

radiotherapy, Med Phys 25（10）, 1919-1927.
3 ）Schmidhalter D, Fix MK, Niederer P, et al.（2007）：Leaf 

transmission reduction using moving jaws for dynamic 

MLC IMRT, Med Phys 34（ 9 ）, 3674-3687.
4 ）Kim JI, Park JM, Park SY, et al.（2014）：Assessment of 

potential jaw-tracking advantage using control point 

sequences of VMAT planning, J Appl Clin Med Phys 15
（ 2 ）, 160-168.

5 ）Kanda Y（2013）：Investigation of the freely available 

easy-to-use software ‘EZR’ for medical statistics, Bone 

Marrow Transplantation 48, 452-458.
6 ）浜田知久馬（2015）：解説論文　ノンパラメトリック
検定の考え方 , アプライド・セラピューティクス 6
（ 2 ），63-69.

7 ）橋爪寧々，小出智生，佐藤洋（2017）：リニアックに
おけるコリメータ反転効果の検証 , 埼玉放射線 65
（ 3 ），336-338.

8 ）Klein EE, Hanley J, Bayouth J, et al.（2009）：Task 

Group 142  report:  Quality assurance of medical 

accelerators, Med Phys 36（ 9 ）, 4197-4212.
9 ）Varian Medical Systems Inc （2011）：Eclipse Algorithms 

Reference Guide, 1 -494.
10）下郷智弘，奥平訓康（2023）：複数の検出器を用いた

X線線量分布の実験的半影幅の算出，日本放射線技
術学会雑誌 79（ 4 ），313-320.

11）Varian Medical Systems Inc （2011）：TrueBeam Monte 

Carlo Data Package Varian Medical Systems: Confidential 

Information, 1 -40.





41

連絡先
濱武通子　mhamatake＠ u-gifu-ms.ac.jp　岐阜県可児市虹ヶ丘 4丁目 3－ 3

要　　　　　旨

【目的】ミスト発生装置は熱中症対策として一般に広く有効利用されているが，その維持管理方法についての指針

等はない。また，シーズンを超えた常設状態の汚染状況を把握した報告はなく，維持管理方法も確立されていない。

常時設置型ミスト発生装置の維持管理方法を確立するため，使用実態を調査した。

【方法】各務原市内の同一規格のミスト発生装置が常時設置されている25施設を対象に，アンケート形式による使

用実態調査を行った。さらに，任意の 2施設において，ミストの水質検査を行った。

【結果】25施設の使用実態は大きく変わらず，経年により，ノズルのつまり数が増加したことがわかった。上水使

用の調査対象 2施設のミストは遊離残留塩素濃度が0.1 mg/L以上であったにもかかわらず，一般細菌および従属

栄養細菌が飲料水の水質基準を大きく超えていた。

【考察】ミスト水の細菌汚染とノズルのつまりとの関連性が示唆された。細菌汚染状況を知る測定項目として，一

般細菌のみでは不十分であり，水道水中でも生育できる従属栄養細菌が有用であることが分かった。

Key words：ミスト発生装置 , 熱中症対策 , ノズルのつまり，細菌汚染

Abstract

Objective: Mist generators are widely and effectively used as a countermeasure against heat stroke, but there are no 

guidelines for their maintenance. In addition, a literature search failed to uncover any published reports on the 

contamination status of permanently installed devices over a period of 12 months. To establish a maintenance method 

for permanently installed mist generators, their use was investigated.

Methods: A questionnaire survey was conducted in 25 schools in Kakamigahara City which had permanently 

installed the same standard mist generators, and the water quality of the mist was also examined in two randomly 

selected schools from this group.

Results: There were no significant changes in use in any of the schools, but it was found that the number of nozzle 

blockages had increased over time. Although the mist from the two schools surveyed that used tap water had a free 

residual chlorine concentration of 0.1 mg/L or more, the number of general bacterial and heterotrophic bacterial 
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Ⅰ．序論

　近年の地球温暖化の影響で猛暑日が増えてお
り，熱中症対策が喫緊の課題となっている。熱中
症対策の一つとしてミスト発生装置が学校等で広
く活用されている。ミストの発生装置は，ノズル
から大気中へ微細なミストを噴霧し，直後に蒸発
することによる気化熱を利用して気温を低下させ
る装置であり1），ミスト発生装置の設置は熱中症
の適応策として推奨されている。我が国では，感
染症対策としての衛生上の措置として，給水栓に
おける遊離残留塩素濃度が 0.1mg/L 以上で検出さ
れるよう消毒することを水道法で義務づけてい
る。しかし，レジオネラ症などの感染症が原因不
明で発生することが散見される。濱武らは学校を
対象に水道直結式ミスト発生装置の使用状況調査
を実施し，ミスト水に遊離残留塩素が一定濃度で
存在するにもかかわらず，一般細菌が検出される
ことを報告した2）が，その原因は明らかではない。
また，シーズンを超えた常設状態の汚染状況を把
握した報告はなく，維持管理方法も確立されてい
ない。
　ミスト発生装置の細菌汚染状況は，装置の外観
および一般細菌のみの水質検査結果のみでは，正
確に把握しにくい。そこで，我々は，2020年から，
各務原市教育委員会の協力を得て，同市内の全小
中学校に常設されているミスト発生装置の使用実
態アンケート調査を継続して行い，ミストノズル
のつまりに注目し，常設する場合の適切な維持管
理方法を検討した。

 Ⅱ．方法

1 ．アンケートによる使用実態調査
　各務原市内の全小中学校25校を対象に，アン
ケート方式による使用実態調査を2020年より継続

して行っている。アンケート項目は，設置状況 8
項目，使用状況 8項目，水質検査の有無 2項目，
その他 6項目とした。
2 ．水質検査
　対象校のうち，アンケート結果を踏まえて，使
用状態が一般的と考えられる任意に抽出した 2施
設について，通常使用状態でのミストの水質検査
を行った。試料は，装置流入前の水道水とノズル
直下のミストをそれぞれ採取した。ミストの採水
は，装置内の滞留水を排除するため，10分間散水
後に行った。
3 ．水質検査項目
　検査項目は，飲料水水質検査（11項目）とし，
ミストについてはレジオネラ属菌の検査を追加し
た3）。ミストの水質を経時的に調べるための検査
項目は，水質検査結果を踏まえて，遊離残留塩素，
pH値，温度，一般細菌，従属栄養細菌の 5項目
を測定した。一般細菌と従属栄養細菌の項目は水
質悪化の指標とした。

Ⅲ．結果

1 ．アンケート調査結果
1 ）ミスト発生装置の設置状況
　各務原市内の全小中学校のミスト発生装置（図
1）はいずれも2020年 6 月に新設されたもので
あった。本研究の調査は，2020年から2021年まで
の 2シーズンにわたる。装置は全て水道直結式
【SANEIミストセット（ポリプロピレン製ホース
（以下，配管ホース）と樹脂製ノズル）】であり，
多くの施設では，市販のホース（内径15mmポリ
塩化ビニール製，以下，延長ホース）を用いて，
水道蛇口とミストセットを接続していた。
　ミスト発生装置は，各校の児童生徒用玄関の屋
根内側（高さ約3ｍ）に 1又は 2か所に常設され
ており，年を超えた設置状況に変化はなかった。

growths greatly exceeded the Japanese government water quality standards for drinking water.

Discussion: A relationship between bacterial contamination of mist water and nozzle clogging was suggested. 

However, it was found that bacterial contamination could not be determined by the presence or absence of nozzle 

clogging. In addition, it was found that analysis of general bacteria alone does not reveal the bacterial contamination 

status, and consideration of heterotrophic bacteria is also useful.

Keywords: water mist generator, measures against heat stroke, nozzle clogging, bacterial contamination
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　また，施設の配管ホースと延長ホースは各々
10ｍ以下が多かった（図 2，3）。
　各施設における配管ホースと延長ホースの設置
状況は，2020年から2021年までに変化はなかった。

2）ミスト発生装置の使用状況
　各務原市内の全小中学校に設置されているミス
ト発生装置は，オンシーズンにおいては，週に 3，
4回使用， 1日 1時間程度，断続的に放水とする
施設が多く，オフシーズンにおいては，延長ホー

ス以外は取り外されず常時設置状態となっている
ところがほとんどであった。
　ミスト発生装置の使用時間と使用頻度は，2020
年と2021年では大きくは変わらなかった。使用時
間は 1 ～ 6 時間の断続的使用が最も多く，週の
使用頻度は2020年が毎日，2021年が 3 ～ 4 回が
最も多かった（図 4，5）。

3） ミスト発生装置のシーズン開始・中・終了時
の措置

　2021年度は，2020年度と比べ，シーズン開始の
措置として，前年よりも数時間放水する施設が増
加した（図 6）。
　シーズン中は使用時のみ放水すると答えた施設
がほとんどであり，2020年と2021年で変わりはな
かった。
　シーズン終了後は，特に何もせず，そのまま放
置するという施設が多く，2020年64％から2021年
84％に増加した（図 7）。

 

 

 

図１ 水道直結式ミスト発生装置 

  

図 １ 　水道直結式ミスト発生装置

 

 

 

 

図２  配管ホースの長さ  
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図 ２ 　配管ホースの長さ

 

 

 

 

図３  延長ホースの長さ  
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図 ３ 　延長ホースの長さ

 

 

 

 

図４  使用時間（１日の噴霧時間）  
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図 ４ 　使用時間（ １ 日の噴霧時間）

 

 

 

 

 

図５  使用頻度（１週間の使用回数）  
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図 ５ 　使用頻度（ １ 週間の使用回数）
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4 ）ミスト水の水質検査及び自主細菌検査
　ミスト水の水質検査として残留塩素濃度を測定
している施設はなかった（図 8）。

5）ミスト水汚染の危険性に関する理解度
　ミスト水汚染の危険性について理解する学校は
増えたものの，「よくわからない」とする学校が
増えた（図 9）。また、そう考える理由については，
「水道直結式だから，特に心配していない。」と回
答した施設が増加し，周知が不十分であることが
わかった（図10）。

6）ノズルのつまり状況
　ノズルにつまりが生じている施設は，2020年の
1 施設から2021年 9 施設に増加した（表 1）。ミ
スト発生装置あたりのノズル数が多い施設（11か
ら30）と少ない施設（10以下）を比較すると，ノ
ズルのつまりが 5以下であると回答した施設はと
もに 4施設増加した。ノズルのつまり数が 6以上
の施設はなかった。ノズルのつまり数は経年によ
り増加した。ノズルのつまりがあると回答した施
設の水質も悪化していたことから（表 2－ 1，2），
ノズルのつまりは水質の悪化と関連性があること

 

 

 

 

図６  シーズン開始（使用期間初日）の措置  
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図 ６ 　シーズン開始（使用期間初日）の措置

 

 

 

 

図７  シーズン終了（使用期間最終日）の措置  
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図 ７ 　シーズン終了（使用期間最終日）の措置

 

 

 

 

図８  残留塩素濃度測定  
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図 ８ 　残留塩素濃度測定

 

 

 

 

図９  ミスト水汚染の危険性に関する理解度  
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図 ９ 　ミスト水汚染の危険性に関する理解度

 

 

 

 

理由  A：水道直結式だから、特に心配していない。   

B：細菌汚染が心配だから、 1 日中放水している。  

C：細菌汚染が心配だから、消毒している。  

 

図１０  ミスト水汚染の危険性を心配しない理由  

  

0

5

10

15

20

A B C 不明

2020 2021

施
設
数 

理由  

理由 Ａ：水道直結式だから、特に心配していない。
　　 Ｂ：細菌汚染が心配だから、1 日中放水している。
　　 Ｃ：細菌汚染が心配だから、消毒している。

図１０　ミスト水汚染の危険性を心配しない理由

ノズル数（ミスト
発生装置あたり） 施設数

ノズルのつまり数が
5以下の施設数

2020年 2021年
10以下 14 1 5
11 ～ 30 9 0 4
31以上 2 0 0
計 25 1 9

数値は施設数を表す。

表 1 　ノズルのつまり状況
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が示唆された。
　なお，現地調査では，つまりによりミスト噴霧
が弱まったノズルも「つまりなし」と報告してい
るケースがあった。

7）ミスト発生装置のメリットと苦情の有無
　2021年は，全施設がミスト発生装置を設置した
メリットが「あり」と回答した（図11）。また，
苦情は「なし」と回答した施設が，前年よりも増
加した（図12）。苦情があると回答した施設は，
4件から 2件に減った。苦情の主な内容は，「子
供達に好評であるが，玄関の床（コンクリ―ト）
が水浸しになり，転倒の危険性がある。」「細菌汚
染が心配であるが， 1日中放水は経済的に難し
い。」というものであった。

2 ．水質検査結果
　水質検査を実施した 2施設では，いずれも遊離
残留塩素濃度が水質基準を満たしているにも関わ
らず，一般細菌または従属栄養細菌による汚染に
関して顕著な経年的悪化が認められた（表 2－ 1，

2）。2021年の A中学校の一般細菌は 0  CFU/ml、
従属栄養細菌は1200 CFU/mlであったのに対し
（表 2－ 1）、噴霧状態が悪化した B小学校の一
般細菌3CFU/ml、従属栄養細菌17000 CFU/mlが
検出されており、その 2か月後の2021年 9 月には、
一般細菌と従属栄養細菌ともに急激な増加を示し
た（表 2－ 2）。
　レジオネラ属菌は出されなかった（表 2－ 1，
2）。

Ⅳ．考察

　ミストは口や鼻から直接吸引される可能性が高
く，ミストの細菌汚染は健康に影響を及ぼしかね
ない。そのため，ミストの水質の安全性の確保が
望ましい。
　水道直結式は，水道水由来の遊離残留塩素が一
定濃度維持されることから消毒効果が期待されて
いる。しかし，使用状況によっては，水道水質基
準を大幅に超える一般細菌が検出されることが報
告されている2）。
　本研究で把握した使用状況下でも，ミスト水の

 

 

 

 

図１１  ミスト発生装置のメリット  
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図１１　ミスト発生装置のメリット

 

 

 

 

図１２  苦情   
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図１２　苦情

採水年月日 ノズルのつまり
通常使用時におけるミストの水質検査結果

遊離残留塩素
（mg/L）

一般細菌
（CFU/ml）

従属栄養細菌
（CFU/ml）

レジオネラ属菌
（CFU/100ml）

2020年 8 月20日 無 0.15 0 － 不検出（10未満）
2021年 7 月21日 無 0.1 0 1200 不検出（10未満）
注）－は実施せず。

表 2 － 1 　A 中学校のミスト水の水質検査結果

採水年月日 ノズルのつまり
通常使用時におけるミストの水質検査結果

遊離残留塩素
（mg/L）

一般細菌
（CFU/ml）

従属栄養細菌
（CFU/ml）

レジオネラ属菌
（CFU/100ml）

2020年 8 月20日 無 0.15 0 － 不検出（10未満）
2021年 7 月21日 有（噴霧不良） 0.1 3 17000 不検出（10未満）
2021年 9 月16日 無 0.1 12000 45000 不検出（10未満）

表 2 － 2 　B 小学校のミスト水の水質検査結果
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遊離残留塩素が 0.1mg/L 以上存在し，一般細菌が
低い値であっても，従属栄養細菌は高値を示すこ
とがわかった。このことは，ミストの汚染状況は，
一般細菌のみの検査では不十分であることを示し
ている。また，装置の細菌汚染は，ノズルのつま
り数の増加とある程度の関連性があると考えられ
るが，つまりがないと回答した施設においても大
幅な細菌汚染が認められたことから，ミスト発生
装置の細菌汚染の状況を知るためには，一般細菌
のみでなく，従属栄養細菌の測定が有用であるこ
とがわかった。ノズルのつまりが解消した後に、
一般細菌や従属栄養細菌が増殖したメカニズムは
まだわかっていない。
　調査対象のいずれの施設も水道水を使用してお
り，遊離残留塩素濃度は水道水質基準を満たして
いたにも関わらず，時間の経過とともに細菌汚染
による顕著な水質悪化が認められた。レジオネラ
属菌は検出されなかったが，ホース内でレジオネ
ラ属菌の増殖を助長する細菌が検出された報告4）

もあるので，注意が必要である。
　このため，より安心安全にミストを利用できる
ようにするために，適切な時期に，ミスト発生装
置の消毒2）を実施するよう推奨する。
　一方で，ミスト発生装置の設置にメリットがあ
るとほとんどの学校が回答しており，熱中症対策
としてミスト発生装置が有効活用されていること
が分かり，今後もこの傾向は続くと考えられる。

 Ⅴ．結論

　本研究の使用実態調査結果では，ミスト発生装
置の細菌汚染についての認識が十分でないことを
示しており，細菌汚染を発生させないよう，適正
に維持管理する必要性について，引き継き，周知
する必要があると考える。ミスト発生装置を安心
安全に使用するための維持管理方法を確立するた
め，今後の汚染状況の把握が重要である。
　なお，本研究に関して開示すべき利益相反関連
事項はない。
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Abstract

Objective: The vestibular system plays an important role in controlling posture and arterial pressure （AP） during 

postural change. Noisy galvanic vestibular stimulation （nGVS） improves posture control and AP response during 

head-up tilt （HUT）. Recently, it has been demonstrated the improved posture control is sustained even after 

cessation of nGVS. In the present study, we examined AP control at the onset of HUT before and after 30 min of 

nGVS.

Methods: Twelve young and fourteen elderly subjects were recruited. AP was continuously measured and was 

analyzed during the 10-15 s after the onset of HUT, which is involved in vestibular function, and compared with that 

in supine position. Posturography was also performed, and the Romberg ratios of trajectory length per second 

（Length） and envelopment area （Area） of the center of pressure were analyzed. The nGVS with a uniform intensity 

of 0.1 mA below the somatosensory threshold was then applied for 30 min, and similar measurements were 

performed after cessation of this stimulation.

Results: After nGVS, decrease in AP at the onset of HUT was turned into increase in both young and elderly 

subjects. Romberg ratios for both Length and Area were decreased in young subjects, but not in elderly subjects. 

Romberg ratios of both Length and Area were significantly correlated with AP changes in young subjects.

Conclusion: The nGVS for 30 min augments AP raise response even after cessation of the stimulation in young and 

elderly subjects possibly via the vestibular system.

Key words：vestibulo-cardiovascular reflex, center of pressure, baroreflex, gravity, orthostatic hypotension
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　研　究　

Ⅰ．INTRODUCTION

　The vestibular system is located in the inner ear and 

consists of otolith organs and the semicircular canals. 

The otolith organs sense linear acceleration, including 

gravity, and are involved in the determination of 

posture1）. This system plays an important role in 

controlling posture via motor neurons2） and arterial 

pressure （AP） via the sympathetic nervous system3-7）. 

The otolith organs are sensing the posture change or 

direction of the gravity for the body, and force to raise 

mean AP for preventing decrease in mean AP derived 

by footward blood shift3, 4, 8）. To sense the change in 

direction of gravity, balanced otolith inputs are 

important for maintaining mean AP at the postural 

change or onset of head-up tilt （HUT）.
　For investigating the vestibular function, galvanic 

vestibular stimulation （GVS） has been used. GVS is 

an electrical stimulation or input that directly 

stimulates the primary vestibular nerves without 

changing any other inputs to the cardiovascular 

system9, 10）. The noisy GVS （nGVS） or white noise 

stimulation with the lower amplitude, has been used 

for improvement of the vestibular-related function. 

When nGVS is applied, motion perception is improves 

in healthy subjects11, 12）, threshold of vestibulospinal 

reflex is lowered in healthy and vestibulopathy 

patients13, 14）, and also postural sway is reduced and 

gait stability is improved15-19） . The nGVS also enhances 

the magnitude of oculomotor counterroll during 
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passive roll tests20） and mean AP response at the onset 

of HUT 21）.  For these improvement, stochastic 

resonance effect is probably involved. Stochastic 

resonance is a phenomenon in which weak input can 

be boosted by adding low-intensity noise, and thereby 

become detectable22-24）. 

　Recently, the improvements of posture control have 

been observed even after stopping nGVS in healthy 

subjects25） and vestibular patients26）. The motor control 

via the vestibular system is modified and improved by 

30 min of nGVS, and the effects are sustained after the 

stimulus. However, this sustained effects for the 

vest ibular-related AP response has not  been 

demonstrated. In the present study, we hypothesized 

that improvements in AP response at the onset of HUT 

might also persist after nGVS according to the 

improved vestibular function. To test this hypothesis, 

we applied nGVS for 30 min, and measured AP 

changes during postural changes, and compared with 

vestibular-related postural control before and after this 

stimulation.

Ⅱ．METHODS

　Twelve healthy, young subjects, including seven 

males and five females （mean ± standard error （SE） 
of age, height, and weight of 22 ± 0.5 years, 164.7 ± 

4.5 cm, and 56.7 ± 5.8 kg, respectively）, and 14 
elderly subjects, including six males and eight females 

（75 ± 1.6 years, 157.9 ± 2.4 cm, and 52.8 ± 2.6 kg, 

respectively）, were recruited for this study. In the 

young group, no subjects were taking any medications 

o r  h a d  a n y  h i s t o r i e s  o f  c a r d i o v a s c u l a r  o r 

otolaryngological diseases. In the elderly group, five 

subjects were taking antihypertensives, and one subject 

had deafness. This study was approved by the 

Institutional Review Board of the Gifu University of 

Medical Science （30-7）, and written informed consent 

was obtained from all participants. The study was 

performed in accordance with the ethical standards of 

the 2013 version of the Declaration of Helsinki.

Measurements
AP during HUT test
　To record the AP during postural changes, the 

subjects were positioned on a tilt table in the supine 

pos i t ion .  The  eyes  were  c losed  through the 

measurements. AP was measured in the left middle 

finger with a continuous blood pressure monitor 

（Human NIBP system, AD Instruments, Sydney, 

Australia）. Using an arm rest, this finger was placed at 

heart level throughout the measurement period to 

avoid hydrostatic pressure differences between the 

heart and measuring site. Data were monitored and 

recorded continuously using an analog-to-digital 

converter with data acquisition and analysis software 

（PowerLab, AD Instruments, Sydney, Australia） at a 

rate of 200 samples/s. 

　After a period of stable AP, a HUT test was 

performed. Subjects stayed in the supine position for 1 
additional minute, and the table was then electrically 

tilted to 60° from the horizontal position. The target tilt 

angle was reached in 3 s, and the volunteers were 

subjected to 2 min of HUT, after which the subjects 

were returned to the supine position. 

Posturography
　Posturography, or measurements of movement of 

the center of pressure （COP） of the subjects’ feet, was 

performed using a stabilometer （TKK5810, Takei 

Scientific Instruments, Tokyo, Japan）. Young subjects 

stood barefoot on the foam rubber placed on the 

stabilometer. Subjects were maintained in an upright 

position with their feet at a 45° angle27）, and with arms 

hanging relaxed alongside the body. The COP was 

measured and recorded continuously at a rate of 20 
samples/s for 60 s with eyes open and close. During 

the eyes open measurement, the subjects were 

instructed to look straight ahead at a fixed visual 

reference mark that was located 2 m in front of them. 

For the elderly subjects, the foam rubber was not used 

since the risk of falling was concerned, and stood 

s t ra igh t  wi th  the i r  fee t  toge ther .  The  o ther 

measurement procedures of COP were similar to those 

of young subjects.
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nGVS
　The nGVS was applied for 30 min in the sitting 

position. Ag/AgCl surface electrodes （area, 13.2 cm2） 
were placed bilaterally over the mastoid processes. To 

reduce the impedance between skin and the electrodes, 

the skin was wiped with ethanol, and paste for ECG 

was applied （cardiocream, Nihon Kohden, Tokyo, 

Japan）. Amplitude-constant white noise was employed 

rather than Gaussian white noise to determine the 

cutaneous threshold clearly. The frequency range was 

set below 50 Hz. The waveform was created using 

programming software （LabView 10.0; National 

Instruments, TX, USA）, and the digital waveform was 

sent to a digital-to-analog converter （USB-6211; 
National Instruments, TX, USA）.  The analog 

waveform was then amplified and applied to the 

subjects using an electric isolator （SS-203J; Nihon 

Kohden, Tokyo, Japan） with a custom-made power 

unit. Somatosensory threshold was established using a 

modified staircase procedure28, 29）. Maximum electric 

current of the uniform white noise was monitored, and 

was initiated at 0.1 mA. The current intensity then 

increased in steps by 0.1 mA until the subjects reported 

a mild tingling sensation at the electrode sites. To 

confirm the precise level of threshold, the current was 

returned to zero, and staircasing up until tingling was 

once again  fe l t .  After  determinat ion of  th is 

somatosensory threshold, the amplitude was adjusted 

to 0.1 mA below that threshold. The amplitude was 

not changed throughout the stimulation period. 

Stimulation was applied to six young and eight elderly 

subjects （Stim）. As controls, another six young and 

six elderly subjects had their somatosensory thresholds 

determined, but the current was set at zero for 30 min 

（Cont）. Thus, both Stim and Cont subjects did not feel 

any stimulation during this period. 

Experimental procedure
　AP measurements and posturography were 

performed in the same day. Before nGVS, AP and 

posturography were measured （before）. The order of 

AP  measu remen t s  and  pos tu rog raphy  were 

randomized. After these measurements, subjects 

moved to a desk, and somatosensory threshold of 

nGVS was determined in the sitting position. 

Imperceptive nGVS was applied for 30 minutes for 

Stim subjects. For Cont group, somatosensory 

threshold was determined, and no current was applied 

for 30 min to avoid placebo effects. After stopping 

nGVS or no current stimulation, electrodes were 

removed .  S imi la r  measurements  o f  AP and 

posturography were performed for both Stim and Cont 

subjects （after）. These procedures were performed 

similarly for both young and elderly subjects.

Analysis
　From the AP measurements, mean AP obtained in 

the supine position for 10 s prior to HUT was 

considered as the control value. Mean AP from 10 to 

15 s after initiation of HUT was used for subsequent 

analyses since the change in mean AP between the 

periods was correlated with otolith function21）. Changes 

in mean AP from supine position to HUT were 

analyzed.

　From the posturography, trajectory length per 

second （Length） and envelopment area of the COP 

movement （Area） were analyzed. Romberg ratios 

（eyes close/eyes open） for Length and Area were 

calculated for each participant30）. Relationship between 

the Romberg ratios and changes in mean AP at the 

onset of HUT was also analyzed.

　The summarized data are represented as mean ± 

SE. To compare the threshold of nGVS between Stim 

and Cont subjects, unpaired t-test was used. Baseline 

values of mean AP, thus the values during supine 

position before and after nGVS were compared in both 

Stim and Cont subjects using paired t-test. To compare 

the changes in mean AP from supine position to HUT, 

Length, Area with eyes open and eyes close, and 

Romberg ratios from the posturography before and 

after nGVS, the paired t-test was also employed.  

Correlations between Romberg ratios and changes in 

mean AP were assessed using a simple regression 

analysis. Statistical significance was set at p < 0.05.
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Ⅲ．RESULTS

nGVS
　No significant difference in the threshold of nGVS 

between Stim and Cont subjects was observed in both 

young subjects （0.5 ± 0.02 and 0.5 ± 0.07 mA, for 

Stim and Cont subjects, respectively; p = 0.36）, and 

elderly subjects （0.5 ± 0.04 and 0.6 ± 0.05 mA, for 

Stim and Cont subjects, respectively; p = 0.43）.

AP during HUT test
　No significant difference in mean AP at supine 

position or baseline value was observed between 

before and after nGVS in Stim and Cont for both 

young and elderly subjects as shown in Table 1. Thus, 

following changes in AP at the onset of HUT are 

considered to be due to the changes in vestibular-

related response.

　Figure 1 shows representative AP responses in a 

young subject before and after nGVS （upper and 

lower panels, respectively）. Shaded parts were used 

for subsequent analysis. Before nGVS, the AP slightly 

decreased at the onset of HUT, but increased after 

nGVS. 

　Summarized values of changes in AP of both young 

（upper panels） and elderly （lower panels） subjects 

are shown in Figure 2. In the young Stim subjects, the 

changes in mean AP were significantly larger than 

those before nGVS （p = 0.0035）. These significant 

changes were not observed in Cont group （p = 0.52）. 
Thus, AP raise response was augmented by nGVS, and 

the effect was not a placebo or an adaptation for the 

procedure. Similar changes were seen in elderly 

subjects. Changes in mean AP was significantly larger 

than those before nGVS （p = 0.00039）. These 

significant changes were not observed in Cont group 

（p = 0.55）. Thus, 30 min-nGVS is effective for AP 

raise at the onset of HUT for both young and elderly 

subjects.

Table 1
mean AP

young elderly
pre post p pre post p

Stim 89 ± 2 89 ± 4 0.54 89 ± 5 81 ± 2 0.11
Cont 87 ± 2 86 ± 4 0.87 92 ± 4 84 ± 6 0.11

　Mean arterial pressure （AP） at the supine position or baseline values with 
applying noisy galvanic vestibular stimulation （Stim） and without 
stimulation （Cont） in young and elderly subjects before and after stimulation 
procedure. The values before and after stimulation are compared, and the 
corresponding p-values are depicted. Data are presented as mean ± SE.

Figure 2
　Changes between supine position and head-up tilt in mean arterial 
pressure （AP） before and after applying noisy galvanic vestibular 
stimulation （Stim; left panels） and without stimulation （Cont; right panels） 
in young and elderly subjects Data are presented as mean ± SE. *p < 0.05 
vs. before stimulation procedure.

Figure 1
　One of the arterial pressure （AP） of a young subject from supine position to head-up tilt before noisy galvanic vestibular stimulation （upper panel） and after 
noisy galvanic vestibular stimulation （nGVS） （lower panel）. The shaded periods were averaged for the subsequent analyses. The decrease in AP observed before 
nGVS at the onset of head-up tilt （HUT） was attenuated after nGVS. 
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Posturography
　Table 2 shows the averaged values of Length and 

Area of COP movement from posturography in young 

subjects. The values were variable depend on subjects, 

but Length in both Stim and Cont subjects with eyes 

close after nGVS were significantly smaller than those 

before nGVS. Area in Cont subjects with eyes close 

was even worse after nGVS, compared with that 

before nGVS. To observe the effects of vestibular 

function for posture control clearly, Romberg ratio 

was analyzed. 

　Figure 3 shows comparisons of the before and after 

Romberg ratios for Length （upper panels） and Area 

（lower panels） in young subjects in the Stim and Cont 

groups （left and right panels, respectively）. In young 

Stim subjects, the Romberg ratios for both Length and 

Area were significantly decreased after the procedure 

（p  = 0 .036 ,  and 0 .047  for  Length and Area, 

respectively） although no significant difference in the 

ratios between before and after the procedure in Cont 

subjects （p = 0.34 and 0.91 for Length and Area, 

respectively）. Thus, vestibular-related posture control 

was significantly improved by nGVS.

　Contrary to young subjects, no significant difference 

in all variables was observed between before and after 

nGVS and the procedure in elderly subjects as shown 

in Table 3. To see the vestibular-related posture 

control in detail, Romberg ratios for Length （upper 

panels） and Area （lower panels） in elderly subjects in 

the Stim and Cont groups （left and right panels, 

respectively） are shown in Figure 4. No significant 

changes in the Romberg ratios in both Stim and Cont 

subjects, neither （p = 0.45 and 0.31 in Stim group; p = 

0.51 and 0.054 in Cont group for Length and Area, 

respectively）.

Figure 3
　Romberg ratios for trajectory length per second （Length; upper panels） 
and envelopment area （Area; lower panels） of the center of pressure 

movement before and after applying noisy galvanic vestibular stimulation 

（Stim; left panels） and without stimulation （Cont; right panels） in young 

subjects. Data are presented as mean ± SE. *p < 0.05 vs. before stimulation 

procedure.

Table 2
Young

Length （mm/s）
Eyes Open Eyes Close

before after p before after p

Stim 4.3±0.7 4.2±0.5 0.56 7.8±1.6 6.4±1.3* 0.0098
Cont 3.7±0.3 3.7±0.3 0.87 6.7±0.3 5.9±0.4* 0.0067

Area （cm2）
Eyes Open Eyes Close

before after p before after p

Stim 0.8±0.1 1.0±0.2 0.13 2.2±0.7 2.4±1.1 0.86
Cont 1.0±0.2 1.7±0.4* <0.0001 0.9±0.1 1.5±0.3 0.49
　Averaged values of mean Length （Length） and envelopment area （Area） 
of the center of pressure movement from posturography during eyes open 

and eyes close in young subjects with applying noisy galvanic vestibular 

stimulation （Stim） and without stimulation （Cont） in young subjects before 

and after stimulation procedure. The values before and after stimulation are 

compared, and the corresponding p-values are depicted. Data are presented 

as mean ± SE. *p < 0.05

Table 3
Elderly

Length （mm/s）
Eyes Open Eyes Close

before after p before after p

Stim 4.0±0.6 3.8±0.6 0.46 4.7±0.8 5.2±1.1 0.29
Cont 3.8±0.5 3.8±0.7 0.96 4.4±0.4 4.6±0.7 0.55

Area （cm2）
Eyes Open Eyes Close

before after p before after p

Stim 0.8±0.2 0.9±0.2 0.11 1.0±0.2 1.2±0.3 0.056
Cont 0.6±0.2 0.8±0.2 0.42 1.4±0.8 1.4±0.8 0.95
　Averaged values of mean Length （Length） and envelopment area （Area） 
of the center of pressure movement from posturography during eyes open 

and eyes close in elderly subjects with applying noisy galvanic vestibular 

stimulation （Stim） and without stimulation （Cont） in elderly subjects before 

and after stimulation procedure. The values before and after stimulation are 

compared, and the corresponding p-values are depicted. Data are presented 

as mean ± SE. *p < 0.05
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　Figure 5 shows relationship between Romberg ratios 

of Length （left panel）, Area （right panel） and changes 

in AP at the onset of HUT in young subjects. Romberg 

ratios of both Length and Area were significantly 

correlated with the changes in mean AP. Thus, indices 

of vestibular function observed by postural control was 

correlated with the mean AP response during postural 

change. That means the smaller the sway, the less the 

decrease in AP at the onset of HUT. These correlations 

were not observed in elderly subjects as shown in 

Figure 6.

Ⅳ．DISCUSSION

　In the present study, we found that 1） the AP 

responses at the onset of HUT is augmented even after 

cessation of 30 min nGVS in both young and elderly 

subjects; 2） The Romberg ratios for Length and Area 

on posturography are decreased after the stimulation in 

young subjects but not in elderly subjects; 3） Those 

ratios are linearly and inversely correlated with 

changes in mean AP at the onset of HUT in young 

subjects.

Figure 4
　Romberg ratios for trajectory length per second (Length; upper panels) 

and envelopment area (Area; lower panels) of the center of pressure 

movement before and after applying noisy galvanic stimulation (Stim; left 

panels) and without stimulation (Cont; right panels) in elderly subjects. Data 

are presented as mean ± SE.

Figure 5
　Relationship between changes in mean arterial pressure （AP） and the Romberg ratios for trajectory length per second （Length; left panel） and envelopment area 

（Area; right panel） of the center of pressure movement before and after applying noisy galvanic stimulation （Stim） and without stimulation （Cont） in young 

subjects.

Figure 6
　Relationship between changes in mean arterial pressure （AP） and the Romberg ratios for trajectory length per second （Length; left panel） and envelopment area 

（Area; right panel） of the center of pressure movement before and after applying noisy galvanic stimulation （Stim） and without stimulation （Cont） in elderly 

subjects.
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　At the onset of HUT, blood is shifted footward, and 

venous return or cardiac output is decreased. The 

vestibular system, especially otolith organs sense 

change in postural change or direction of gravity for 

the body, and raise AP reflexively to prevent 

hypotension due to this blood shift3, 4, 8）. Previously, we 

found that simultaneous application of imperceptive 

nGVS during HUT augmented this  AP raise 

response21）. In that study, nGVS was applied for a few 

minutes during HUT. In this study, the imperceptive 

nGVS was applied for 30 min, and we found that this 

response was remained even after cessation of the 

stimulation. The augmented responses in AP are 

considered to be due to the changes in vestibular 

function since the indices of the vestibular function 

analyzed from posturography were also changed and 

correlated to changes in mean AP. Posture represents 

the ability of the body to respond to visual, vestibular, 

and proprioceptive inputs with reflexive muscular 

cont ro l 31 ,  32）.  The  foam rubber  in ter rupts  the 

proprioceptive inputs for posturography. Thus, the 

Romberg ratio with the foam rubber is representing 

visual dependency33, 34）. Conversely, lower the ratio 

shows higher vestibular dependency or function. 

Decrease in Romberg ratio was accompanied the 

augmented response in mean AP. 

　In the present study, AP responses with eyes close 

were investigated to focus on the involvement of the 

vestibular system. However, visual inputs are also 

important for spatial cognition and posture control, 

and probably for AP control with postural change. 

Further study is needed for contribution of vision or 

interaction of visual and vestibular inputs for the 

responses in AP.

　The present study was not designed to determine the 

underlying mechanisms for the improvement in AP 

control observed after nGVS. This effect might be 

induced by neuroplast ic i ty  in  the vest ibular 

nucleus17, 35, 36）. The vestibular system is highly plastic, 

and nGVS stimulates the primary afferent neurons of 

the vestibular nerves toward the vestibular nucleus. 

The vestibular nucleus then projects the input toward 

motor and autonomic nerves. Changes in the properties 

of this nucleus can then influence the projections of 

these motor and autonomic nerves37-41）. Hormonal 

function for the cardiovascular system related to the 

vestibular organs might be also stimulated and 

involved in this remained function after nGVS42, 43）. 

Further studies regarding gender difference in the 

responses might be also needed since hormonal body 

fluid or AP control are varied between men and 

women44）.

　In elderly subjects, decreases in mean AP at the 

onset of HUT were not observed after nGVS. The 

changes in mean AP were significantly larger than 

those in Cont group. These results were similar to 

those in young subjects, and AP responses were also 

considered to be augmented in elderly subjects after 

cessation of nGVS. However, indices of vestibular 

function or Romberg ratios of posturography were not 

changed, and not correlated with changes in mean AP. 

The posturography test is strongly affected by muscle 

strength and proprioception of the lower limbs. 

Decrease in the strength and motor control via the 

proprioception might strongly affected rather than 

vestibular-related posture control45, 46）. Thus, more 

direct evaluation of the otolith system, such as 

vestibular evoked myogenic potential, might be more 

appropriate. Otherwise, the intensity for improving 

autonomic AP control versus motor postural control 

may be different in elderly subjects. As a perspective, 

this procedure might be valuable in subjects who has 

orthostatic hypotension at the onset of HUT similarly 

to elderly subjects6, 7）, such as vestibular patients and 

astronauts after long-term stays in microgravity 

environment47）. 

　In conclusion, this study showed AP response at the 

onset of HUT was augmented and sustained after 

cessation of nGVS. Indices of the vestibular function 

derived from posturography were also improved after 

nGVS, and correlated with mean AP response in 

young subjects. This vestibular-related AP responses 

were also observed in elderly subjects. This study 

suggests that nGVS might be useful for the prevention 

of orthostatic hypotension in young and elderly 

subjects.
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Abstract

Objective: This study was performed to develop a competency self-assessment scale for public health nurses 

involved in tobacco control within Japanese local governments and to assess its reliability and validity.

Methods: The participants comprised 387 public health nurses responsible for tobacco control in 213 local 

governments across Japan. A draft scale of 42 items was developed based on prior research. In January and February 

2020, a questionnaire and retest were conducted to evaluate construct validity, criterion-related validity, and 

reliability. Ethical approval was obtained from the affiliated university’s research ethics committee.

Results: Data from 301 participants were analyzed. The exploratory factor analysis identified 33 interpretable items 

across 5 factors. Cronbach’s alpha coefficient for the entire scale was 0.96, indicating high internal consistency. The 

total scale score demonstrated a significant positive correlation with existing scales and was notably higher in 

participants with experience above the median, those holding a position of section chief or higher, and those who had 

attended training. The intraclass correlation coefficients for the total scale and subscales in the main survey and retest 

ranged from 0.55 to 0.80.
Discussion: The new “Competency Self-Assessment Scale for Tobacco Control in Local Governments for Public 

Health Nurses” comprises 33 items within 5 subscales, demonstrating both reliability and validity. This scale is a 

valuable tool for enhancing the competency of public health nurses in tobacco control and for evaluating educational 

interventions, such as tobacco control training programs.

Key words：local government, tobacco control, public health nurses, competency, self-assessment scale
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Developing a Competency Self-Assessment Scale for Public Health Nurses  
in Tobacco Control Roles within Local Governments

　研　究　

Ⅰ．INTRODUCTION

　Japan’s tobacco control measures are based on the 

World Health Organization’s Framework Convention 

on Tobacco Control1） and have been implemented 

through Health Japan 21 since 2000 and the Health 

Promotion Act of 2003. In Japan, the estimated 

number of excess deaths due to smoking is 187,000 
per year2）, with approximately 15,000 deaths attributed 

to passive smoking3）. Thus, tobacco control is a critical 

public health issue. Local governments have launched 

new initiatives based on Health Japan 21 （third phase） 
starting in fiscal year 2024, emphasizing the need to 

further strengthen effective tobacco control measures4）. 

However, previous studies have shown that there are 

regional differences in tobacco control efforts among 

local governments and limited overall progress5）. 

Strong resistance from both within and outside 

organizations and the scarcity of precedents have made 

implementing these measures challenging6）. Several 

factors may contribute to the lack of progress in local 

tobacco control measures. Nonetheless, if the officials 

responsible for tobacco control can plan and 

implement effective measures while addressing typical 

barriers and challenges, it could greatly enhance the 

promotion and quality of tobacco control nationwide.

　It has been reported that public health nurses 

constitute approximately 80% of those responsible for 
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promoting tobacco control measures in local 

governments6）. Tobacco control measures require a 

comprehensive approach involving cooperation and 

collaboration with related local organizations to 

support smoking cessation and treatment, prevent 

passive smoking, and promote smoking prevention 

throughout the community. To systematically position 

tobacco control  measures  as  pol icies  within 

administrative organizations and effectively promote 

them community-wide, public health nurses must 

possess high levels of practical ability at both the 

policy and operational levels. However, previous 

research indicates that approximately 50% of public 

health nurses feel they lack confidence in promoting 

tobacco control measures7）, highlighting the need to 

strengthen their practical skills in this area.

　Therefore, from the perspective of human resource 

development, we expanded on prior research8） that 

identified competencies̶behavioral characteristics 

that lead to results̶for public health nurses 

responsible for tobacco control. These competencies 

for promoting tobacco control in local governments 

were identified in a previous study by researchers8）. 

Using these specific competencies as a theoretical 

foundation, we developed a new self-assessment scale 

to evaluate public health nurses’ practices and for use 

in educational evaluations in tobacco control within 

local governments. This scale is expected to enhance 

the qualifications of public health nurses in this role. 

Thus, this study aimed to develop a competency self-

assessment scale for public health nurses involved in 

tobacco control within Japanese local governments 

and to evaluate its reliability and validity.

Ⅱ．METHOD

1 ．Research design
　This was an observational study involving scale 

development.

2 ．Survey target
　The survey targeted 387 public health nurses 

responsible for tobacco control measures across 213 of 

the 1,898 municipalities nationwide that agreed to 

participate in the study.

3 ．Survey method
1）Scale draft creation process

　Based on the results of a previous study conducted 

by the researchers, including an interview survey with 

public health nurses in municipalities advanced in 

tobacco control measures8）, a 64-item draft scale was 

developed.  Following this ,  an expert  review 

（quest ionnaire  survey） was  conducted wi th 

researchers specializing in tobacco control, and a pre-

test was administered to practitioners （public health 

n u r s e s  r e s p o n s i b l e  f o r  t o b a c c o  c o n t r o l  i n 

municipalities） to assess content and surface validity. 

From this process, 42 items were carefully selected for 

the scale. Each item was rated on a 4-point Likert 

scale: “very applicable,” “somewhat applicable,” “not 

very applicable,” and “not applicable at all,” with 

scores ranging from 0 to 3 points. In this study, the 

promotion of tobacco control was operationally 

defined as the promotion of comprehensive and 

effective tobacco control measures through a series of 

processes from planning to implementation and 

evaluation. These processes included smoking 

cessation support and treatment, passive smoking 

prevention, smoking prevention, information 

provision, education/awareness-raising, and the 

establishment of a system to promote tobacco control.

2） Verification of reliability and validity through a 

nationwide survey

　A self-administered questionnaire was distributed 

twice by mail （the main survey and a retest after 3 
weeks） in January and February 2020.

4 ．Data collection
　The contents of the nationwide survey included 

items regarding participant attributes （such as 

affiliation, years of experience as a public health nurse, 

job position, and training in tobacco control）, the 

proposed 42-item “Competency Self-Assessment 

Scale for Tobacco Control in Local Governments for 

Public Health Nurses” （CSTC）, and the Scale for 

Evaluating the Policy Implementation Ability of 
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Public Health Nurses9） as an existing scale to assess 

criterion-related validity.

5 ．Statistical analysis
　Descriptive statistics were first calculated for all 

items. The appropriateness of the scale items was then 

assessed through item analysis （including skewness/

kurtosis, ceiling effect/floor effect, corrected item-total 

correlation （CITC）, and inter-item correlation）. 
Construct validity was examined using exploratory 

factor analysis （maximum likelihood method with 

promax rotation）. Criterion-related validity was 

assessed through correlations with existing scales and 

the known groups method, while reliability was 

evaluated in terms of internal consistency （Cronbach’s 

alpha coefficient） and stability （intraclass correlation 

coefficient from the test-retest method）. IBM SPSS 

version 27 （IBM Corp., Armonk, NY, USA） was used 

to conduct the analysis, and a significance level of 5% 

was used.

6 ．Ethical considerations
　This study was approved by the Gifu University of 

Medical  Science Research Ethics Committee 

（Approval No. 2019-4） and adhered to the ethical 

principles of medical research outlined in the 

Declaration of Helsinki （1964） and subsequent 

revisions. Participants received written explanations 

covering the study’s purpose, survey content, voluntary 

participation （including the option to withdraw 

without disadvantage）,  protection of personal 

information, proper data management, and publication 

of results. Informed consent was considered obtained 

upon return of the completed questionnaire.

Characteristic n %
Sex （n = 301）

Female 281 93.4
Male 20 6.6

Years of experience as a public health nurse （n =301）
Mean ± standard deviation 16.6 ± 10.7 years

Local government affiliation （n = 301）
Towns and villages 76 25.2
Cities 124 41.2
Cities with health centers 61 20.3
Prefectures 40 13.3

Municipal locations （n = 301）　
Hokkaido Region 15 5.0
Tohoku Region 55 18.3
Kanto Region 48 15.9
Midland 67 22.3
Region 47 15.6
Chugoku Region 8 2.7
Shikoku Region 24 8.0
Kyushu Region 37 12.3

Job position （n = 301）
General manager or equivalent 2 0.7
Section manager or equivalent 14 4.7
Assistant manager or equivalent 30 10.0
Chief of staff or equivalent 67 22.3
Staff 184 61.1
Other 4 1.3

Years of experience in tobacco control （n = 288）
Mean ± standard deviation 4.2 ± 5.3 years

Training in tobacco control （n = 301）
Have received specialized training on tobacco control 139 46.2
Have received training not specializing in tobacco control 96 31.9
Have not received training 66 21.9

Dedicated anti-tobacco specialist （n = 301）
Clearly dedicated 128 42.5
Not clearly dedicated 173 57.5

Table 1 ．Participant characteristics
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III．RESULTS

1 ．�Survey response status and participant 
attributes

　In the nationwide survey, 308 individuals responded 

（response rate: 79.6%）, and 301 individuals with no 

missing values in attributes or scale items were 

included in the analysis （valid response rate: 77.8%）. 
The participant attributes are shown in Table 1. The 

respondents included 281 （93.4%） women and 20 
（6.6%） men, with a mean of 16.6 ± 10.7 years of 

experience as public health nurses. Their affiliations 

were as follows: towns and villages （76 participants, 

25.2%）, cities （124 participants, 41.2%）, cities with 

public health centers （61 participants, 20.3%）, and 

prefectures  （40  par t ic ipants ,  13 .3%）.  Local 

government locations covered all eight divisions of the 

country. Regarding job positions, 113 （37.5%） 
participants held a position of section chief or higher. 

The mean number of years of experience in tobacco 

control was 4.2 ± 5.3 years, and 235 （78.1%） 
participants had attended tobacco control training.

2 ．Creation of evaluation scale
1）Item analysis

　It was confirmed that no item’s skewness or kurtosis 

exceeded ±2. The deletion criterion for the ceiling 

effect was defined as items for which the mean score + 

1 standard deviation was >3, indicating that most 

responses were clustered at the higher end of the scale 

and thus suggesting limited variability. No items met 

this criterion. The deletion criterion for the floor effect 

was defined as items for which the mean score -1 
standard deviation was <0, indicating that most 

responses were clustered at the lower end of the scale, 

also suggesting limited variability. One item met this 

criterion and was deleted. The guideline for item 

exclusion was a CITC of ≤0.30 10）, which led to the 

deletion of one item. Regarding inter-item correlation, 

two pairs of i tems had inter-item correlation 

coefficients of ≥0.7. After examining the independence 

of their semantic content, two items were deleted. As a 

result, the number of scale items was reduced from 42 

to 38.
2）Examination of reliability and validity

　The average total scale score was 49.0 with a 

standard deviation of 20.5 （Table 4）, and normality 

was confirmed by a normal P-P plot. For the reliability 

of the entire scale, Cronbach’s alpha coefficient was 

0.96, confirming internal consistency （Table 5）. To 

determine the scale structure, exploratory factor 

analysis （maximum likelihood method, promax 

rotation） was conducted on the 38 items identified 

through item analysis, resulting in an optimal solution 

of 33 items grouped into 5 interpretable factors （Table 

2）. These factors comprised 15 items in Factor 1, 5 
items in Factor 2, 3 items in Factor 3, 5 items in Factor 

4, and 5 items in Factor 5. Factor loadings （absolute 

values） ranged from 0.40 to 0.78, with no items 

showing high loadings across multiple factors. The 

cumulative contribution rate was 56.47%, and inter-

factor correlations ranged from 0 .45  to 0 .75 . 

Cronbach’s alpha coefficient for each factor was 0.94, 
0.84, 0.78, 0.84, and 0.86, respectively, indicating 

internal consistency.

　The factors were named as follows based on the 

content  of  the i r  i tems:  Factor  1 ,  “Stra tegic 

Collaboration within Communities”; Factor 2, 

“Enhancing the Quality of Countermeasures”; Factor 

3, “Advocating for the Health Impacts of Tobacco and 

N e c e s s i t y  o f  C o u n t e r m e a s u r e s”;  F a c t o r  4 , 

“Development and Promotion of Countermeasures”; 
and Factor 5, “Policy Positioning and Organizational 

Structure.”
　For criterion-related validity, there was a significant 

positive correlation （correlation coefficient = 0.41） 
between the total CSTC score and the total score on 

the external criterion scale, which measures public 

health nurses’ policy implementation capabilities 

（Table 3）. Additionally, for known groups, the CSTC 

total score was significantly higher in groups with 

above-median years of experience as a public health 

nurse, with a position of section chief or higher, and 

who had attended training （Table 4）. To assess 

stability, intraclass correlation coefficients were 

calculated using the test-retest method. The intraclass 
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Factor 1 Factor 2 Factor 3 Factor 4 Factor 5
Factor 1 （15 items）: “Strategic Collaboration within Communities”
1　Effectively use resources in the community, such as groups who support tobacco control. 0.76 -0.02 0.10 0.11 -0.12 
2　 Collect information about successful examples of tobacco control from within the region, and 

promote them in other communities. 0.75 0.13 -0.10 -0.03 0.01 

3　 Gather information about best practice in tobacco control from elsewhere to provide localized ideas 
for communities. 0.72 0.11 0.08 -0.03 -0.03 

4　 Draw on information, advice, and support from external researchers to improve and promote tobacco 
control. 0.62 0.22 0.01 -0.21 0.04 

5　 Identify key people in organizations, and ensure that they understand the need for tobacco control. 0.59 -0.01 0.23 -0.01 0.02 
6　 Explain the need for tobacco control in workplaces as part of health management. 0.58 -0.23 0.31 -0.04 0.09 
7　 Organize workshops to improve tobacco control promotion skills of individuals and organizations. 0.56 0.15 0.03 -0.05 0.03 
8　 Collaborate widely with community residents and organizations such as schools, hospitals, offices, 

restaurants, and bars. 0.56 0.07 0.00 0.31 -0.19 

9　 Coordinate and manage opposing views by emphasizing discussion and relationships to find common 
ground. 0.55 -0.06 -0.14 0.32 0.06 

10　 Promote understanding of tobacco control and encourage multidisciplinary and interdepartmental 
collaboration within the administration. 0.55 -0.02 0.00 0.33 -0.05 

11　 Advocate nonsmoking indoors, using media to raise awareness in places like offices, restaurants, 
and bars. 0.53 -0.18 -0.08 0.34 0.06 

12　 Seek a shared understanding between local governments, community residents, and others, and 
coordinate independent action by all groups. 0.53 0.18 -0.09 0.18 0.07 

13　 Persistently seek to promote control measures, even when meeting resistance from people opposing 
tobacco control. 0.52 0.08 -0.17 0.19 0.22 

14　 Enable community residents and others to take ownership of tobacco control and support mutual 
cooperation. 0.52 0.06 0.34 -0.13 -0.06 

15　 Create and use opportunities to discuss tobacco control at existing conferences. 0.48 0.11 -0.07 0.20 0.09 
Factor 2 （5 items）: "Enhancing the Quality of Countermeasures"
16　 Standardize support for smoking cessation and preventing secondhand smoke to ensure a consistent 

level of quality. -0.03 0.76 -0.04 0.03 0.12 

17　 Visualize the processes and outcomes of tobacco control and share them with community residents 
and others. 0.32 0.57 0.02 -0.09 -0.01 

18　 Monitor the success of tobacco control and take action to improve it where necessary. 0.18 0.56 -0.04 0.13 0.01 
19　 Create a manual about tobacco control activities to support handover and succession planning. 0.22 0.54 0.00 0.02 -0.06 
20　 Provide individualized smoking cessation support based on the smoking cessation manual. -0.03 0.53 0.12 -0.04 0.04 
Factor 3 （3 items）:  "Advocating for the Health Impacts of Tobacco and Necessity of Countermeasures"
21　 Help community residents and others to understand the health effects of smoking, including 

secondhand smoking. -0.01 0.07 0.72 0.09 -0.10 

22　 Advocate for tobacco control to community residents and others, using legal grounds and regional 
data. 0.16 -0.03 0.64 0.00 0.12 

23　 Collect information about legal and social changes that affect tobacco control, including new 
products. -0.18 0.02 0.54 0.29 0.09 

Factor 4 （5 items）: "Development and Promotion of Countermeasures"
24　 Advance tobacco control measures based on administrative policies and legal powers at national or 

local level. 0.06 -0.05 0.07 0.68 0.10 

25　 Combine support for smoking cessation and nonsmoking indoors with awareness-raising about the 
health effects of smoking, including secondhand smoking. 0.27 0.00 0.03 0.58 -0.06 

26　 Start with measures for secondhand smoke control, which generally have more support. -0.08 -0.04 0.20 0.53 0.17 
27　 Make tobacco control initiatives widely known to community residents and others. 0.04 0.28 0.11 0.50 -0.09 
28　 Consider cost-effectiveness and combine tobacco control with existing public health and other 

projects. -0.05 0.20 0.26 0.44 -0.03 

Factor 5 （5 items）: "Policy Positioning and Organizational Structure"
29　 Position tobacco control in the local government’s strategic plans from a public health perspective. 0.09 0.07 -0.04 -0.07 0.78 
30　 Advocate for inclusion of tobacco control in health promotion plans during revisions to plans or 

law. -0.24 0.07 0.07 0.16 0.74 

31　 Develop administrative policies while taking into account opinions of both supporters and 
opponents of tobacco control. 0.33 -0.05 -0.06 -0.12 0.63 

32　 Encourage policymakers （such as organization and department heads） to help raise awareness of 
tobacco control. 0.25 -0.12 0.17 0.15 0.41 

33　 Build a system within the organization to promote tobacco control as a public health project. -0.02 0.24 0.14 0.14 0.40 
Cumulative contribution ratio 44.46 48.84 51.61 54.30 56.47 

Correlation between factors Factor 1
Factor 2 0.73 
Factor 3 0.57 0.45 
Factor 4 0.75 0.64 0.63 
Factor 5 0.71 0.59 0.56 0.67 

Maximum likelihood, Promax rotation

Table 2 ．Construct validity （exploratory factor analysis） and inter-factor correlation analysis results n = 301
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correlation coefficients for the entire scale and the five 

subfactors were 0.75, 0.55, 0.74, 0.66, 0.80, and 0.81, 
respectively （Table 5）.

IV．DISCUSSION

　In this study, a draft scale was developed based on 

an interview survey with public health nurses from 

municipalities that are advanced in tobacco control, 

and the reliability and validity of the scale were 

assessed through a nationwide survey. As a result, it 

was confirmed that the CSTC, comprising 33 items 

across 5 subscales, demonstrates a certain level of 

reliability and validity.

1 ．Appropriateness of the data
　This survey targeted 213 facilities from local 

governments nationwide that agreed to participate, 

which may limit the data’s generalizability. However, 

regarding subject attributes, the municipalities 

represented all eight divisions of Japan, and the 

proportion of departments was nearly equivalent to the 

proportion of full-time public health nurses by 

municipality in the 2024 Public Health Nurse Activity 

Area Survey （Area Survey）11）. Thus, we believe that 

the sample is generally representative. Additionally, 

we confirmed that the score distribution for this scale 

follows a normal distribution, suggesting that the data 

Competency Self-Assessment Scale for Tobacco Control in Local 
Governments for Public Health Nurses total score （whole scale）

n Mean Standard 
deviation

p

Whole number 301 49.0 20.5 -
Years of experience as a public health nurse

Less than the median 148 45.2 19.9 0.001 
More than the median 153 52.8 20.5 

Position

Section chief or above 113 54.5 20.3 <0.001
Others 188 45.7 20.0 

Attended training in tobacco control measures
No 66 40.4 22.7 <0.001
Yes 235 51.5 19.3 

t-test 

Table 4 ．Criterion validity analysis results （known-groups analysis） n = 301

 Cronbach’s α
Intraclass 

correlation 
coefficient

 95% Confidence interval

Lower limit Upper limit p

Whole scale 0.96 0.75 0.67 0.81 <0.001
Factor 1　“Strategic Collaboration within Communities” 0.94 0.55 0.41 0.66 <0.001
Factor 2　“Enhancing the Quality of Countermeasures” 0.84 0.74 0.66 0.80 <0.001
Factor 3　“ Advocating for the Health Impacts of Tobacco and 

Necessity of Countermeasures” 0.78 0.66 0.55 0.74 <0.001

Factor 4　“Development and Promotion of Countermeasures” 0.84 0.80 0.74 0.85 <0.001
Factor 5　“Policy Positioning and Organizational Structure” 0.86 0.81 0.74 0.85 <0.001

Table 5 ．Analysis results of reliability using Cronbach’s alpha and test–retest method n = 301

Scale for Evaluating the Policy Implementation 
Ability of Public Health Nurses

Whole scale “Community 
partnership”

 “Regional 
diagnostic cycle”

Competency  Se l f -
Assessment Scale for 
Tobacco Control in 
Local Governments 
for Public Health

Whole scale 0.41 0.40 0.38 
Factor 1 “Strategic Collaboration within Communities” 0.37 0.37 0.35 
Factor 2 “Enhancing the Quality of Countermeasures” 0.30 0.28 0.29 

Factor 3 “ Advocating for the Health Impacts of Tobacco and 
Necessity of Countermeasures” 0.31 0.30 0.30 

Factor 4 “Development and Promotion of Countermeasures” 0.31 0.31 0.29 
Factor 5 “Policy Positioning and Organizational Structure” 0.44 0.44 0.40 

Pearson correlation coefficient. All values are significant at the 1% level （two-tailed）.

Table 3 ．Criterion validity analysis results （correlation with existing scales） n = 301
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were unbiased in the examination of reliability and 

validity.

2 ．Examination of scale reliability and validity
　For reliability, the Cronbach’s alpha coefficient for 

the entire scale was 0.96, with values for the subscales 

ranging from 0.78 to 0.94. These values exceeded the 

criterion for internal consistency12）, indicating that 

internal consistency was achieved. Additionally, using 

the test-retest method, the intraclass correlation 

coefficient was 0.75 for the entire scale and ranged 

from 0.55 to 0.81 for the subscales, showing a 

significant positive correlation. Generally, a correlation 

between 0.40 and 0.70 is considered relatively strong, 

while values between 0.70 and 1.00 indicate a strong 

correlation13）. Therefore, our findings suggest that this 

scale demonstrates adequate stability.

　Regarding validity, five factors were identified in 

the proposed scale, CSTC, after examination and 

a n a l y s i s :  “S t r a t e g i c  C o l l a b o r a t i o n  w i t h i n 

Communities” （15 items）, “Enhancing the Quality of 

Countermeasures” （5 items）, “Advocating for the 

Health Impacts of Tobacco and Necessity of 

Countermeasures” （3 items）, “Development and 

Promotion of Countermeasures” （5 items）, and 

“Policy Positioning and Organizational Structure” （5 
items）. These factors closely aligned with the 

categories from the interview survey of public health 

nurses in municipalities advanced in tobacco control8）, 

which served as the basis for the proposed scale.

　Factor  1 ,  “Stra tegic  Col laborat ion wi thin 

Communities,” reflects the need to promote tobacco 

control throughout the community by working 

extensively with residents  and various local 

organizations, adjusting for barriers to tobacco control. 

Th i s  f ac to r  unde r sco re s  t he  impor t ance  o f 

comprehensive, multifaceted measures such as 

smoking cessat ion support ,  passive smoking 

prevention, and smoking prevention efforts. Factor 2, 
“Enhancing the Quality of Countermeasures,” includes 

items related to manual creation and measure 

evaluation, indicating the organized promotion of 

effective tobacco control strategies. Factor 3 , 

“Advocating for the Health Impacts of Tobacco and 

Necessity of Countermeasures,” encompasses items 

related to advocacy efforts that raise awareness among 

local residents and stakeholders about the health 

effects of tobacco and the need for tobacco control 

measures. Factor 4, “Development and Promotion of 

Countermeasures,” reflects the organized development 

and advancement of tobacco control initiatives, 

especially in the absence of established precedents. 

F ina l ly ,  Fac to r  5 ,  “Pol i cy  Pos i t ion ing  and 

Organizational Structure,” indicates the clear 

integration of tobacco control into local government 

plans and the establishment of organizational 

structures to support these measures. These factors 

include evaluation items that are particularly relevant 

to tobacco control, a public health area that faces 

strong resistance both inside and outside organizations 

and has shown limited overall progress compared with 

other health initiatives such as diet and exercise.

　Criterion-related validity （concurrent validity） was 

evaluated using an existing scale as an external 

criterion. There was a significant positive correlation 

between the CSTC and the Scale for Evaluating the 

Policy-Making Ability of Public Health Nurses9）. 

Because  the  ex i s t ing  sca le  a s sesses  po l i cy 

implementation ability among public health nurses, the 

CSTC was also confirmed to measure competency in 

the policy implementation aspects of tobacco control, 

supporting our hypothesis. In addition, a known-group 

analysis was conducted to examine the relationship 

between the CSTC and variables such as years of 

experience as a public health nurse, job position, and 

training in tobacco control, confirming the scale’s 

known-group validity.

　These findings suggest that the scale developed in 

this study demonstrates sufficient reliability and 

validity for evaluating the tobacco control competency 

of public health nurses in local governments.

3 ．Significance and potential use of this scale
　No evaluation scales based on competency 

frameworks specifically focused on the promotion of 

tobacco control by public health nurses in local 
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governments have been reported in Japan or 

internationally, highlighting the significant academic 

value of this scale. The scale items were developed 

based on individual interview surveys with public 

health nurses experienced in tobacco control within 

advanced local governments, allowing for the 

extraction of competencies that reflect real-world 

conditions in tobacco control. By focusing on 

competencies that lead to concrete outcomes, each 

scale item can serve as a practical guide for public 

health nurses tasked with promoting effective tobacco 

control.

　Moreover, the scale allows public health nurses to 

verbalize and self-assess competencies, making 

previously intangible qualities more visible and thus 

identifying areas for improvement. This tool can be 

used to enhance the practical abilities of public health 

nurses involved in tobacco control and evaluate 

educational programs, such as training sessions. These 

applications are expected to promote and improve 

tobacco control efforts within local governments 

across Japan, ultimately contributing to the goals of 

Health Japan 21 （third phase）, which include reducing 

smoking rates, preventing passive smoking, and 

extending healthy life expectancy.

　Additionally, because the Framework Convention 

on Tobacco Control̶which promotes tobacco control 

internationally̶is positioned as a model for non-

communicable disease prevention by the World Health 

Organization, the findings from this study may be 

applicable to community-wide health promotion 

activities, such as those focused on exercise and diet.

4 ．�Limitations of this study and future 
challenges

　Although this survey was conducted nationwide and 

achieved a reasonable response rate, caution is needed 

when genera l iz ing  the  resu l t s  because  only 

approximately 10% of local governments nationwide 

participated. Future challenges include expanding the 

survey population, examining construct validity 

through confirmatory factor analysis, and using this 

scale as an evaluation tool in in-service education on 

tobacco control to verify its predictive validity.

V．CONCLUSION

　In this study, we developed a draft scale based on an 

interview survey with public health nurses from 

municipalities with advanced tobacco control measures 

and assessed the scale’s reliability and validity through 

a nationwide survey. The new CSTC consists of 33 
items across 5 subscales and demonstrates reliability 

（internal consistency, reproducibility） and validity 

（content validity, construct validity, criterion-related 

validity）. This scale will support efforts to strengthen 

the competency of public health nurses in tobacco 

control and serve as an educational evaluation tool, 

such as in training programs on tobacco control.
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要　　　　　旨

【目的】精神科病院における精神科認定看護師の活用状況と，看護管理者が精神科認定看護師に期待することを明

らかにする。

【方法】全国の精神科病院の看護管理者を対象に無記名自記式質問紙調査を実施し133名からの回答を得た。精神

科認定看護師の有無で施設の基本状況，看護師の教育方法，看護の課題などを比較した。次に精神科認定看護師

を活用できている群とできていない群の 2群で精神科認定看護師の活動内容を比較した。そして，看護管理者が

精神科認定看護師に期待することをカテゴリーに分類した。

【結果】精神科認定看護師は院内教育や委員会活動で活用され，特に看護倫理や医療安全に貢献していた。また，

病院の設置主体や規模によって活用の程度に差がみられた。看護管理者は精神科認定看護師に対して「個人の成

長に関する期待」「看護実践とケアに関する支援」「教育・指導における役割」「組織への貢献」「地域や他施設へ

の貢献」の役割を期待していた。

【考察】精神科認定看護師の活用は看護の質向上に寄与するものの，施設の規模により差があり，その格差を是正

する必要があることが課題として示された。

Key words：精神科認定看護師 , 看護管理者，精神科看護，キャリア支援

Abstract

Objective: To clarify how nursing managers in psychiatric hospitals utilize certified expert psychiatric nurses 

（CEPNs） and what activities they expect CEPNs to perform.

Methods: Nursing managers in psychiatric hospitals throughout Japan were surveyed using an anonymous, self-

administered questionnaire, and responses were obtained from 133 respondents. Basic conditions of the facilities, 

educational methods of the nurses, and nursing issues were compared according to the presence or absence of 

CEPNs. Next, CEPN activities were compared to two groups: those who could utilize CEPNs and those who could 

not able to utilize CEPNs. We then classified the nursing managers' expectations of CEPNs into categories.

Results: CEPNs are utilized for in-hospital education and committee activities while contributing to nursing ethics 
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Ⅰ．序論

　日本における精神疾患を抱える患者数は増加傾
向にあり，2020年には614.8万人となっている1）。
精神科の看護師は，患者との適切なかかわり方を
評価し自らを看護の道具として柔軟に活用するこ
とが求められる。そのためには，的確な知識・技
術と共に感受性や感情をコントロールする能力が
必要である2）。精神看護学が看護学の一分野とし
て位置づけられたのは1990年代後半である3）。精
神科看護師の平均年齢は43.5歳であり，40歳以上
の看護師の割合が62.3％を占めている4）ため，学
生時代に精神看護学を専門科目として学んでいな
い看護師も少なくない。また，精神科病院におけ
る100床あたりの常勤換算従事者数をみると，医
師は一般病院の16.1人に対して精神科病院は3.7
人、看護師は一般病院の57.9人に対して精神科病
院は22.7人と，一般病院に比べて精神科病院は配
置人数が少ないのが現状である5）。このような状
況下で，精神科看護の質を担保することは容易で
はなく，組織としての取り組みが必要である。近
年は，精神障害者をとりまく法律や施策が刻々と
変化しており6），その変化に対応しつつ精神科看
護の質を向上させていかなければならない。それ
を実現化させる方略の一つに，精神科認定看護師
の活用がある。
　1995年，日本精神科看護協会は，医療現場にお
ける看護ケアの拡充と質の向上を図ることを目的
に，精神科認定看護師制度を発足させた。現在，
実践，相談，指導，知識の発展が精神科認定看護
師の役割として示され7），これらの活動により精
神科看護の質向上が期待されている。精神科認定
看護師が活動するためには，組織の理解と協力が
欠かせない。特定機能病院の認定看護師の活用に

おいて，看護管理者は組織活動の参画を推進し活
用しており，配置の決定権をもっている8）ことが
報告されている。また， 認定看護師の活動実態と
活用状況，またそれらの活動や活用に対する看護
部長の認識等の調査で，看護サービスの質の向上
やスタッフの実践モデルで認定看護師導入の効果
を認めていたこと9）も報告されている。精神科認
定看護師について，看護管理者は関係する医療
チームと協働して，質の高い看護実践を行うこと
を期待していること10），や指導役割を求めている
こと11）が報告されている。しかし，この調査は小
規模であり，精神科認定看護師の活用に関する看
護管理者の大規模調査は実施されていない。
　そこで，本研究では精神科病院における精神科
認定看護師の活用状況と，看護管理者が精神科認
定看護師に期待することを明らかにすることを目
的とした。それにより，精神科認定看護師の活用
における課題が明確となり，今後の認定看護師の
有効な活用体制について示唆を得ることができる
と考える。

〈本研究における用語の定義〉
1 ． 精神科認定看護師（Certified Expert Psychiatric 

Nurse：CEPN）
　一般社団法人日本精神科看護協会で、精神科認
定看護師教育課程を修了した上で本制度における
認定審査に合格し、精神科の看護領域において優
れた看護能力、知識を有すると認められた者7）を
示す。

Ⅱ．方法

1 ． 研究デザイン：無記名自記式質問紙調査によ
る量的記述研究

2 ． 調査対象：全国の精神科を主科とする998病

and medical safety. The degree of utilization differed depending on the organization and scale of the hospital. 

Nursing managers expected CEPNs to carry out the following roles: expectations regarding personal growth, support 

regarding nursing practice and care, role in education and leadership, contribution to the organization, and 

contribution to the community and other facilities.

Discussion: Although the use of CEPNs contributes to improving nursing quality, there are differences depending on 

the scale of the facility, and the need to correct these differences was indicated as an issue to be addressed.

Key words： certified expert psychiatric nurse, nursing manager, psychiatric nursing, career support
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院の看護管理者
3 ． 調査方法：各病院の看護管理者 1名の対象者
に書面で研究参加への協力を依頼し，参加で
きる場合，同封した質問紙に回答をして返送
を求めた。調査期間は2021年11月 5 日から12
月10日である。

4 ．調査内容： 

1 ） 対象者の基本属性として性別，年齢，卒業し
た看護基礎教育機関，看護部長歴，看護師歴，
精神科看護師歴 

2 ） 病院の基本情報として，設置主体，病床数，
看護師数，看護師の資格取得状況

3） 看護師の教育方法及び看護の課題 (複数回答
可）

4） 精神科認定看護師について，人数および活動
状況

5） 精神科認定看護師の活用状況
6） 精神科認定看護師に期待する活動を記述で回
答を求めた。

5 ． 分析方法：すべての質問項目について記述統
計を行い回答の傾向を把握した。次に精神科
認定看護師（CEPN）がいる群（以下，CEPN

有群）と，いない群（以下，CEPN無群）の
2群に分け，調査内容 1）- 3 ）のすべての
項目をχ2検定で比較した。そして，精神科
認定看護師を活用できていますかの問いに対
して「できている」，「ややできている」と回
答した人を「活用できている群」，「できてい
ない」「ややできていない」と回答した人を「活
用できていない群」として，調査内容 1）- 4 ）
のすべての項目をχ2検定で比較した。デー
タ分析は SPSS 28.0 for Windowsを用い，有
意水準 5％とした。また，記述回答から「精

神科認定看護師に期待する活動」を抽出し，
類似性に従ってカテゴリー化した。

6 ．倫理的配慮
　研究者は対象に，研究目的，調査方法，自由意
思による研究参加とし協力の有無において不利益
がないこと，参加者の個人情報保護と秘密保持の
情報管理，研究結果の公表等について文書で説明
を行った。無記名式のアンケート調査であるため，
回答の返信をもって同意とみなすこと，返信後の
撤回は不可能であることを明記した。岐阜医療科
学大学研究倫理委員会（2021-12）および中部学
院大学研究倫理委員会（C21-0005）の承認を得
て実施。また，ヘルシンキ宣言（1964年）及びそ
の後の改訂に記載されている医学研究の倫理原則
に従って実施した。

Ⅲ．結果

　精神科を主科とする998施設の看護管理者に調
査依頼をして133名から回答を得た（回収率
13.3％）。
1 ．対象者および所属病院の基本属性
　性別は男性58名（43.6％），女性75名（56.4％）
であった。平均年齢は56.4±6.8歳であった。また，
平均看護師経験年数は31.1±9.1年であり，平均精
神科看護師経験年数は21.1±12.4年であった。そ
して，平均看護部長歴は5.2±6.3年であった。看
護基礎教育課程は，専門学校・専修学校が112名
（88.9％）と最も多かった（表 1）。
　対象者の所属する病院の設置主体は医療法人が
最も多く100施設（76.3％）であった。病床数は
200床未満が最も多く58施設（43.6％）を占めて
いた。常勤の看護師数は，50人未満が最も多く57
施設（42.9％）を占めていた。看護師の資格取得

項目 ｎ （％）
性別　　　　　　　（ｎ＝133） 男性 58 （43.6）

女性 75 （56.4）
看護基礎教育課程　（ｎ＝126） 専門学校 112 （88.9）

短期大学 6 （4.8）
　 大学 8 （6.3）

平均± SD
年齢　　　　　　　（ｎ＝129） 56.4±6.8歳
看護部長歴　　　　（ｎ＝127） 5.2±6.3年
看護師歴　　　　　（ｎ＝101） 31.1±9.1年
精神科看護師歴　　（ｎ＝102） 21.1±12.4年

表 1 　属性
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状況では，精神科認定看護師がいると回答してい
た人は61施設（45.9％），いないのは72施設（54.1％）
であった。 1施設あたりの精神科認定看護師の人
数は 1人が最も多く（34施設，56％），次いで 2
名（13施設，21％），最多は10人（ 1施設，0.8％）
であった。認定看護師がいると回答していた人は
31施設（23.3％）であり，専門看護師がいると回
答していたのは18施設（13.5％）であった（表 2）。
2 ．看護師の教育方法および看護の課題
　看護師の教育方法で「あてはまる」と回答した
人が多かったのは，「看護部門の院内研修」（126名，
94.7％），次いで「日本精神科看護協会の研修」（121
名，91.0％）であった。看護の課題で「あてはまる」
と回答した人が多かったのは，「看護倫理」（80名，
66.2％），次いで「医療安全」（80名，60.2％）であっ
た。
3 ．�精神科認定看護師の活動内容と活用状況およ
び満足度

　精神科認定看護師の活動内容では，「あてはま
る」と回答した人が最も多かったのは，「院内で

の教育活動」と「委員会」（48名，78.7％）であっ
た。委員会で最も多かったのが「行動制限最小化
委員会」（32名，66.7％）であった。精神科認定
看護師を活用できていると思うかの問いで，回答
が最も多かったのは「ややできている」（21名，
35.0％）であった。
　精神科認定看護師の活動に満足しているかの問
いで，「満足している」「やや満足している」と回
答した人は22名（36.7％）であり，「どちらとも
いえない」と回答した人も同数であった。「満足
していない」「やや満足していない」と回答した
人は16名（26.7％）であった（表 3）。
　精神科認定看護師の採用または養成を「考えて
いる」と回答した人は100名（75.2％）で「考え
ていない」と回答した人は33名（24.8％）であった。
4 ．精神科認定看護師の有無による比較
1 ）病院の基本情報
　表 4に精神科認定看護師の有無と病院の基本状
況の比較で有意差のあった変数を示す。χ2検定
を行った結果，設置主体で有意な差が得られた

項目 ｎ （％）
所属施設の設置主体 国 3 （2.3）

公的医療機関 14 （10.5）
医療法人 102 （76.7）

　 その他 14 （10.5）
病床数 200床未満 58 （43.6）

200-299床 48 （36.1）
　 300床以上 27 （20.3）

看護師数（常勤） 50人未満 57 （42.9）
50-99人 53 （39.8）

　 100人以上 23 （17.3）
精神科認定看護師 いる 61 （45.9）

いない 72 （54.1）
認定看護師 注 1） いる 31 （23.3）

いない 102 （76.7）
専門看護師 注 2） いる 18 （13.5）

いない 115 （86.5）

項目 ｎ （％）
精神科認定看護師の活用 できている 5 （8.3）

ややできている 21 （35.0）
どちらともいえない 20 （33.4）
ややできていない 6 （10.0）
できていない 8 （13.3）

精神科認定看護師の活動への満足度 満足している 4 （6.7）
やや満足している 18 （30.0）

どちらともいえない 22 （36.6）
やや満足していない 12 （20.0）

　 満足していない 4 （6.7）

表 2 　病院の基本情報 ｎ＝133

表 3 　精神科認定看護師の活用と活動への満足度 ｎ＝60

注 1） 日本看護協会が定める認定
看護師教育を修め，認定看
護師認定審査に合格した者

注 2） 看護系の大学院で修士課程
を修了して必要な単位を取
得した後に，専門看護師認
定審査に合格した者
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（χ2（ 3 ）＝23.551，p＝ .000）。残渣分析の結果，
CEPNいる群は CEPNいない群に比べて「公的医
療機関」と回答した人，および CEPNいない群
は CEPNいる群に比べて「医療法人」と回答し
ている人が多かった。また病床数でも有意な差が
得られた（χ2（ 2 ）＝14.595，p＝ .001），残渣
分析の結果，CEPNいる群は CEPNいない群に比
べて「300床以上」と回答している人，および
CEPNいない群は CEPNいる群に比べて「200床
未満」と回答している人が多かった。看護師数も
有意な差が得られた（χ2（ 2 ）＝26.611，p＝ .000）。
残渣分析の結果，CEPNいる群は CEPNいない群
に比べて「100人以上」と回答している人，およ
び CEPNいない群は CEPNいる群に比べて「50
人未満」と回答している人が多かった。また，認
定看護師の有無では，CEPNいる群で認定看護師
が「いる」と回答した人の割合が有意に多く
（χ2（ 1 ）＝19.694，p＝ .000），専門看護師の有
無でも CEPNいる群で専門看護師が「いる」と
回答した人の割合が有意に多かった（χ2（ 1 ）
＝5.825，p＝ .016）。
2）看護師の教育方法および課題
　看護師の教育方法で，「あてはまる」と回答し
た人の割合で有意差が得られたのは，「日本精神
科看護協会の研修」（χ2（ 1 ）＝4.529，p＝ .033）
と「部署単位の勉強会」（χ2（ 1 ）＝5.424，p＝ .020）
であった。どちらも CEPNいる群で「あてはまる」
と回答する人の割合が多かった（図 1）。看護の
課題で，「あてはまる」と回答した人の割合で有
意差が得られたのは，「精神疾患看護」（χ2（ 1 ）

＝8.660，p＝ .003）と「院内教育関係」（χ2（ 1 ）
＝4.543，p＝ .033）であった。どちらも CEPNい
る群で「あてはまる」と回答した人の割合が少な
かった（図 2）。そして，今後資格取得看護師の
養成または採用について「考えている」と回答し
た人の割合に有意差が得られ，CEPNいる群で割
合が多かった（χ2（ 1 ）＝5.962，p＝ .015） 。
5 ．精神科認定看護師の活用の有無による比較
　精神科認定看護師がいると回答した61名のうち
未回答者を除く60名を分析対象とし，「活用でき
ている」か「活用できていない」かによって 2群
に分けて比較した結果を図 3に示す。
1）精神科認定看護師の現在の活動
　精神科認定看護師の活動で「あてはまる」と回
答した人の割合で有意差が得られたのは，「院内
での教育活動」（χ2（ 1 ）＝5.119，p＝ .024）と「決
まった活動の確保」（χ2（ 1 ）＝5.358，p＝ .021）
と「認定看護師会」（χ2（ 1 ）＝4.309，p＝ .038）
であった。いずれも活用できている群で「あては
まる」と回答した人の割合が多かった。
2）精神科認定看護師の活動への満足度
　精神科認定看護師の活動に「満足している」「や
や満足している」と回答していた人を「満足群」
とし、「満足していない」「やや満足していない」
と回答した人を「満足していない群」として，活
用の有無と比較した結果，有意な差があり，活用
できている群で「満足群」の割合が多かった
（χ2（ 1 ）＝21.214，p＝ .000）。また，「精神科
認定看護師を活用できていますか」に対する回答
と「精神科認定看護師の活動に満足していますか」

項目 いない いる χ2 検定
ｎ （％） ｎ （％） p値

設置主体 国 1 （33.3） 2 （66.7）

.000公的医療医機関 0 （ 0） 14 （100）
医療法人 66 （64.7） 36 （35.3）

　 その他 5 （35.7） 9 （64.3）
病床数 200床未満 42 （72.4） 16 （27.6）

.001200-299床 21 （43.7） 27 （56.3）
　 300床以上 9 （33.3） 18 （66.7）

看護師数 50人未満 43 （75.4） 14 （24.6）
.00050-99人 26 （49.1） 27 （50.9）

　 100人以上 3 （13.0） 20 （87.0）
認定看護師 いない 66 （64.7） 36 （35.3）

.000　 いる 6 （19.4） 25 （80.6）
専門看護師 いない 67 （58.3） 48 （41.7）

.016　 いる 5 （27.8） 13 （72.2）

表 4 　精神科認定看護師の有無による病院の基本状況との比較 ｎ＝133
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図 1 精神科認定看護師の有無による看護師の教育方法の比較  

―「あてはまる」と回答した人の割合 (％ )―  
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図 2 精神科認定看護師の有無による看護の課題の比較  

―「あてはまる」と回答した人の割合 (％ )―  
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図 1 　精神科認定看護師の有無による看護師の教育方法の比較　―「あてはまる」と回答した人の割合（％）―
χ2 検定　p＜0.05*

図 2 　精神科認定看護師の有無による看護の課題の比較　―「あてはまる」と回答した人の割合（％）―
χ2 検定　p＜0.05*，p＜0.01**
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の回答には強い正の相関が確認された（r＝ .782）。
6 ．�看護管理者が精神科認定看護師に期待するこ
と

　精神科認定看護師に期待することとして，90名
（精神科認定看護師がいる施設は77名85.6％）か
ら回答が得られた。「個人の成長に関する期待」「看
護実践とケアに関する支援」「教育・指導におけ
る役割」「組織への貢献」「地域や他施設への貢献」
の 5カテゴリーに分類した。各カテゴリーの具体
的記述の一部を表 5に示した。

Ⅳ．考察

1 ．精神科認定看護師の活用状況
　本調査の結果から，精神科認定看護師が在籍し
ていたのは133施設の内61施設（42.9％）であり，
その中で精神科認定看護師を活用できているのは
26施設（43.3％）であった。このことから，精神
科認定看護師を配置し活用できているのは対象施
設の19.5％であることが明らかとなった。活用で
きている施設では精神科認定看護師は委員会活
動，特に行動制限最小化委員会や教育活動の役割

 

 

 
図 3 活用の有無による精神科認定看護師の活動内容の比較  

―「あてはまる」と回答した人の割合 (％ )―  

χ 2 検定 ｐ＜ 0.05＊，ｐ＜ 0.01** 
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図 3 　活用の有無による精神科認定看護師の活動内容の比較　―「あてはまる」と回答した人の割合（％）―
χ2 検定　p＜0.05*，p＜0.01**

カテゴリー 内容（一部抜粋）

個人の成長に関する期待
自身の調整力をつけてほしい
自己の活動の評価をしてほしい
知識のインプットをしてほしい

看護実践とケアに関する支援
困難事例への介入をしてほしい
臨床現場に立ち続けてほしい
院内の看護実践について現状把握してほしい

教育・指導における役割

専門知識の伝達をしてほしい
リンクナースを育成してほしい
倫理的視点の教育に携わってほしい
行動制限の解除の教育に携わってほしい
看護研究への取り組みをしてほしい

組織への貢献（対内活動）
所属を超えた積極的活動をしてほしい
多職種協働でのリーダーシップをとってほしい
院内活動の活性化をしてほしい

地域や他施設への貢献（対外活動）

精神科認定看護師がいない病院でも活動してほしい
一般住民への出前講座
地域の小中高校での精神疾患に関する啓蒙活動
地域の中で協働してほしい

表 5 　看護管理者が精神科認定看護師に期待すること



Medical Science and Educational Research 19 2025 p. 67～ 76

74

を担っていた。精神科医療においては「精神保健
及び精神障害者福祉に関する法律」を遵守しなけ
ればならない。2004年の診療報酬の改定で「医療
保護入院等診察料」が新設され，その中で「行動
制限最小化委員会」の設置が義務付けられた12）。
行動制限最小化委員会は「精神科入院医療におい
て，精神症状の悪化のために隔離・身体拘束等で
患者の行動の制限が必要とされる場合には，患者
の人権に配慮しつつ，病状に応じて最も制限の少
ない方法で行う必要がある」という理念を実現す
るための組織として位置づけられている13）。行動
制限最小化委員会の実態調査では，97.5％の施設
に行動制限最小化委員会があり，すべての施設で
看護師が委員会に在籍してること，そして主に発
言しているのが看護師である病院が61.6％であっ
たことが報告されている14）。近年隔離・拘束の増
加が指摘されている15,16）が，行動制限の最小化に
ついては，看護師によって判断が違うこと17）が示
されており，看護師自身も意識不足や研修会の必
要性を認識していることが報告されている18）。本
調査では、行動制限最小化委員会に配置されてい
る精神科認定看護師が66.7％であり，看護管理者
は精神科認定看護師が持つ行動制限最小化に対す
る知識やアセスメント力，看護実践力に期待して
いると考えられる。
　教育活動については，精神科認定看護師を活用
できていると回答した看護管理者の88.5％が，活
用内容として「院内での教育活動」を挙げていた。
つまり，精神科認定看護師の活用の主軸が教育活
動であるといえる。また，看護の課題をみると，
精神科認定看護師がいる施設よりもいない施設の
方が，「精神疾患看護」「院内教育関係」を挙げた
割合が多かった。「精神疾患看護」は精神科看護
の実践を指しており，精神科認定看護師の院内教
育活動が，精神科看護の実践力向上に寄与してい
ると捉えることができる。看護師の教育方法をみ
てみると，精神科認定看護師がいる施設ではいな
い施設よりも，部署単位での勉強会が多く行われ
ているという結果が得られた。この結果と，これ
までの精神科認定看護師による部署単位での教育
の実践報告19,20）を鑑みると，部署単位での勉強会
に精神科認定看護師が直接関与している可能性は
大きいが，本調査では明確にはなっていない。よっ

て，今後，精神科認定看護師の教育活動の詳細と
看護師への影響について明らかにする必要があ
る。 

　また，看護管理者の36.7％は精神科認定看護師
の活動に満足しているものの同様の割合でどちら
ともいえないとの回答があった。また，活用でき
ていると回答した看護管理者は満足度も高いこと
が明らかとなった。精神科認定看護師を活用でき
ている看護管理者の施設では，認定看護師会や決
まった活動時間の確保がされている割合が有意に
高かったことから，精神科認定看護師の活用のた
めのシステムが構築されていることが推察され
る。活用のシステムがあることによって，他のス
タッフが精神科認定看護師を活用しやすくなり，
他のスタッフにプラスの影響をもたらすことが期
待できる。看護管理者の満足度は，精神科認定看
護師の活動そのものだけでなく，活動の波及効果
を含めてのものではないかと考える。
2 ．�看護管理者の精神科認定看護師への期待と課
題

　看護管理者の75.2％が今後精神科認定看護師の
採用や養成を「考えていると」回答しており，看
護管理者の精神科認定看護師への期待は高いこと
が推察される。看護管理者は，精神科認定看護師
に対し，日々の看護実践や看護師への指導、教育
活動による組織への貢献に期待していた。施設の
看護の課題として，看護倫理と医療安全について
60％以上の施設があてはまると回答しており，精
神科認定看護師の有無による差がなかった。精神
科において，精神科特有の治療や治療環境で，看
護師が直面するほとんどの倫理的問題は価値の対
立を含んでいること21），や倫理的ジレンマが精神
的ストレスに与える影響が強いこと22）が報告され
ている。また，臨床で体験する問題を倫理的観点
からとらえる倫理的感受性を高めるために教育が
重要であること23）も報告されているが，こういっ
た倫理的問題や，医療安全の課題に対する精神科
認定看護師の活動が不十分であることが示唆され
た。一方で，看護管理者は，精神科認定看護師自
身のキャリア形成に期待しており，キャリアを形
成し組織に貢献できる精神科認定看護師を活用す
ることで，看護師に影響を与え，組織全体の看護
に質向上につながると考えていることが推察され
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た。さらに，施設内での役割だけでなく，他の施
設での教育活動や地域住民への啓発活動などを通
して，地域全体での精神科看護の普及を期待して
いることも明らかとなった。近年，看護部長の実
践の範疇が地域へ広がっていることが報告されて
おり24），本調査では，看護管理者が精神科認定看
護師にその役割を期待していることが示唆され
た。2024年現在，精神科認定看護師数は928名と
なっている25）。しかし，300床以上の病院や公的
医療機関では精神科認定看護師の配置率が高い一
方で，200床未満の施設や医療法人では配置率が
低く，精神科認定看護師の活用機会が限定されて
いる現状が確認された。看護管理者が期待してい
るように，精神科認定看護師が所属する施設のみ
ならず地域の施設での教育活動を行うなど，広域
的な活用をしていくことで，格差の是正が図れる
のではないかと考える。
　精神科看護の質向上のために精神科認定看護師
を活用することが有効であるが，活用しきれてい
ないジレンマがあることが示唆された。精神科認
定看護師の活用のためには，看護管理者のみなら
ず病院組織全体で精神科認定看護師の有効活用に
ついて考えるとともに，精神科認定看護師も自身
の活動案や活動に対する評価を提示するなど，看
護管理者の期待にあがった主体性のある行動も必
要であると考える。活動状況が整うことで精神科
認定看護師が本来の役割を発揮しやすくなると考
えられる。

Ⅴ．結論

　精神科認定看護師が在籍し活用できているのは
全体の19.5％であった。活用状況は施設の規模や
設置主体によって異なり，活用されている施設で
は，主に委員会活動や教育活動における役割が中
心であった。一方，精神科認定看護師がいない施
設では，精神疾患看護や院内教育に関連する課題
が多く，精神科認定看護師の存在が実践力向上に
寄与していることが示唆された。
　なお，本研究に関して開示すべき利益相反関連
事項はない。
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要　　　　　旨

【目的】助産学実習前分娩見学による学生の気持ちの変化と教育効果，分娩見学実施の効果を検証し，教育への示

唆を得る。

【方法】分娩見学を希望した助産学専攻科学生14名に対し，見学前後 2回，Web回答による無記名調査を実施した。

分娩見学への意欲などは11段階で評価し，自由記載項目は質的帰納的に分析した。卒業時の到達目標33項目は単

純集計した。

【結果】分娩見学満足度の平均値は9.7，「産婦の外陰部の変化」「産婦の様子」「児の回旋と娩出」で学生のイメー

ジは変化した。助産学実習への期待度は微増，不安感は大差なかった。卒業時の到達目標33項目のうち，「分べん

の進行状態を診断する」で理解できるようになった学生の割合が増加した。

【考察】分娩見学により学習への意識付けができ，学習効果が得られた。学生は ,学習内容の明確化と自主的に学

ぶ意欲と姿勢を持つこと，教育者は，教育目標の明確化と教育目標が達成できる施設の選択が課題である。

Key words：助産学生，分娩見学，助産学教育

Abstract

Objective: This study aimed to examine the changes in students’ feelings and educational effects of childbirth 

observation before midwifery practice and provide suggestions for educational improvements. 

Methods: An anonymous survey of 14 midwifery students who participated in childbirth observations was conducted 

twice before and after childbirth observation. ‘Motivation for childbirth observation’ and other factors were 

evaluated on an 11-point scale, and free-form questionnaires were analyzed using qualitative and functional 

approaches. Thirty-three goals to be achieved upon completion of the midwifery course were simply tabulated.

Results: The average satisfaction level of childbirth observation was 9.7, and the imagination of students changed 

with “changes in the vulva of the parturient woman,” “state of the parturient woman,” and “fetal rotation and 

delivery.” Of the 33 goals to be achieved at the time of graduation from the midwifery course, the percentage of 

students who understood “diagnosing the progress of delivery” increased.

Discussion: The educational effects of childbirth observation were obtained because midwifery students were 

motivated in their studies by childbirth observation. Students are expected to clarify the content of learning and 
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Ⅰ．序論

　近年，日本では少子化が深刻な問題であり，
2023年の合計特殊出生率は1.20と2015年の1.45以
降，減少の一途を辿っている1）。少子化に伴い，
分娩取り扱い施設も年々減少している。厚生労働
省における2023年の医療施設調査2）によると，
2023年 9 月中に分娩を取り扱った施設数は一般病
院886，一般診療所880の合計1,766施設であった。
2014年は合計2,284施設あったが， 9年間で518施
設が減少した。分娩取り扱い施設の減少は，母性
看護学実習・助産学実習の実習先確保に大きな影
響をもたらし，学生が臨地実習で経験できる内容
にばらつきが生じている3）。また，2020年から流
行した新型コロナウイルス感染症の影響により，
看護学臨地実習が実習要項に定められた日数行え
なかった現状がある。文部科学省における2021年
の報告によると，大学の看護師等養成課程の大学
のうち97％が全てまたは一部の実習科目で代替措
置を講じており，その内容は学内実習・学内演習・
オンライン・紙面による課題学習であった4）。
　全国助産師教育協議会が2023年 4 月に助産教育
を開始する学生に対して行った調査によると，大
学専攻科に入学した学生の 2割が産科病棟での実
習を経験していなかった。実習を経験した学生で
も29％の学生が妊婦の受け持ちを，35％の学生が
産婦の受け持ちを，52%の学生が褥婦の受け持
ちを経験していなかった5）。さらに，73%の学生
が母性看護学実習で分娩見学をしないで助産学専
攻科に入学していることも報告されている5）。新
型コロナウイルス流行前に母性看護学実習を行っ
た学生に，同協議会が2020年に行った同様の調査
報告では，大学専攻科入学生の96％が病棟での母
性看護学実習を終了しており，61％が分娩見学を
経験していたと報告されている6）。二つの調査を
比較すると，臨地実習の実施状況に明らかな変化
があり，大学専攻科入学時の学生のレディネスに
大きな違いがある。

　助産学実習は母性看護学実習とは異なり，実践
が大半を占める。また，分娩は24時間いつあるの
か予測が困難なため，分娩待機しなくてはならな
い。これは，母性看護学実習では経験しておらず，
学生にとっては未知の世界である。
　看護師等養成所の運営に関するガイドラインの
「助産師に求められる実践能力と卒業時の到達目
標」によると，妊産褥婦と新生児の診断とケアに
ついて“看護職員や教員の指導の下で行う”こと7）

となっている。A大学における助産学実習の方法
は，助産学実習開始当日から分娩見学後， 1例目
の経腟分娩を介助する実習に入る。そのため，学
生は教員の指導と教科書や動画から分娩のイメー
ジを作り上げ，学内演習をしている。多くの学生
が実際の分娩を見たことがないまま行っており，
想像と実際とのギャップに衝撃を受ける学生が多
い。実際に分娩経過を見学する経験は，演習にお
ける教育効果が高いと推測する。
　先行研究では，看護学生を対象とした母性看護
学実習における分娩見学について述べた論文は複
数あるが，助産学生を対象とした分娩見学につい
て述べた文献は過去15年以内で 2 件8, 9 ）のみで
あった。
　以上のことから，助産学実習が始まる前に分娩
を見学することで，分娩のイメージや助産ケアの
イメージがつきやすく，また，学内での技術演習
の学習がより深まる効果が期待でき，円滑な助産
学実習開始につなげられると考える。
　本研究は，単位外で計画した助産学実習前分娩
見学を実施することにより，学生の気持ちの変化
と教育効果，分娩見学実施の効果を検証し，教育
への示唆を得ることを目的とする。そして，円滑
な助産学実習開始につなげられたのかを考察する
ことで次年度以降の助産学専攻科学生の学習効果
の向上に寄与すると考える。

become motivated and willing to learn independently. Educators must clarify their educational goals and select 

facilities for childbirth observation that enable them to achieve their educational goals.

Key words：midwifery students, childbirth observation, midwifery education



鷲見陽恵：助産学実習前分娩見学における教育効果の検討

79

Ⅱ．方法

1 ．用語の定義
・ 分娩見学：産婦の分娩に立会い，分娩時の産婦
や家族の様子・児の娩出の状況とその際の外陰
部の変化・助産師の分娩介助時の役割について，
看護師資格を有する助産学生の視点で分娩を見
学すること。

・ 助産ケア：「いのちの尊さがわかる」「分娩期の
産婦の状態」「分娩介助・役割」「産婦の観察」「助
産診断」「異常時の対応」「産婦への配慮」「胎
児および新生児のケア」「母子愛着形成」「産科
医療チームとしてのメンバーの役割」「産婦の
状態：心身の状態のケア」「児の回旋と娩出を
助ける」を指す。

・ 分娩のイメージ：「母親が頑張っている」「パー
トナーが協力していのちが誕生すること」「感
動する」「女性の身体の素晴らしさ」「回旋しな
がら産まれる」「陣痛」等の助産学生からみた
イメージ。

・ 教育効果：分娩見学を通して，学生の助産ケア
のイメージが高まること，分娩介助時の助産師
の役割が明確になることを指す。

・ 気持ちの変化：助産学実習に対する期待度・不
安感・学習意欲の変化を指す。

・ 間接介助者：分娩介助者以外で，出産の場で役
割を果たす看護職を指す。

・ 新生児係：インファントウォーマー下で出生直

後の新生児のケアを行う看護職を指す。
2 ． 研究デザイン：Web回答による無記名調査
票を用いた観察研究

3 ． 調査対象：A大学助産学専攻科16期生17名の
うち，助産学実習前に履修単位外である分娩
見学を希望した学生14名

4 ．分娩見学の概要
1 ）分娩見学と関連科目の時期
　令和 6年度の分娩見学及び関連科目の実施時期
を図 1に示す。
2）分娩見学の方法
　分娩見学は 2名の学生がペアとなり， 5月～
6月末の土日祝日を利用して，分娩待機を自宅で
行う。分娩が近い産婦が入院した際，担当助産師
より学生に電話が入り，学生は施設へ向かう。学
生は施設内で待機し，産婦の分娩室入室時に産婦
と共に分娩室へ入室し，分娩見学を行う。分娩に
立ち会う者は，医療者（産科医師・助産師・看護
師）・産婦の家族・学生 2名となる。また，対象
となる産婦には，紙面にて，見学施設の医師が，
対象産婦の妊婦健診時または分娩入院時に説明を
行い，学生が分娩に立ち会わせていただく同意を
得ることとする。分娩見学対象となる産婦の選定
は，施設の医師に一任している。
3）分娩見学事前オリエンテーション
　分娩見学を希望した学生には，事前に，上記分
娩見学の方法・施設の場所と行き方・注意事項等
を記載した用紙を配布し，口頭での説明を一斉に
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図 1 　分娩見学及び関連科目の実施時期



Medical Science and Educational Research 19 2025 p. 77～ 88

80

行う。
5 ． 調査方法：分娩見学を希望した学生に対し，
研究の説明を行い，研究の同意を得る。同意
を得た学生に， 2回のアンケート（①分娩見
学前 5 月初旬 ②分娩見学後，当日または翌
日）を実施する。Googleフォーム上にアン
ケートを作成し，研究対象者は，QRコード
をスキャンし，アンケートに回答する。アン
ケートの所要時間は10分程度である。アン
ケートは無記名とし，個人が特定できないよ
うにする。

6 ．調査内容
1 ）分娩見学前アンケート
（ 1） 対象の属性：年齢，臨床経験の有無，看護

大学入学以降に分娩見学を行った回数。
（ 2） 分娩見学への意欲（ 0 ～ 10での段階評価：

0は全く意欲がない，10は非常に意欲があ
る）

（ 3）分娩見学を希望した理由（自由記載）

（ 4） 分娩時の産婦・助産師の役割のイメージ（自
由記載）：分娩のイメージ，分娩時の産婦の
様子，産婦の外陰部の変化，児の回旋と娩出，
分娩介助者の役割，分娩時の間接介助者の
役割，分娩時の新生児係の役割

（ 5） 助産学実習への期待度と不安感（ 0 ～ 10で
の段階評価： 0は全く楽しみでない，10は
非常に楽しみである／ 0は全く不安でな
い，10は非常に不安である）

（ 6） 卒業時の到達目標33項目（表 1）：助産師に
求められる実践能力と卒業時の到達目標63
項目7）より33項目を抜粋し，分娩見学にお
ける教育効果をはかった（「理解できる」ま
たは「理解できない」の 2検法）。

2）分娩見学後アンケート
（ 1） 分娩見学を行って良かったかどうか（2検法）
（ 2） 分娩見学を行った満足度（ 0 ～ 10での段階

評価： 0は満足しなかった，10は非常に満
足した）

母子の命の尊重 1  母子両者に関わる倫理的課題に対応する

妊娠期の診断とケア

2  妊娠の診断プロセスを理解し、適切な診断方法を選択する
3  妊娠週数及び分べん予定日を推定する
4  妊娠経過を診断する
5  身体的・心理的・社会的・文化的側面から妊婦の健康状態を診断し、必要なケアを行う
6  妊婦や家族へ出産準備・親役割獲得の支援を行う
7  妊娠経過から分べん・産じょくを予測し、予防的観点から日常生活上のセルフケアを促す支援を行う
8  ペリネイタル・ロスを経験した妊産婦と家族へのグリーフケアを理解する
9  夫婦等が出生前診断の意思決定ができるよう支援する
10  ハイリスク妊婦の状態をアセスメントし、重症化予防の観点からの支援を行う

分
べ
ん
期
の
診
断
と
ケ
ア

正
常
分
べ
ん

11  分べん開始を診断する
12  破水を診断する
13  分べんの進行状態を診断する
14  産婦と胎児の健康状態を診断する
15  分べん進行に伴う産婦と家族のケアを行う
16  経腟分べんを介助する
17  出生直後から早期母子接触・早期授乳を行い、愛着形成を促す
18  産婦と共にバースレビューを行う
19  分べん進行に伴う異常を予測し、予防的なケアを行う

異
常
分
べ
ん

20  異常発生時の母子の状態から必要な介入を判断し、実施する
21  正常範囲を超える出血の診断を行い、必要な処置を理解する
22  帝王切開前後のケアを行う
23  新生児の胎外生活への適応の診断とケアを行う

産じょく期の
診断とケア

24  新しい家族としての児への愛着形成を支援する
25  授乳について自己選択ができるよう支援する
26  児の虐待ハイリスク要因に対する予防的な支援の必要性を理解する
27  心理的危機状態にある家族を支援する
28  母子分離の状態にある児や家族を支援する

家族ケア 29  新しい家族システムの状態をアセスメントし、支援方法を理解する
地域母子保健 30  母子をとりまく保健・医療・福祉関係者と連携及び協働し、母子や家族への支援を行う
法的規定 31  法令に基づく助産師の業務を理解する

パートナーに対する
支援

32  互いを尊重したパートナーとの関係の構築を啓発し、DV（性暴力等）を予防する支援を理解する
33  生活自立困難なケースに対して提供する妊娠・出産・育児に関する社会資源の情報及び支援を理解する

表 １ 　分娩見学における教育効果のねらい 33項目
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（ 3 ） 分娩見学を行って良かった理由・良くなかっ
た理由（自由記載）

（ 4） 分娩時の産婦・助産師の役割のイメージの
変化（見学前を 0としたとき，見学後どの
程度変化したか 0 ～ 10での段階評価／得点
が高い程イメージの変化が大きいことを示
し，プラスの変化・マイナスの変化は問わ
ない。具体的な内容は後述の自由記載から
読み取るとする。）：分娩時の産婦の様子，
産婦の外陰部の変化，児の回旋と娩出，分
娩介助者の役割，分娩時の間接介助者の役
割，分娩時の新生児係の役割

（ 5） 分娩時の産婦・助産師の役割のイメージの
変化（自由記載）：分娩時の産婦の様子，産
婦の外陰部の変化，児の回旋と娩出，分娩
介助者の役割，分娩時の間接介助者の役割，
分娩時の新生児係の役割

（ 6） 助産学実習への期待度と不安感（ 0 ～ 10で
の段階評価： 0は全く楽しみでない，10は
非常に楽しみである／ 0は全く不安でな
い，10は非常に不安である）

（ 7） 卒業時の到達目標33項目（表 1）：助産師に
求められる実践能力と卒業時の到達目標63
項目7）より33項目を抜粋し，分娩見学にお
ける教育効果をはかった（「理解できる」ま
たは「理解できない」の 2検法）。

7 ．分析方法
1 ） 属性，分娩見学への意欲，分娩時の産婦・助
産師の役割のイメージの変化（ 0 ～ 10での
段階評価），助産学実習への期待度と不安感
は単純集計で調べた。

2） 自由記載の項目については，分娩見学の教育
効果・今後の教育課題を明らかにするために
質的帰納的に分析した。アンケートの記述回
答を意味内容ごとに区切り，それらの類似性
に着目して分類し，複数人の研究者でカテゴ
リー化した。

3） 卒業時の到達目標33項目については，単純集
計し，理解できた学生と理解できなかった学
生の割合を分娩見学前後で比較した。

8 ．倫理的配慮
　岐阜医療科学大学の倫理委員会の承認（承認番
号：2024- 7 ）を得た上で，ヘルシンキ宣言（1964

年）及びその後の改訂に記載されている医学研究
の倫理原則に従って実施した。研究対象者の学生
には，本研究の目的や方法，研究への協力は自由
意思であること，拒否した場合にも不利益は被ら
ないこと，得られたデータは個人が特定されない
ように匿名化し，本研究の目的以外には使用しな
いことなどを文章で説明した。なお，回収したデー
タの保存期間は論文等発表後 5年間とする。

Ⅲ．結果

　分娩見学を希望した14人のうち， 1回目のアン
ケートでは14人全員， 2回目のアンケートでは分
娩見学を行った14人中13人から回答を得られ，14
人を分析対象とした。
1 ．対象者の属性
　対象者14名全員22歳であり，看護大学卒業後臨
床経験なく助産学専攻科へ入学した学生であっ
た。看護大学入学後に分娩見学を 1回行った学生
は 5人（35.7％），一度も見学したことがない学
生は 9人（64.3%）であった。
2 ．分娩見学への意欲と分娩見学を希望した理由
1 ）分娩見学への意欲
　分娩見学への意欲は 0 ～ 10の段階評価におい
て，最小値 6，最大値10，平均値 9であった。
2）分娩見学を希望した理由
　《これからの学び・今後の学習に役立つ》《経験》
《実習時のイメージがわかず心配・実習に行くこ
とへの不安》の 3カテゴリーに分けられた。今後
の学習については，「分娩をイメージできる」「一
連の流れを把握したい」「産痛緩和の方法などを
知りたい」，経験については，「分娩を実際にみた
ことがない」であった。その他として「（見学を
希望すると）先生方の印象が良さそうとだと思っ
た」という記述があった（図 2）。
3 ．「分娩」のイメージ（分娩見学前）
　分娩見学前の学生の分娩のイメージを図 3に示
す。
　分娩のイメージは，《神秘的》《奇跡》《幸せ》《痛
み・辛い》《緊張感》《心配》《不安》《相反するイ
メージ：マイナスイメージとプラスイメージ》の
8カテゴリーに分けられた。後述表 3のアンケー
ト結果より，「必死」「大変」「赤ちゃんが産まれ
ると幸せな気持ち」といった産婦の様子を表現す
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る言葉から奇跡・神秘的・幸せといったイメージ
がされたのではないかと推測される。緊張感は「危
険」「切迫している」「忙しない」など現場の様子
を表現する記述であった。また，相反するイメー
ジには，マイナスイメージとして，「痛い」「不安」，
プラスイメージとして「幸せ」の相反した記述が
あった。
4 ．�分娩見学を行った満足度・良かった理由／良
くなかった理由

1 ）分娩見学を行った満足度
　分娩見学を行った全員が，「分娩見学を行って
よかった」と回答し，10段階評価の満足度の平均
値は9.7であった。
2） 分娩見学を行って良かった理由・良くなかっ
た理由

　《様子を見ることができた》《想像がしやすい》
《様子を知ることができた》《分娩介助の手技》《感
動》《呼吸法のやり方》《助産師さんの産婦への声

かけ》《見て行動する大切さ》の 8カテゴリーに
分けられた。様子を見ることができた内容は，「分
娩の流れ」「助産師の動き」「準備」「家族」，実際
に見て想像がしやすかった内容は，「（分娩介助の
イメージが）具体化できた」「分娩介助に対する
イメージができた」，様子を知ることができた内
容は，「分娩室の雰囲気」「児が産まれてくる」「助
産師」「家族」「産婦」などの記述があった（表 2）。
5 ．�分娩時の産婦・助産師の役割のイメージ : 分
娩見学前後の比較

　「分娩時の産婦の様子」「産婦の外陰部の変化」
「児の回旋と娩出について」「分娩介助者の役割に
ついて」「分娩時の間接介助者の役割について」「分
娩時の新生児係の役割について」のイメージと見
学で感じたことについて，分娩見学前後の学生の
気持ちをアンケート上の言葉の類似性に着目して
まとめた。さらに，まとめから教育効果に関連し
た内容をカテゴリー化した。
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図 3 　分娩のイメージ（分娩見学前）
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　分娩見学前アンケートにおける「産婦の外陰部
の変化」「児の回旋と娩出」については，教科書
等の表現を模倣した記述が多く，「学生のイメー
ジ」とは異なる回答であった。
　分娩・助産ケアのイメージが高まるという視点
において，「異常時の対応」「分娩中の胎児のケア」
「母子愛着形成」の記述はカテゴリー上になかっ
た。また，「児の回旋と娩出」「間接介助者の役割」
「新生児係の役割」には，「わからない」「イメー
ジがつかない」という記述があった（表 3）。

6 ．�分娩時の産婦・助産師の役割のイメージの変
化（ 0 ～ 10の段階評価）

　分娩見学前アンケート時を 0としたとき，分娩
見学後に分娩時の産婦・助産師の役割のイメージ
がどの程度変化したか，11段階で回答を求めた。
その結果を表 4に示す。
　当初のイメージと比較して変化が大きかったの
は，「産婦の外陰部の変化」平均値8.2，「産婦の
様子」平均値7.7，「児の回旋と娩出」平均値7.5で
あった。当初のイメージとの変化が最も少なかっ
たのは，「新生児係の役割」平均値5.5であった。

カテゴリー 内容
様子を見ることができた 分娩の流れ・助産師の動き・準備・家族
様子を知ることができた 分娩室の雰囲気・児が産まれてくる・助産師・家族・産婦
想像がしやすい 理解が深まった・具体化できた・分娩介助に対するイメージができた
分娩介助の手技 今練習している分娩介助の学びと繋げられた
呼吸法のやり方 　
助産師さんの産婦への声かけ 分娩介助の時の産婦への声のかけ方・産婦さんへの関わり方
見て行動する大切さ 全て教科書通りになるわけではない・その人におこっていることを見る
感動 　

（ 1） 分娩時の産婦
の様子

（ 2） 産婦の外陰部
の変化

（ 3） 児の回旋と娩
出

（ 4） 分娩介助者の
役割

（ 5） 間接介助者の
役割

（ 6） 新生児係の役
割

分
娩
見
学
前

語りまとめ（ 5） 語りまとめ（ 3） 語りまとめ（ 2） 語りまとめ（ 8） 語りまとめ（ 5） 語りまとめ（ 7）
･ 一生懸命：必死・大
変・叫ぶ・汗・頑張っ
ている
･ 赤ちゃんが産まれ
ると幸せな気持ち
･やりきった
･痛み：辛い・耐える
･いきみ逃し・呼吸法

･ 伸びる・柔らかい
･ 分娩経過に伴い変
化していく
･会陰裂傷

･ スムーズに出てく
る
･ イメージすること
が難しい

･安全なお産
･励ます・声かけ
･呼吸法を指導する
･痛みの緩和
･環境に配慮する
･観察・判断する
･心強い存在
･ 分娩経過を診断し
ている

･補助をする
･ うまく呼吸ができ
るよう合図する
･ 産婦を励ます・パー
トナーへの声かけ
･冷静に周りを見る
･ あまり役割がわ
かっていない

･ 児の状態を観察す
る
･ 新生児の安全に努
める
･体温管理
･点眼する
･ アプガースコアを
みる
･ 呼吸ができるよう
介入する
･効率よく動く

分
娩
見
学
後

語りまとめ（ 6） 語りまとめ（ 4） 語りまとめ（ 4） 語りまとめ（ 6） 語りまとめ（ 6） 語りまとめ（ 6）
･ 静か・落ち着いて
いる
･ 苦しいだけがお産
ではない
･ 全身の力をふり
絞っていた
･ 痛みのコントロー
ルができる
･ 痛み・痛みの程度
が緩和
･ 呼吸法が行えてい
た

･ 思っていたより伸
縮する
･ 児頭が会陰に挟
まっているとき一
番痛みが強い
･ 会陰保護で会陰裂
傷が起きにくくな
る
･ イメージと変わっ
ていない

・よくわかった
・驚いた
・スピーディー
・わからなかった

･ 産婦へのアドバイ
ス
･ 予測して動く
･ 観察：児娩出後の
状態を迅速に
･ （分娩介助者が）ほ
ぼ 1人で行ってい
る
･ 医師とスピーディー
に行っている
･ 産婦に寄り添った
声かけ

･ 分娩が円滑に行え
る役割
･声かけ
･医師の診察の補助
･ 医療機器の準備・
片付け
･児の蘇生の準備
･ イメージがつかな
かった

･新生児の身体測定
･ 産婦と家族に対す
る気遣い
･ アプガースコアを
みる
･環境整備
･ 父子相互作用をは
かっている
･ イメージがつかな
かった

カ
テ
ゴ
リ
ー

･ 産婦の分娩に臨む
気持ち
･ 陣痛の程度とコン
トロール：呼吸法

･会陰進展
･会陰裂傷

･ スムーズな児の娩
出
･児の回旋と娩出
･わからなかった

･安全な分娩介助
･予測した行動
･声かけ
･観察
･助産診断

･児の蘇生の準備
･補助をする
･声かけ
･ イメージがつかな
かった

･ アプガースコアを
みる
･新生児の身体測定
･父子相互作用
･ 産婦と家族への配
慮
･ イメージがつかな
かった

表 ２ 　分娩見学を行って良かった理由・良くなかった理由

表 ３ 　分娩見学前後における学生の気持ち・教育効果に関連した内容
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7 ．�助産学実習への期待度と不安感：分娩見学前
後の比較

　助産学実習への期待度と不安感の変化を表 5に
示す。
　分娩見学前アンケート時は，助産学実習への期
待度は平均6.8であったが，分娩見学後は平均値7.6
へ上昇した。助産学実習への不安感は，第 1回ア
ンケート時には平均値8.7であったが，分娩見学
後，平均値8.2へやや下降した。
8 ．分娩見学における教育効果のねらい
　助産師に求められる実践能力と卒業時の到達目
標63項目7）より，卒業時の到達目標33項目（表 1）
を抽出した。しかし，今回の分娩見学ではすべて
の項目について学生が学びの機会を得ることは困
難であった。そのため，33項目中，分娩見学で経
験できた可能性の高い16項目について，「理解で
きる」と回答した人数の割合と，分娩見学前・分
娩見学後アンケートにおける割合の差を表 6に示
した。一部の回答に欠損値がみられた為，欠損値
数は母数から差し引き，割合を算出した（表 6）。
　分娩見学前アンケートにて「理解できる」と回
答した学生が，分娩見学後増加した項目は，13「分
べんの進行状態を診断する」34.1%，16「経腟分
べんを介助する」22.6%，31「法令に基づく助産
師の業務を理解する」25.8％であった。一方，11「分
べん開始を診断する」，24「新しい家族としての
児への愛着形成を支援する」については，分娩見
学前後において大差はなかった。
　分娩見学前アンケートにて「理解できる」と回
答した学生が，分娩見学後，減少した項目は，17
「出生直後から早期母子接触・早期授乳を行い，
愛着形成を促す」30.8%，25「授乳について自己
選択ができるよう支援する」31.9%であった。
9 ．分娩見学後の学生と教員間の振り返り
　分娩見学後の振り返りの機会は特別設けず，ア
ンケートの回答をもって，学生の分娩見学後の思

いを把握した。

Ⅳ．考察

1 ．分娩見学による学生の気持ちの変化
1 ）期待度・不安感
　学生の分娩見学前後の助産学実習への期待度・
不安感の平均値を比較すると，期待度は0.8増加，
不安感は0.5減少であり，大きな変化はなかった。
　助産学実習への期待度が微増した理由は，「苦
しいだけがお産ではない」「（産婦が）全身の力を
ふり絞っていた」「（助産師が）産婦に寄り添った
声かけをしていた」など，助産師が行っているケ
アや産婦の女性としての力に感化されたからであ
る。そして，これから学ぶ助産学が見学前よりイ
メージできるようになったからではないだろう
か。
　不安感が見学前と大差ない理由は，「（児の娩出
に）驚いた」「（児の娩出が）スピーディー」「（助
産師が）ほぼ一人で行っていた」「予測して動く」
など，学生の分娩のイメージと実際の分娩の光景
を見て，助産学実習で自分は実践できるだろうか
という不安が生じたと推測する。先行研究では，
助産学実習終了時の助産学生が認識する母性看護
学実習と助産学実習の違いについて調査した研究
において，学生が「助産学実習は看護学実習に比
べ対象者への実践が多い」「分娩介助は責任が大
きい」と述べられていた10）。本研究対象の学生は，
1回きりの見学ではあったが，学生が先行研究の
学生と同様の感情を抱いたのかもしれない。
　実習への期待度・不安感に大きな影響を与える
ことができなかった一方で，分娩見学後アンケー
トより，「その人におこっていることを見て行動
していくことの大切さがわかった」「児の回旋か
ら娩出までの時間はとても短く，スピーディーで
あるため手技をしっかりと身につける必要がある
と思った」，「分娩介助者の役割を考えられるよう

Ave Max Min

産婦のイメージ 7.7 10 5
外陰部の変化 8.2 10 6
児の回旋と娩出 7.5 10 3
分娩介助者の役割 7.1 10 3
間接介助者の役割 6.9 10 3
新生児係の役割 5.5 10 0

分娩見学前 分娩見学後

Ave Max Min Ave Max Min

助産学実習への期待度 6.8 10 3 7.6 10 3
助産学実習への不安感 8.7 10 5 8.2 10 5

表 ４ 　分娩見学後イメージ変化の度合い（見学前を ０ として） 表 ５ 　助産学実習への期待度・不安感（分娩見学前後の比較）
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になった」など，今後の学習意欲について記述し
ている学生がおり，分娩見学を行うことで学習へ
の意識付けはできたと言える。
2 ．分娩見学の教育効果
1 ） 「助産ケア」の定義とカテゴリー化した学生
の気持ちを比較して

　分娩見学の機会を通して，「いのちの尊さ」や「女
性の身体の素晴らしさ」について学生に学んでも
らいたいと考えていた。だが，学生の回答では，
1名の学生から「神秘」という記述があったもの
の，それ以外の学生の記述はなかった。今回の分
娩見学は，施設側との調整で，分娩室入室後（分
娩第Ⅱ期）より見学となった。分娩第Ⅰ期は，分
娩経過，産婦の努力する姿・支える産婦の家族の
姿・産婦と家族を支援する助産師の姿を見る重要
な機会である。しかし， 学生は分娩第Ⅱ期より見
学を行ったため，「いのちの尊さ」を感じるより，
環境・雰囲気・ケアの実際等に圧倒され，学習の
示唆を受けることができなかった。
　分娩見学前の回答は，母性看護学で習った内容
についての記述が多かった。見学後は，「呼吸法」
「児の蘇生」「父子相互作用」など専門用語が記述
されていた。分娩見学と「助産診断・技術学」の
学習内容がつながり，学習効果が得られた。しか
し，「異常時の対応」「分娩中の児のケア（分娩監
視装置によるモニタリング）」「母子愛着形成」の

記述はカテゴリー上に出てこなかった。この要因
は，①今回の見学が正常経過であったこと，②分
娩第Ⅱ期の時間が短く分娩監視装置によるモニタ
リングについて学生の意識が向かなかったこと，
③施設の特性としてインファントウォーマーが分
娩台と別室にあり母子面会の機会が十分見学でき
なかったことが挙げられる。
　「間接介助者の役割」「新生児係の役割」につい
ては，分娩見学後も「わからない」「イメージが
つかない」という記述があった。授業で間接介助
者と新生児係について説明する前に分娩見学の機
会が訪れた学生がいたことや，分娩室に間接介助
者と新生児係が常時いた状況ではなかったことが
要因として挙げられる。
　現在の助産学専攻科学生が看護大学にて母性看
護学実習に行った時，新型コロナウイルス感染症
は 2類に分類されており，臨地実習の実施に制限
があった。新型コロナウイルス感染症が蔓延して
以降，入学時に A大学助産学専攻科にて独自に
行ったアンケートでは，学生の大半が，臨地実習
に行けた期間を 3日未満と答えていた。臨地実習
の代替措置として，視聴覚教材や事例等が使用さ
れている11）が，学生の理解や学習の度合いについ
て，実際の分娩見学に勝るものはない。
　分娩見学を通して，学生の学習のきっかけを提
供することができたのは非常に効果的であった。

理解できる
1回目 2回目 差

母子の命の尊重 1 母子両者に関わる倫理的課題に対応する 57.1% 61.5% 4.4%

分
べ
ん
期
の
診
断
と
ケ
ア

正
常
分
べ
ん

11 分べん開始を診断する 85.7% 84.6% -1.1%
12 破水を診断する 76.9% 92.3% 15.4%
13 分べんの進行状態を診断する 42.9% 76.9% 34.1%
14 産婦と胎児の健康状態を診断する 64.3% 76.9% 12.6%
15 分べん進行に伴う産婦と家族のケアを行う 64.3% 76.9% 12.6%
16 経腟分べんを介助する 35.7% 58.3% 22.6%
17 出生直後から早期母子接触・早期授乳を行い、愛着形成を促す 100.0% 69.2% -30.8%
19 分べん進行に伴う異常を予測し、予防的なケアを行う 42.9% 33.3% -9.5%

異
常
分
べ
ん

20 異常発生時の母子の状態から必要な介入を判断し、実施する 28.6% 33.3% 4.8%
21 正常範囲を超える出血の診断を行い、必要な処置を理解する 35.7% 46.2% 10.4%
23 新生児の胎外生活への適応の診断とケアを行う 42.9% 61.5% 18.7%

産じょく期の
診断とケア

24 新しい家族としての児への愛着形成を支援する 78.6% 76.9% -1.6%
25 授乳について自己選択ができるよう支援する 85.7% 53.8% -31.9%

家族ケア 29 新しい家族システムの状態をアセスメントし、支援方法を理解する 42.9% 53.8% 11.0%
法的規定 31 法令に基づく助産師の業務を理解する 35.7% 61.5% 25.8%

表 ６ 　分娩見学の教育効果を示した33項目中16項目（分娩見学前後比較）
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しかし，自主的に学ぶ意欲と姿勢に欠けていた。
助産実践能力を育成する教育方法に関する文献レ
ビューでは，学生が自ら分娩見学の施設を探し，
交渉をした見学実習は，自他の役割や行動のイ
メージが促進され，学校での講義や演習で「役に
立った」と述べられている12）。学生が自ら施設を
探すことは困難かもしれないが，積極的に学習す
る意欲を持たせるためには重要である。学生に学
習意欲を持たせる為には，学生の課題として，「学
習内容の明確化」「自主的に学ぶ意欲と姿勢」が
必要であり，学習目標を到達できるような見学前
オリエンテーションを提供することが求められ
る。
2）分娩見学における教育効果のねらい
　表 6の16項目について考察した。
（ 1）「理解できる」と回答した学生について：
①分娩見学後増加した項目
　13「分べんの進行状態を診断する」は，分娩見
学後に理解できるようになった学生の割合は増加
したものの，80%に満たなかった。助産師は分
娩進行について情報を分析・解釈し，助産診断し
ている。分娩期の重要な時期である第 1期を見学
できていなかった為，分娩第Ⅰ期を見学できてい
なかったことが理解不十分につながった。
　16「経腟分べんを介助する」は， 2回目に「理
解できる」と回答した学生は22.6%増加した。し
かし，分娩見学後にもかかわらず41.7％の学生が
「理解できない」状況である。先行研究では，視
点を事前に提示した分娩見学は，実習前に自己の
課題が明確になっていたと報告されていた13）。意
図のない見学にならないよう，見学前オリエン
テーションで見学内容を提示し，自己の課題が明
確になれば学習効果は高まるであろう。
②分娩見学後減少した項目
　11「分べん開始を診断する」，24「新しい家族
としての児への愛着形成を支援する」は， 2回の
アンケート結果に大差がなかった。いずれも分娩
見学時に経験できず，学修の機会がなかったため
と推測する。
　17「出生直後から早期母子接触・早期授乳を行
い，愛着形成を促す」30.8%減少，25「授乳につ
いて自己選択ができるよう支援する」31.9%減少
と，分娩見学後「理解できる」と回答した学生の

割合は低率である。これは，分娩見学を行った施
設で出生直後の早期授乳や授乳に関する説明が行
われていなかったためと考える。分娩見学がもた
らす学習効果を考慮して，分娩見学を行う施設の
選択，見学の助産師と教員との事前の打ち合わせ
が重要である。
　教育上の課題としては，「教育目標の明確化」「教
育目標が達成できる施設の選択」が求められる。
今回の分娩見学では，事前オリエンテーションの
機会を設けたものの，紙面上には方法や注意事項
しか記載されておらず，口頭で示した「教育目標」
について学生の十分な理解を得られなかった可能
性がある。分娩見学を通して自己の学習課題がよ
り明確化・具体化され，円滑な助産学実習の開始
につながるよう，ペア見学者との学びの共有，見
学後レポートを課すこと，教員との面談の機会を
設けること8）など検討の余地がある。また，学生
の解釈を促進する教育として，先行研究で述べら
れているように，新人助産師の分娩期教育と同様
に「発問を用いて推論を引き出す」こと14）が必要
である。見学後に学生と教員が振り返りを行い学
生が考える機会を設ければ，より教育効果が高ま
るであろう。
4 ．研究の限界
　今回の研究では，学生によって，分娩見学の時
期が専門科目を学習する前後に分かれ，学習習得
状況に差異が生じた為，本調査の結果に影響して
いることは否めない。
　また，質問紙の表現は教員の質問意図と学生の
理解が一致していなかった項目があった。学生の
思いや学習効果を引き出すためには，研究開始時
に研究に対する学生が理解できるオリエンテー
ションの実施も重要であった。
　今後は，更なる助産学実習前の準備・学習向上
の為に，分娩見学の方法・時期・見学後のリフレ
クションについて検討していく必要がある。

Ⅴ . 結論

1 ． 分娩見学により，学生が今後の学習意欲につ
いて考えることができ，学習への意識付けが
できた。

2． 分娩見学における教育効果は，分娩見学後は
専門用語が記述され，「助産診断・技術学」
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の学習内容がつながり，分娩進行状態の診断
が，分娩見学後に理解できるようになった学
生の割合は増加する等学習効果が得られた。

3． 分娩第Ⅰ期の「産婦の努力する姿」等を知り ,

「いのちの尊さ」を学生に感じてもらう為に
は，分娩第Ⅰ期から見学できることが望まし
い。

　なお，本研究に関して開示すべき利益相反関連
事項はない。
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